
    

農協が地域社会で果たすべき役割

　明治維新以後の日本の近代化の歩み，とりわけ戦後の高度経済成長の過程は，いわば中央

集権化と都市化の過程であったと言い換えてもよいであろう。先進的なものは中央と都市に

あるとされ，そこに基準が置かれた。

　その流れが，バブル崩壊後変化してきた。その一つが地方分権化の流れであり，その背景

には，①全国均一的な政策に限界がみられるようになった，②環境問題や老人介護問題など

地域に密着した課題への木目細かい対応が求められてきた，③行財政のリストラの一環とし

ての分権化の必要性などが挙げられる（鈴木博論文参照）。

　農協組織は，このような地方分権，地域活性化の流れに対して傍観するのではなく，主体

的に取り組みたいものである。もともと農協役職員のなかには，「農協は地域社会づくりに貢

献しなくてはならない」という想いが強い。地域社会に対する愛情というものを共通して持っ

ている。

　農協は，その組織事業体という特性を生かして地域社会の自律性と共同性の回復を図る活

動を働きかけることが可能である。地方自治体の政策への主体的提案，土地利用計画策定へ

の参画，PFI　（Private Finance Initiative）への参加，地域消費者との交流活動，新規に農業

に取り組む人々への支援等々，農協は，農業者・組合員の枠のなかでの活動だけにとどまら

ず，地域社会の活性化のためのオルガナイザーとしての役割を担うべきではなかろうか。

　とくに，地域における農協の全金融機関店舗数に占めるシェアが51％以上という市町村が

335あるが，このような地域（過疎地域が多い）では，農協の存在感は大きく，たんなる金融機

関としての役割以上のものを求められているといえよう（重頭ユカリ論文参照）。

　また，老人介護問題については，農協組織内には８万人の介護ヘルパー資格者がおり，か

つ，リース事業を行っているグループ会社もあるわけで，介護機器のリース事業というハー

ド面と，介護ヘルパーの派遣というソフト面を組み合わせた介護事業を展開することも不可

能ではない。農協グル―プの持てる機能を総合的に生かすことによって，地域社会のニーズ

に応える知恵と行動力が必要であると思われる。地域社会への貢献は農協自らの存立基盤を

強化することにつながる。地域社会からその存在意義を認められない組織は長く存続するこ

とができないのである。

　ところで，財政再建準用団体を経験した４町の事例によれば，地域振興のために行った公

共投資が結果的には地域経済の発展には寄与せず，借金のみを累増させたという（丹羽由夏論

文参照）。これまで，生活のインフラに当たる基幹事業は行政が主導してきたが，今や，その

非効率性が問われ始めている。それは，PFI　が登場した背景の一つでもある。国家行政から地

方行政への分権化の流れと並行して，実は，行政主導から民間主導へというもう一つの大き

な歴史的な流れが進展しているのである。農協組織としても，行政に頼るのではなく，行政

から頼られる組織になることが求められていると言えよう。

　

（（株)農林中金総合研究所調査第二部長　鈴木利徳・すずきとしのり）
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１ 95年に地方分権推進法が制定され，地方分権推進委員会による５次にわたる勧告を基に
した地方分権一括法が99年７月に成立した。この一括法の概要は次のようなものである。
第一は，国と地方の行政の役割分担を明確にし，住民に身近な行政はできるかぎり地方公
共団体にゆだねることとしたこと，第二に，機関委任事務を廃止して自治事務と法定受託
事務に再構成し，国と地方の関係を従来の上下関係的なものから対等・協力の関係に移行
させたこと，第三に，地方事務官制度を廃止し必置規制を緩和ないし廃止したこと，第四
に，国あるいは都道府県の関与は法定主義に基づくこととし，係争が生じた場合の処理の
仕組みを明らかにしたこと，第五に，国から地方公共団体への権限委譲を進め，人口20万
以上都市にまとめて委譲する特例市制度を設けたこと，第六に，これらを進めるなかで市
町村合併を図っていくこととしたことなどである。
　
２．地方分権の推進を地域経済活性化にいかに活用していくかを，社会福祉，公共事業，地
域産業振興の分野についてみると，次のような視点が重要と思われる。
　　①社会福祉分野では，老人ホームの設置認可や老人居宅生活支援事業の届出受理等が都
道府県の自治事務となり，また，2000年４月に始まる公的介護保険制度では市町村が実施
主体となるなど，地方自治体の役割が重要となった。介護保険制度は，要介護者もホーム
ヘルパーなどのサービス提供者も大半が地域住民であり，地域内で循環する形の事業であ
る。高齢化の進展で市場の将来性も大きく，長期的視野で取り組んでいく必要がある。
　　②公共事業分野では，都市計画などの土地利用規制や道路・河川の管理等において都道
府県や市町村の権限が広がった。地域に真に必要な事業を実施するためには，住民の意見
を反映させる仕組みが必要であり，市町村都市計画審議会等をより住民に開かれたものと
することなどが効果的であろう。また，財政難から今後は公共事業も縮小せざるを得ない
とみられるため，PFIの活用等で代替させていく工夫も必要である。
　　③景気の長期低迷やグローバル化の進展を背景に地方圏での工場立地が落ち込んでお
り，地域の産業振興策も，既存の産業集積の活性化や新事業の創出促進等が重要となって
いる。地方自治体によるベンチャーキャピタルやインキュベーター施設の提供などが試み
られているが，地域の諸資源や立地条件等地域の特性を踏まえた比較優位な産業への重点
的取組がより効果的ではないかと思われる。
　
３．地方分権を実のあるものにしていくには，地方自治体の政策立案能力の向上とともに，
地域住民の行政への積極的な参加が必要である。参加意識を持った住民との対話や討論を
積み重ねることによって地方自治体の政策立案能力も高まっていくため，住民の参加意識
を高めるための情報公開の積極化が重要である。

．

地方分権の推進による地域経済の活性化
――　重要性増す地方公共団体の役割　――

〔要　　　旨〕
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　99年７月に地方分権一括法（正式には「地

方分権の推進を図るための関係法律の整備等

に関する法律（法律第87号）」をいい，以下「地

方分権一括法」と呼ぶ）が成立し，2000年４

月から施行されることとなった。地方分権

とは地域にかかる行政上の諸権限を市町村

などの地方公共団体により厚くしていくこ

とであるが（この対極に中央集権がある），日

本国憲法で地方自治（第８章）が定められ，

以後何度か地方自治強化の試みがなされて

きたが，戦後復興，高度成長期以後の国と

地方の関係は，戦前からの中央集権的体質

に大きな変化はなかった。しかし，90年代

になって，経済のグローバル化の進展や老

人介護や環境問題など地域の身近な問題の

重要性が高まるなかで，地方分権推進の気

運が高まり，上記のように，99年７月に中

央省庁再編法案とともに地方分権一括法が

成立するに至った。

　同一括法の成立により，今後，国から都

道府県や市町村など地方公共団体への権限

委譲が進み，老人介護等の地域福祉や都市

計画等の作成などに地方公共団体が果たす

役割が大きくなる。本稿は，地方分権の推

進を地域経済活性化にどのように役立てて

いったらよいかについて考察したものである。

　

　

　

　　　　　

　はじめに述べたように，戦後の日本国憲

法で地方自治が定められ，これを受けて地

方自治法が制定（憲法と同日施行）されて以

来，これまで何度か地方自治を強化しよう

とする試みがなされたが
（注1）
，全国的に改革の

動きが盛り上がってきたのは90年代になっ

てからである。90年代の地方分権推進にか

かる主な動きをみると（第１表），93年６月

に衆参両院において地方分権の推進決議が

なされ，95年５月には地方分権推進法が制

定された。この法律に基づいて設置された

地方分権推進委員会が96年から98年にかけ

て行った5次にわたる勧告
（注2）

が，99年７月に
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成立した地方分権一括法の基礎になった。

　90年代になって地方分権の推進が急展開

してきた背景には，次のような点があろ

う。

　第一は，キャッチアップ経済の終息やグ

ローバル化の進展といった経済構造の変化

である。戦後地方自治を定めた日本国憲法

や地方自治法が制定されたが，戦後復興期

から高度成長期にかけては，東京一極集中

にみられるように中央への依存体質が強ま

り，実質的な意味で戦前からの中央集権体

質に大きな変化はなかった。しかし，日本

がトップクラスの先進国になり，キャッチ

アップ経済が終了するに及んで，むしろ分

権型社会が望まれるようになった。また，

90年代のグローバル化が進む過程では，地

域ごとの国際化が進む一方，地場産業の空

洞化など個々の地域に異なった影響が生じ

たが，こうした変化には地域ごとのきめこ

まかな政策が必要となり，全国均一的な政

策に限界がみられるようになった。

　第二は，環境問題や老人介護問題の高ま

りなど地域に密着した問題が注目されてき

たことである。ごみ処理や産業廃棄物処理

問題などの環境行政，老人医療や老人介護

などの福祉行政は，もともと基礎的自治体
（注3）

である市町村などの地方公共団体に関連の

深い業務だが，環境問題の高まりや高齢化

の進展でこうした分野の重要性が増し，国

から都道府県へ，国や都道府県から市町村

への分権を進めざるを得なくなった。たと

えば，福祉行政の分野では，87年と90年の

法改正で老人ホーム入所等の措置権限
（注4）
を国

から市町村へ移管するとともに，在宅福祉

サービス等において市町村の役割を高める

対応がなされるなど比較的早くから分権化

が進められた。

　第三は，行政のリストラの流れである。

90年代のバブル崩壊やグローバル化の進展

のなかで景気の長期低迷が続き，税収が落

ち込む一方で景気対策のため財政支出が拡

大し，財政赤字が大きく拡大した。また，

公団・事業団や第三セクターなど政府関係

機関の役割が問い直され，中央と地方を含

む行政全体のリストラを求める声が高まっ

た。こうした行財政改革を進める流れのな

かで地方分権の必要性が認識され，中央省

庁再編法案とともに地方分権一括法の成立

に至った。

　（注1）　たとえば，高度成長期に老人医療費助成や
公害問題に対する公害防止条例の制定など地方
自治の分野で先駆的な動きをみせたのは東京都
や神奈川県といった当時の革新自治体であり，こ
れらの政策はその後国の政策にも反映された（72
年の老人福祉法の改正や70年の公害対策基本法
の改正など）。また，高度成長期以後（70年代後半
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のなかで景気の長期低迷が続き，税収が落

ち込む一方で景気対策のため財政支出が拡

大し，財政赤字が大きく拡大した。また，

公団・事業団や第三セクターなど政府関係

機関の役割が問い直され，中央と地方を含

む行政全体のリストラを求める声が高まっ

た。こうした行財政改革を進める流れのな

かで地方分権の必要性が認識され，中央省

庁再編法案とともに地方分権一括法の成立

に至った。

　（注1）　たとえば，高度成長期に老人医療費助成や
公害問題に対する公害防止条例の制定など地方
自治の分野で先駆的な動きをみせたのは東京都
や神奈川県といった当時の革新自治体であり，こ
れらの政策はその後国の政策にも反映された（72
年の老人福祉法の改正や70年の公害対策基本法
の改正など）。また，高度成長期以後（70年代後半
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第1表　90年代の地方分権をめぐる動き

時　期 内　　　容

1991年７月
　

92．６　
　

93．４　
　

93．６　
94．５　
95．５　
95．７　
96．11　
96．12　
97．７　
97．９　
97．10　
98．11　
99．７　

第３次行革審第１次答申「国・地方の役
割分担と地方分権」
第３次行革審第３次答申「パイロット自
治体制度の導入提言」
第23次地方制度調査会答申「広域連合・
中核市」
衆参両院で地方分権の推進に関する決議
行政改革推進本部に地方分権部会設置
地方分権推進法成立
地方分権推進委員会発足
行政改革会議発足
地方分権推進委員会第１次勧告
地方分権推進委員会第２次勧告
地方分権推進委員会第３次勧告
地方分権推進委員会第４次勧告
地方分権推進委員会第５次勧告
地方分権一括法成立



        

　　から80年代）には，「一村一品運動」（大分県）に
みられるように地域おこしなど産業振興の立場
から地域の自立を志向する動きが広まった。

　（注2）　ただし，98年11月に公表された第５次勧告
は，時期的に遅かったこともあり，第5次勧告の内
容は一括法には具体化されなかった。

　（注3）　地方自治法第２条では，地域住民に直結し
ている市町村を基礎的地方公共団体とし，市町村
を包括する立場の都道府県を広域的地方公共団
体としている。

　（注4）　社会福祉行政の分野では，介護が必要な高
齢者の特別養護老人ホームへの入所等は行政処
分として措置される。

　

　

　

　（1）　概要

　99年７月に成立した地方分権一括法は，

関係する法律が475本（関係省庁24省庁）に及

ぶ膨大なものである。その内容は，地方分

権推進委員会が96年から98年にかけて行っ

た５次にわたる勧告が基礎になっている

が，骨格部分を要約すると次のようにな

る。

　第一は，分権を進めるうえでの前提とし

て，国と地方の役割分担を明確化したこと

である。改正地方自治法第１条の２では，

国の役割として，①「国際社会における国

家としての存立にかかわる事務
（注5）
」，②「全国

的に統一して定めることが望ましい国民の

諸活動もしくは地方自治に関する基本的な

準則に関する事務」，③「全国的な規模でも

しくは全国的な視点に立って行わなければ

ならない施策及び事業の実施」などをあげ

ている。これに対して，地方公共団体の役

割は，同法第１条の２で「住民の福祉の増

進を図ることを基本として，地域における

行政を自主的かつ総合的に実施する」もの

と定め，同じく同条の２で国は「住民に身

近な行政はできる限り地方公共団体にゆだ

ねる」こととしている。このように，国は，

外交や防衛など国の存立にかかわる事務や

全国的な立場から行う業務に注力し，地域

の問題や住民に直結する行政はできる限り

地方公共団体にゆだねるとする役割分担が

明確にされた。

　第二は，都道府県知事や市町村長を国の

機関として位置付けて，国の事務を処理さ

せる制度であった機関委任事務（旧地方自

治法第148，150条）を廃止し，国と地方公共

団体の関係を，従来の上下関係的なものか

ら対等・協力の関係へと移行させたことで

ある。地方公共団体が処理する事務は，こ

れまでは機関委任事務と団体委任事務，公

共事務に整理されていた
（注6）
が，今回機関委任

事務が廃止され，自治事務と法定受託事務

に再構成された。自治事務とは，地方公共

団体が果たすべき「地域における事務」（改

正地方自治法第２条第２項）のうち法定受託

事務を除いたもの（同第11項）で，地方公共

団体の本来業務であり，従前の公共事務の

概念に近い。法定受託事務は第１号法定受

託事務（本来国が果たすべき役割であるが法

律や政令等に基づき都道府県や市町村が処理

するもの）と第２号法定受託事務（本来都道

府県が果たすべき役割であるが法律や政令に

基づき市町村等が処理するもの）に分かれ，

その内容は個別に法律に列挙されている

（改正地方自治法別表第一，別表第二）。機関委

任事務と自治事務，法定受託事務とでは，

　　から80年代）には，「一村一品運動」（大分県）に
みられるように地域おこしなど産業振興の立場
から地域の自立を志向する動きが広まった。

　（注2）　ただし，98年11月に公表された第５次勧告
は，時期的に遅かったこともあり，第5次勧告の内
容は一括法には具体化されなかった。

　（注3）　地方自治法第２条では，地域住民に直結し
ている市町村を基礎的地方公共団体とし，市町村
を包括する立場の都道府県を広域的地方公共団
体としている。

　（注4）　社会福祉行政の分野では，介護が必要な高
齢者の特別養護老人ホームへの入所等は行政処
分として措置される。

　

　

　

　（1）　概要

　99年７月に成立した地方分権一括法は，

関係する法律が475本（関係省庁24省庁）に及

ぶ膨大なものである。その内容は，地方分

権推進委員会が96年から98年にかけて行っ

た５次にわたる勧告が基礎になっている

が，骨格部分を要約すると次のようにな

る。

　第一は，分権を進めるうえでの前提とし

て，国と地方の役割分担を明確化したこと

である。改正地方自治法第１条の２では，

国の役割として，①「国際社会における国

家としての存立にかかわる事務
（注5）
」，②「全国

的に統一して定めることが望ましい国民の

諸活動もしくは地方自治に関する基本的な

準則に関する事務」，③「全国的な規模でも

しくは全国的な視点に立って行わなければ

ならない施策及び事業の実施」などをあげ

ている。これに対して，地方公共団体の役

割は，同法第１条の２で「住民の福祉の増

進を図ることを基本として，地域における

行政を自主的かつ総合的に実施する」もの

と定め，同じく同条の２で国は「住民に身

近な行政はできる限り地方公共団体にゆだ

ねる」こととしている。このように，国は，

外交や防衛など国の存立にかかわる事務や

全国的な立場から行う業務に注力し，地域

の問題や住民に直結する行政はできる限り

地方公共団体にゆだねるとする役割分担が

明確にされた。

　第二は，都道府県知事や市町村長を国の

機関として位置付けて，国の事務を処理さ

せる制度であった機関委任事務（旧地方自

治法第148，150条）を廃止し，国と地方公共

団体の関係を，従来の上下関係的なものか

ら対等・協力の関係へと移行させたことで

ある。地方公共団体が処理する事務は，こ

れまでは機関委任事務と団体委任事務，公

共事務に整理されていた
（注6）
が，今回機関委任

事務が廃止され，自治事務と法定受託事務

に再構成された。自治事務とは，地方公共

団体が果たすべき「地域における事務」（改

正地方自治法第２条第２項）のうち法定受託

事務を除いたもの（同第11項）で，地方公共

団体の本来業務であり，従前の公共事務の

概念に近い。法定受託事務は第１号法定受

託事務（本来国が果たすべき役割であるが法

律や政令等に基づき都道府県や市町村が処理

するもの）と第２号法定受託事務（本来都道

府県が果たすべき役割であるが法律や政令に

基づき市町村等が処理するもの）に分かれ，

その内容は個別に法律に列挙されている

（改正地方自治法別表第一，別表第二）。機関委

任事務と自治事務，法定受託事務とでは，
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２．地方分権一括法の内容



        

条例制定権
（注7）
の有無や地方議会や監査委員の

関与のしかたなどに差があり（第２表），自

治事務の対象が増えることは地域の行政に

おける地方公共団体の主体性がより高まる

ことになる。機関委任事務が廃止され自治

事務と法定受託事務に整理されたことで，

その事務に対する地方公共団体のかかわり

方がより明確となり，国と地方公共団体の

関係も，従来の上下関係的なものから対

等・協力の関係へと移行することとなっ

た。

　第三は，地方事務官制度を廃止し，必置

規制の廃止ないしは緩和を行ったことであ

る。医療保険や年金などの社会保険業務や

公共職業安定所などで行われる職業安定業

務は，これまでは国の都道府県に対する機

関委任事務であり，これに従事する職員（地

方事務官）は，国家公務員であるが都道府県

知事の指揮監督を受け，都道

府県庁で勤務していた。今回

こうした地方事務官制度を廃

止し，これらの職員は名実と

もに厚生省や労働省等中央省

庁に帰属することとなった。

次に，必置規制とは，法律や政

令などによって地方公共団体

に特定の施設や職などの設置

を義務づけていたものであ

り，社会福祉事業法による福

祉事務所の設置や地域保健法

による保健所の設置などがこ

れに相当する。こうした規制

は必ずしも地域の実情に合わ

なかったり，行政の効率化にそぐわない面

もあり，今回規制の廃止や緩和など大幅な

見直しが行われた。

　第四として，国が行う都道府県や市町村

への関与，あるいは都道府県による市町村

への関与は法律に基づいて行う（法定主

義）ものとし，かつ，関与は極力少なくする

とともに，紛争が生じた場合の係争処理の

仕組み（国地方係争処理委員会の設置）を明

らかにした（改正地方自治法第11章）。

　第五として，国から都道府県へ，都道府

県から市町村への権限委譲を進めるととも

に，人口20万人以上の都市に権限をまとめ

て委譲する特例市制度を創設した（改正地

方自治法第12章第３節）。

　第六として，これらを推進していくなか

で，市町村合併を促進し，地方議会の活性

化等を図っていくものとした。　

条例制定権
（注7）
の有無や地方議会や監査委員の

関与のしかたなどに差があり（第２表），自

治事務の対象が増えることは地域の行政に

おける地方公共団体の主体性がより高まる

ことになる。機関委任事務が廃止され自治

事務と法定受託事務に整理されたことで，

その事務に対する地方公共団体のかかわり

方がより明確となり，国と地方公共団体の

関係も，従来の上下関係的なものから対

等・協力の関係へと移行することとなっ

た。

　第三は，地方事務官制度を廃止し，必置

規制の廃止ないしは緩和を行ったことであ

る。医療保険や年金などの社会保険業務や

公共職業安定所などで行われる職業安定業

務は，これまでは国の都道府県に対する機

関委任事務であり，これに従事する職員（地

方事務官）は，国家公務員であるが都道府県

知事の指揮監督を受け，都道

府県庁で勤務していた。今回

こうした地方事務官制度を廃

止し，これらの職員は名実と

もに厚生省や労働省等中央省

庁に帰属することとなった。

次に，必置規制とは，法律や政

令などによって地方公共団体

に特定の施設や職などの設置

を義務づけていたものであ

り，社会福祉事業法による福

祉事務所の設置や地域保健法

による保健所の設置などがこ

れに相当する。こうした規制

は必ずしも地域の実情に合わ

なかったり，行政の効率化にそぐわない面

もあり，今回規制の廃止や緩和など大幅な

見直しが行われた。

　第四として，国が行う都道府県や市町村

への関与，あるいは都道府県による市町村

への関与は法律に基づいて行う（法定主

義）ものとし，かつ，関与は極力少なくする

とともに，紛争が生じた場合の係争処理の

仕組み（国地方係争処理委員会の設置）を明

らかにした（改正地方自治法第11章）。

　第五として，国から都道府県へ，都道府

県から市町村への権限委譲を進めるととも

に，人口20万人以上の都市に権限をまとめ

て委譲する特例市制度を創設した（改正地

方自治法第12章第３節）。

　第六として，これらを推進していくなか

で，市町村合併を促進し，地方議会の活性

化等を図っていくものとした。　
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第2表　新たな事務区分の制度上の取扱い

機関委任事務 自治事務 法定受託事務

条例制定権 不可 法令に反しない
限り可

法令に反しない
限り可
（法律・政令の
明示的な委任が
必要）

地方議会の
権限

・検閲，検査権等は，
自治令で定める一
定の事務（国の安
全，個人の秘密に係
るもの並びに地方労
働委員会及び収用委
員会の権限に属する
もの）は対象外

・100条調査権の対
象外

原則及ぶ
　
（地方労働委員
会及び収用委員
会の権限に属す
るものに限り対
象外）

原則及ぶ
　
（国の安全，個人
の秘密に係るも
の並びに地方労
働委員会及び収
用委員会の権限
に属するものは
対象外）

監査委員の
権限

自治令で定める一定
の事務は対象外

行政不服審
査

一般的に，国への審
査請求は可

原則国への審査
請求は不可

原則国への審査
請求が可

代執行 長の権限に属するも
のについて，一定の
手続きを経た上で可

不可 一定の手続きを
経た上で可

→
　
　

→

→

→

→
資料　自治省「地方分権推進計画の概要（平成10年５月29日）」



        

　地方分権一括法の概要は以上のように整

理されるが，次に，地域経済に関連の深い

項目について，具体的変更点をみていくこ

ととしたい。

　（注5）　地方自治法における「事務」の意味は，いわ
ゆる事務作業ではなく，国や地方公共団体がそれ
ぞれ役割分担する行政行為そのものとして用い
られている。

　（注6）　団体委任事務とは，国や他の地方公共団体
などに属する事務ではあるが，法律や政令によっ
て地方公共団体に委任されたもので，保健所や児
童福祉施設の設置などがその例である。機関委任
事務との違いは都道府県知事や市町村長等の執
行機関への委任ではなく，団体に委任されている
点である。公共事務とは，地方公共団体の本来的
な業務で，学校や病院の設置・管理など地域住民
の福祉等に直結する業務がこれに相当する。

　（注7）　条例とは，地方公共団体が所管する事務を
遂行するために議会の議決により制定する法を
いい，憲法第94条で認められたものである。具体
例として，公安条例やまちづくり条例などがあ
る。

　 

　（2）　個別分野での改正点

　前節で述べたように，地方公共団体にお

ける事務は，機関委任事務が廃止されて自

治事務と法定受託事務に再構成された。従

前の機関委任事務は法律単位項目数で561

（都道府県379，市町村182）存在し，都道府県

事務の７～８割，市町村事務の３～４割を

占めていた（地方分権推進委員会第１次勧告

による）とされるが，これらは，事務自体が

廃止されるか，地方公共団体の自治事務あ

るいは法定受託事務となるか，国の直接執

行事務となるかのいずれかに整理された。

以下では，具体的事例として，土地利用規

制と社会福祉，地方財政の分野での改正点

についてみてみたい。

　

　ａ．土地利用規制分野

　土地利用に関する規制には数多くの法律

があるが，大雑把なとらえ方をすれば次の

ように整理される。まず，大枠的なものと

して国土利用計画法による土地利用基本計

画の策定（都市地域，農業地域，森林地域など

の５地域の指定）があり，このうち，都市地

域については，都市計画法によって市街化

区域及び市街化調整区域の指定や住居地域

や商業地域，工業地域などの地域地区の指

定がなされ，さらに，建築基準法によって

それぞれの地域に応じた建ぺい率や容積率

が定められている。農業地域の土地利用に

ついては，農業振興地域の整備に関する法

律や農地法等によって規制される。

　これらの土地利用規制が地方分権一括法

によってどのように変わったかをみると，

第３表のようになる。国土利用計画法によ

る都道府県の土地利用基本計画の策定は，

従来都道府県知事への機関委任事務だった

が，今回都道府県の自治事務となった（ただ

し，計画策定には国に協議し同意を得る必要

がある）。都市計画については，これまで市

街化区域及び市街化調整区域の線引きや一

部の地域地区，市街地開発事業等に関する

都市計画は都道府県知事が決定し，その他

のものは市町村が定めるものとされていた

（旧都市計画法第15条）。しかし，知事権限に

かかる都市計画は国の機関委任事務であっ

て，決定権限は都道府県知事にあるが重要

部分には建設大臣の認可が必要だった（同

法第18条）。また，建築基準法に基づく都道

府県知事の事務も，国からの機関委任事務

　地方分権一括法の概要は以上のように整

理されるが，次に，地域経済に関連の深い

項目について，具体的変更点をみていくこ

ととしたい。

　（注5）　地方自治法における「事務」の意味は，いわ
ゆる事務作業ではなく，国や地方公共団体がそれ
ぞれ役割分担する行政行為そのものとして用い
られている。

　（注6）　団体委任事務とは，国や他の地方公共団体
などに属する事務ではあるが，法律や政令によっ
て地方公共団体に委任されたもので，保健所や児
童福祉施設の設置などがその例である。機関委任
事務との違いは都道府県知事や市町村長等の執
行機関への委任ではなく，団体に委任されている
点である。公共事務とは，地方公共団体の本来的
な業務で，学校や病院の設置・管理など地域住民
の福祉等に直結する業務がこれに相当する。

　（注7）　条例とは，地方公共団体が所管する事務を
遂行するために議会の議決により制定する法を
いい，憲法第94条で認められたものである。具体
例として，公安条例やまちづくり条例などがあ
る。

　 

　（2）　個別分野での改正点

　前節で述べたように，地方公共団体にお

ける事務は，機関委任事務が廃止されて自

治事務と法定受託事務に再構成された。従

前の機関委任事務は法律単位項目数で561

（都道府県379，市町村182）存在し，都道府県

事務の７～８割，市町村事務の３～４割を

占めていた（地方分権推進委員会第１次勧告

による）とされるが，これらは，事務自体が

廃止されるか，地方公共団体の自治事務あ

るいは法定受託事務となるか，国の直接執

行事務となるかのいずれかに整理された。

以下では，具体的事例として，土地利用規

制と社会福祉，地方財政の分野での改正点

についてみてみたい。

　

　ａ．土地利用規制分野

　土地利用に関する規制には数多くの法律

があるが，大雑把なとらえ方をすれば次の

ように整理される。まず，大枠的なものと

して国土利用計画法による土地利用基本計

画の策定（都市地域，農業地域，森林地域など

の５地域の指定）があり，このうち，都市地

域については，都市計画法によって市街化

区域及び市街化調整区域の指定や住居地域

や商業地域，工業地域などの地域地区の指

定がなされ，さらに，建築基準法によって

それぞれの地域に応じた建ぺい率や容積率

が定められている。農業地域の土地利用に

ついては，農業振興地域の整備に関する法

律や農地法等によって規制される。

　これらの土地利用規制が地方分権一括法

によってどのように変わったかをみると，

第３表のようになる。国土利用計画法によ

る都道府県の土地利用基本計画の策定は，

従来都道府県知事への機関委任事務だった

が，今回都道府県の自治事務となった（ただ

し，計画策定には国に協議し同意を得る必要

がある）。都市計画については，これまで市

街化区域及び市街化調整区域の線引きや一

部の地域地区，市街地開発事業等に関する

都市計画は都道府県知事が決定し，その他

のものは市町村が定めるものとされていた

（旧都市計画法第15条）。しかし，知事権限に

かかる都市計画は国の機関委任事務であっ

て，決定権限は都道府県知事にあるが重要

部分には建設大臣の認可が必要だった（同

法第18条）。また，建築基準法に基づく都道

府県知事の事務も，国からの機関委任事務
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であった。今回の改正により，都市計画法

に関する都道府県知事への機関委任事務は

廃止され，都道府県の自治事務となり，建

設大臣の認可も事前に協議し同意を得るに

変更された。建築基準法に基づく事務も都

道府県（あるいは建築主事がいる場合には市

町村）の自治事務となった。市町村の都市計

画については，従来市町村が都道府県知事

の承認を受けて決定することとされていた

が，市町村都市計画審議会の議を経て決定

することとなった（ただし，都道府県知事へ

の協議と同意は必要）。このように，都市計画

等の決定にあたって，都道府県や市町村な

ど地方公共団体の果たす役割が大きくなっ

た。

　次に，農業地域の土地利用については，

農業振興地域の整備に関する法律に基づく

農業振興地域整備基本方針の策定や農業振

興地域の指定は都道府県知事への機関委任

事務だったが，今回都道府県の自治事務に

変更された。また，市町村策定の農業振興

地域整備計画には，都道府県知事の認可が

必要だったが，認可は廃止されて事前に協

議し同意を得ることとされた。このほか，

農地転用許可権限についても，第３表のよ

うな面積区分による地方公共団体への権限

委譲が行われている。

　

　ｂ．社会福祉分野

　戦後の社会福祉行政の推移をみると，生

活保護法，児童福祉法，身体障害者福祉法

の福祉三法と基本法である社会福祉事業法

による貧困対策からスタートしたが，高度

成長期には精神薄弱者福祉法（99年４月か

であった。今回の改正により，都市計画法

に関する都道府県知事への機関委任事務は

廃止され，都道府県の自治事務となり，建

設大臣の認可も事前に協議し同意を得るに

変更された。建築基準法に基づく事務も都

道府県（あるいは建築主事がいる場合には市

町村）の自治事務となった。市町村の都市計

画については，従来市町村が都道府県知事

の承認を受けて決定することとされていた

が，市町村都市計画審議会の議を経て決定

することとなった（ただし，都道府県知事へ

の協議と同意は必要）。このように，都市計画

等の決定にあたって，都道府県や市町村な

ど地方公共団体の果たす役割が大きくなっ

た。

　次に，農業地域の土地利用については，

農業振興地域の整備に関する法律に基づく

農業振興地域整備基本方針の策定や農業振

興地域の指定は都道府県知事への機関委任

事務だったが，今回都道府県の自治事務に

変更された。また，市町村策定の農業振興

地域整備計画には，都道府県知事の認可が

必要だったが，認可は廃止されて事前に協

議し同意を得ることとされた。このほか，

農地転用許可権限についても，第３表のよ

うな面積区分による地方公共団体への権限

委譲が行われている。

　

　ｂ．社会福祉分野

　戦後の社会福祉行政の推移をみると，生

活保護法，児童福祉法，身体障害者福祉法

の福祉三法と基本法である社会福祉事業法

による貧困対策からスタートしたが，高度

成長期には精神薄弱者福祉法（99年４月か

8　‐　830
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第3表　土地利用関係権限の主な改正内容

法律名 改正前

都市計画法 ・都市計画区域の指定は都道府県知事へ
の機関委任事務，区域の指定には国（建
設大臣）の認可が必要
・市街化区域及び同調整区域，一部地域
地区等の都市計画は都道府県知事，そ
の他の都市計画は市町村が決定
・大都市及びその周辺等の都市計画決定
には国（建設大臣）の認可が必要
・市町村は都道府県知事の承認を受けて
都市計画を決定する

改正後

・都道府県の自治事務，国（建設大臣）へ
の協議と同意が必要
　
・都道府県知事を都道府県へ変更
　
　
・国（建設大臣）の認可を，協議し同意を
得るへ変更
・市町村は当該市町村都市計画審議会の
議を経て都市計画を決定する

国土利用計画法 ・土地利用基本計画の策定は都道府県知
事への機関委任事務
・計画策定には国（内閣総理大臣）の承認
が必要

・都道府県の自治事務
　
・国（内閣総理大臣）に協議し，その同意
を得る

建築基準法 建築基準法に基づく事務は都道府県知事
への機関委任事務

都道府県および建築主事を置く市町村の
自治事務

農業振興地域の
整備に関する法
律

・農業振興地域整備基本方針の策定およ
び農業振興地域の指定は，都道府県知
事への機関委任事務
・市町村策定の農業振興地域整備計画は
都道府県知事の認可が必要

・都道府県の自治事務（農業振興地域整備
基本方針の策定には国への事前協議と国
の同意が必要）

・農業振興地域整備計画の策定は市町村
の自治事務（知事の認可を廃止し，協議し
同意を得るへ変更）

農地法
２haを超える農地転用許可は農林水産
大臣の直轄権限，２ha以下は都道府県知
事への機関委任事務

４haを超える農地転用許可は国の直接執
行事務，４ha以下の転用許可は都道府県
への法定受託事務，２ha以下を自治事務
とするか否かは今後検討

資料　地方分権一括法および地方分権推進委員会第１，２次勧告から農中総研作成



        

ら知的障害者福祉法に変更），老人福祉法，母

子福祉法（福祉三法と合わせ福祉六法といわ

れる）による弱者救済へと広がり，さらに

80年代になって老人保健法（社会福祉事業法

を含め福祉八法といわれる）や社会福祉士及

び介護福祉士法などの高齢者対策が加わっ

た。

　70年代半ばまでは「施設福祉」が中心で

あり，生活保護施設や身体障害者更生援護

施設，精神薄弱者援護施設などに加え，老

人福祉施設である特別養護老人ホームや保

育所などの児童福祉施設が多数設置され

た。これらの施設への収容が福祉行政の中

心をなし，老人ホームへの入所措置権等は

厚生大臣による都道府県知事や市長への機

関委任事務として取り扱われた。また，こ

れらの法律によって福祉事務所や児童相談

所等の設置，社会福祉主事や児童保護司な

どの専門職の設置が都道府県や市町村など

に義務づけられた（いわゆる必置規制）。この

ように，福祉の現場である都道府県や市町

村などの地方公共団体が行う事務の大半

が，機関委任事務や必置規制で構成されて

いた。

　しかし，70年代後半から80年代になる

と，日常生活のなかでの社会的自立を支援

していこうとする「在宅福祉」が主張され

るようになり，市町村を主体とする在宅福

祉サービスなどが積極的に展開されるよう

になった。高齢化の進展による老人扶養問

題の重要性が認識されるにともない，こう

した在宅福祉の重要性はさらに高まり，第

２臨調行革による生活保護負担金などの補

助金削減の動きもあって，福祉にかかる行

政上の権限を国から地方公共団体へ委譲す

る動きがでてきた。87年には老人福祉法等

が改正され，老人ホームへの入所措置等の

機関委任事務が市や都道府県に委譲された

ら知的障害者福祉法に変更），老人福祉法，母

子福祉法（福祉三法と合わせ福祉六法といわ

れる）による弱者救済へと広がり，さらに

80年代になって老人保健法（社会福祉事業法

を含め福祉八法といわれる）や社会福祉士及

び介護福祉士法などの高齢者対策が加わっ

た。

　70年代半ばまでは「施設福祉」が中心で

あり，生活保護施設や身体障害者更生援護

施設，精神薄弱者援護施設などに加え，老

人福祉施設である特別養護老人ホームや保

育所などの児童福祉施設が多数設置され

た。これらの施設への収容が福祉行政の中

心をなし，老人ホームへの入所措置権等は

厚生大臣による都道府県知事や市長への機

関委任事務として取り扱われた。また，こ

れらの法律によって福祉事務所や児童相談

所等の設置，社会福祉主事や児童保護司な

どの専門職の設置が都道府県や市町村など

に義務づけられた（いわゆる必置規制）。この

ように，福祉の現場である都道府県や市町

村などの地方公共団体が行う事務の大半

が，機関委任事務や必置規制で構成されて

いた。

　しかし，70年代後半から80年代になる

と，日常生活のなかでの社会的自立を支援

していこうとする「在宅福祉」が主張され

るようになり，市町村を主体とする在宅福

祉サービスなどが積極的に展開されるよう

になった。高齢化の進展による老人扶養問

題の重要性が認識されるにともない，こう

した在宅福祉の重要性はさらに高まり，第

２臨調行革による生活保護負担金などの補

助金削減の動きもあって，福祉にかかる行

政上の権限を国から地方公共団体へ委譲す

る動きがでてきた。87年には老人福祉法等

が改正され，老人ホームへの入所措置等の

機関委任事務が市や都道府県に委譲された
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第4表　社会福祉関係権限の主な改正内容

法律名 改正前

身体障害者福祉法 身体障害者居宅生活支援事業の届出受理
等は都道府県知事への機関委任事務

改正後

都道府県の自治事務

児童福祉法 児童福祉施設の設置認可や児童居宅生活
支援事業の届出受理等は都道府県知事へ
の機関委任事務

都道府県の自治事務

資料　地方分権一括法および地方分権推進委員会第２～４次勧告から当総研作成

生活保護法 保護施設の設置認可等は都道府県知事へ
の機関委任事務

都道府県の法定受託事務

社会福祉事業法 社会福祉法人の設立認可等は都道府県知
事への機関委任事務

都道府県の法定受託事務

知的障害者福祉法 知的障害者居宅生活支援事業の届出受理
等は都道府県知事への機関委任事務

都道府県の自治事務

老人福祉法 老人居宅生活支援事業の届出受理や養護
老人ホーム等の設置認可等は都道府県知
事の機関委任事務

都道府県の自治事務

母子及び寡婦福祉法 母子家庭居宅介護等事業の届出受理等は
都道府県知事への機関委任事務

都道府県の自治事務

老人保健法 老人保健施設の開設の許可等は都道府県
知事への機関委任事務

都道府県の自治事務



        

（この時点では町村への権限委譲は行われ

ず，町村については都道府県が行うものとさ

れた）。90年になると，老人福祉法や老人保

健法など福祉関係八法が改正され，老人

ホームへの入所措置権等を市町村にすべて

委譲するとともに，在宅サービスなどの対

応を市町村が行うこととするなど市町村の

役割を大幅に高める改正が行われた（な

お，施行は93年４月）。さらに，97年には介護

保健法が成立したが，その中心的な事業実

施主体は市町村である。

　以上のように，社会福祉分野では他の分

野に比べて比較的早くから地方公共団体へ

の権限委譲が行われてきたが，今回の一括

法では，福祉事務所や保健所，児童相談所

などの行政機関や諸施設にかかる必置規

制，生活保護指導職員や家庭相談員，児童

更生施設の児童更生員などの職員設置にか

かる必置規制が廃止ないしは緩和され，事

務所の統合や職員の兼任など地域の状況に

応じた対応が可能となった。また，特別養

護老人ホームなどの社会福祉法人の設立認

可や老人介護サービス業者の届出受理や監

督等の事務は，これまで都道府県知事への

機関委任事務とされてきたが，今回，前頁

第４表のように都道府県の自治事務ないし

は法定受託事務に改正された。

　

　ｃ．地方財政分野

　地方分権推進委員会の第２次勧告では，

国と地方の経費負担のあり方として「地方

行政の自主的な運営の確保，行政責任の明

確化等の観点から，地方公共団体の担う事

務に要する経費については当該地方公共団

体が全額を負担する」
（注8）
との原則が打ち出さ

れた。こうした原則に即していえば，権限

の委譲が行われるにあたっては財源の移譲

がともなうのが当然であるが，今回の一括

法では国と地方の税源配分問題は今後の検

討課題とされた。

　今回の一括法のなかで，地方財政分野で

の主な改正点は次の３点である（第５表）。

第一は，法定外普通税の新設・変更と法定

外目的税の創設にかかる事項である。法定

外普通税とは，地方税法での定めがなくか

つ使途の特定のない税であるが，道府県
（注9）
や

市町村などの地方公共団体がこうした税を

新設ないし変更するには，これまでは自治

大臣の許可が必要だったが，今後は自治大

臣に協議し同意を得るに変更された。ま

た，法定外目的税とは，地方税法での定め

がなくかつ使途が特定された税であるが，

道府県や市町村ではこれまで賦課できな

かったが，今回，条例で定める特定の費用

に充てるため，自治大臣に協議し同意を得

れば賦課できることとなった。

　第二は，地方交付税の算定にかかる事項

である。今回から，地方公共団体は地方交

付税の算定方法等について自治大臣に対し

意見を述べることが法的に可能となった

（市町村の場合は都道府県知事を経由して行

う）。自治大臣は，地方公共団体から意見の

申し出を受けた時は誠実に処理し，地方財

政審議会に報告すべきものとされた
（注10）

。

　第三は，地方債発行にかかる事項であ

る。地方公共団体が地方債を発行したり，

（この時点では町村への権限委譲は行われ

ず，町村については都道府県が行うものとさ

れた）。90年になると，老人福祉法や老人保

健法など福祉関係八法が改正され，老人

ホームへの入所措置権等を市町村にすべて

委譲するとともに，在宅サービスなどの対

応を市町村が行うこととするなど市町村の

役割を大幅に高める改正が行われた（な

お，施行は93年４月）。さらに，97年には介護

保健法が成立したが，その中心的な事業実

施主体は市町村である。

　以上のように，社会福祉分野では他の分

野に比べて比較的早くから地方公共団体へ
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などの行政機関や諸施設にかかる必置規

制，生活保護指導職員や家庭相談員，児童

更生施設の児童更生員などの職員設置にか

かる必置規制が廃止ないしは緩和され，事

務所の統合や職員の兼任など地域の状況に

応じた対応が可能となった。また，特別養

護老人ホームなどの社会福祉法人の設立認

可や老人介護サービス業者の届出受理や監

督等の事務は，これまで都道府県知事への

機関委任事務とされてきたが，今回，前頁

第４表のように都道府県の自治事務ないし

は法定受託事務に改正された。

　

　ｃ．地方財政分野

　地方分権推進委員会の第２次勧告では，

国と地方の経費負担のあり方として「地方

行政の自主的な運営の確保，行政責任の明

確化等の観点から，地方公共団体の担う事

務に要する経費については当該地方公共団

体が全額を負担する」
（注8）
との原則が打ち出さ

れた。こうした原則に即していえば，権限

の委譲が行われるにあたっては財源の移譲

がともなうのが当然であるが，今回の一括

法では国と地方の税源配分問題は今後の検

討課題とされた。

　今回の一括法のなかで，地方財政分野で

の主な改正点は次の３点である（第５表）。

第一は，法定外普通税の新設・変更と法定

外目的税の創設にかかる事項である。法定

外普通税とは，地方税法での定めがなくか

つ使途の特定のない税であるが，道府県
（注9）
や

市町村などの地方公共団体がこうした税を

新設ないし変更するには，これまでは自治

大臣の許可が必要だったが，今後は自治大

臣に協議し同意を得るに変更された。ま

た，法定外目的税とは，地方税法での定め

がなくかつ使途が特定された税であるが，

道府県や市町村ではこれまで賦課できな

かったが，今回，条例で定める特定の費用

に充てるため，自治大臣に協議し同意を得

れば賦課できることとなった。

　第二は，地方交付税の算定にかかる事項

である。今回から，地方公共団体は地方交

付税の算定方法等について自治大臣に対し

意見を述べることが法的に可能となった

（市町村の場合は都道府県知事を経由して行

う）。自治大臣は，地方公共団体から意見の

申し出を受けた時は誠実に処理し，地方財

政審議会に報告すべきものとされた
（注10）

。

　第三は，地方債発行にかかる事項であ

る。地方公共団体が地方債を発行したり，
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発行方法や利率，償還方法を変更する場合

には，都道府県は自治大臣，市町村は都道

府県知事の認可が必要だったが，今回事前

の協議に変更された。事前協議の結果同意

を得た地方債については，公的資金の借入

や元利償還金の交付税措置（基準財政需要額

への繰入）が可能となる。なお，今回の改正

で，自治大臣や都道府県知事の同意を得な

いでも，地方債の発行や起債方法，利率，

償還方法の変更ができることとなったが，

この場合は議会への報告を要するものとさ

れた。このように，地方債発行における地

方公共団体の主体性が増す一方で，その責

任も重くなった。

　以上，地方分権一括法における土地利用

規制と社会福祉行政，地方財政分野での改

正点についてみてきたが，それぞれの分野

で機関委任事務を廃止して自治事務や法定

受託事務に再構成するなどの分権化が進め

られている。

　次章では，こうした地方分権の動きを地

域経済の活性化にどのように活用していく

かについて考えてみたい。

　（注8）　地方分権推進委員会『地方分権推進委員会
第２次勧告―分権型社会の創造―』（97年７月８
日）第４章Ⅰ－Ⅱ－１,42頁。

　（注9）　「都」がないのは，東京都は特別区（23区）
との関係が，通常の県と市町村の関係と異なり，
ごみ処理等の事業が都に属する一方，固定資産税
などが都税として徴収されるなど税体系が他の
道府県と異なっているため。

　（注10）　従来も地方公共団体が交付税の算定方法
について意見を述べることはあったが，法律的に
明示されたものではなかった。今回法律に明示さ
れることとなり，透明性が高まった。

　

　

　

　

　（1）　福祉事業による地域経済活性化

　日本の社会保障制度は，主として年金，

医療，福祉の三つの分野に分かれるが，社

発行方法や利率，償還方法を変更する場合

には，都道府県は自治大臣，市町村は都道
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　以上，地方分権一括法における土地利用
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正点についてみてきたが，それぞれの分野

で機関委任事務を廃止して自治事務や法定

受託事務に再構成するなどの分権化が進め

られている。

　次章では，こうした地方分権の動きを地

域経済の活性化にどのように活用していく

かについて考えてみたい。

　（注8）　地方分権推進委員会『地方分権推進委員会
第２次勧告―分権型社会の創造―』（97年７月８
日）第４章Ⅰ－Ⅱ－１,42頁。

　（注9）　「都」がないのは，東京都は特別区（23区）
との関係が，通常の県と市町村の関係と異なり，
ごみ処理等の事業が都に属する一方，固定資産税
などが都税として徴収されるなど税体系が他の
道府県と異なっているため。

　（注10）　従来も地方公共団体が交付税の算定方法
について意見を述べることはあったが，法律的に
明示されたものではなかった。今回法律に明示さ
れることとなり，透明性が高まった。

　

　

　

　

　（1）　福祉事業による地域経済活性化

　日本の社会保障制度は，主として年金，

医療，福祉の三つの分野に分かれるが，社
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３．地方分権推進による

　　地域経済活性化の方策

第5表　地方財政関係権限の主な改正内容

法律名 改正前

地方交付税法

改正後

（交付税の額の算定方法に関する意見の申し出）
・地方団体は，交付税の額の算定方法に関し，自治大臣に対し意
見を述べることができる。市町村の意見申し出は都道府県知
事を経由しなければならない。自治大臣は，意見申し出を受け
た場合は，これを誠実に処理し，地方財政審議会に報告しなけ
ればならない（第17条の４）

地方税法 ・道府県法定外普通税新
設変更には自治大臣の
許可が必要
・市町村法定外普通税の
新設変更には自治大臣
の許可が必要

・自治大臣に協議し，その同意を得なければならない（第259条）
　
　
・自治大臣に協議し，その同意を得なければならない（第669条）
　
（法定外目的税の創設）
・道府県又は市町村は，条例で定める特定の費用に充てるため，
法定外目的税を課することができる。その場合，あらかじめ自
治大臣に協議し，同意を得なければならない（第731条）

資料　地方分権一括法および地方分権推進委員会第２次勧告から農中総研作成

地方財政法 ・地方債を発行し，又は
起債方法，利率もしく
は償還方法を変更しよ
うとする場合は，自治
大臣又は都道府県知事
の許可が必要

（地方債の協議等）
・地方公共団体は，地方債を発行し，又は起債方法，利率もしく
は償還方法を変更しようとする場合は，自治大臣又は都道府
県知事に協議しなければならない。自治大臣又は都道府県知
事の同意を得ないでこれらを行おうとする場合は，その旨を
議会に報告しなければならない（第５条の３）



        

会保障給付費（96年度）の内訳をみると

年金関係が52％，医療関係が37％，福祉

関係が11％と年金や医療が中心であ

り，福祉分野（老人福祉，母子・児童・障

害者福祉，生活保護等）はこれまであまり

大きなウェイトは占めていなかった。

しかし，少子高齢化の進展にともない

2000年４月からは公的介護保険制度が

スタートするなど，今後はこうした分

野のニーズが高まる方向にある。ま

た，老人医療と老人介護が密接な関連

があるように，地域住民と接する市町

村の現場では，これらの三分野が別々にで

はなく，一体となった運用が求められるよ

うになってきている。

　高齢化の進展への対応として，政府は89

年に「高齢者保険福祉推進10ヵ年戦略（ゴー

ルドプラン）」を策定し，90年度からスター

トさせた。これは老人介護の基盤整備のた

めに，90年度以降の10年間に老人ホームの

数やホームヘルパーなどを計画的に増加さ

せようとするもので，６兆円の資金を投入

し，特別養護老人ホームを24万床，ホーム

ヘルパーを10万人増加させるなどの目標値

が掲げられた。さらに，94年には「21世紀

福祉ビジョン」が公表され，年金，医療，

福祉の割合（社会保障給付費ベース）をそれ

までの５：４：１から５：３：２となるよ

うに福祉を引き上げる方針が示された。ま

た，95年には全国市町村が作成した老人福

祉計画をもとに「新ゴールドプラン」が策

定され，老人ホームなどの施設やホームヘ

ルパーの数などの整備目標を89年策定の

ゴールドプランよりも引き上げるなど，よ

り充実したものとなった（第６表）。このよ

うに，90年代になって，ゴールドプランに

みられるような高齢者福祉充実のための諸

計画が策定され実施される一方で，制度面

でも老人ホームへの入所措置権など行政上

の諸権限を国から都道府県へ，都道府県か

ら市町村へ委譲する措置がとられてきた。

こうした一連の老人福祉施策の延長で，97

年に介護保険法が成立したが，公的介護保

健制度の運営主体も市町村である。

　以上のように，90年代になって高齢者介

護を中心に福祉充実のための計画的な基盤

整備や市町村への権限委譲などの諸改革が

進められてきたが，こうした動きは，社会

福祉関連の事業所や従業者の増加などを通

じて地域経済にも好影響を与えてきた。90

年代の社会福祉事業関係の事業所や従業者

数の動向をみると，事業所数，従業者数と

もにそれ以前よりも増加率を高めており，

かつ，全国的に万遍なく増加している。医

会保障給付費（96年度）の内訳をみると

年金関係が52％，医療関係が37％，福祉

関係が11％と年金や医療が中心であ

り，福祉分野（老人福祉，母子・児童・障

害者福祉，生活保護等）はこれまであまり

大きなウェイトは占めていなかった。

しかし，少子高齢化の進展にともない

2000年４月からは公的介護保険制度が

スタートするなど，今後はこうした分

野のニーズが高まる方向にある。ま

た，老人医療と老人介護が密接な関連

があるように，地域住民と接する市町

村の現場では，これらの三分野が別々にで

はなく，一体となった運用が求められるよ

うになってきている。

　高齢化の進展への対応として，政府は89

年に「高齢者保険福祉推進10ヵ年戦略（ゴー

ルドプラン）」を策定し，90年度からスター

トさせた。これは老人介護の基盤整備のた

めに，90年度以降の10年間に老人ホームの

数やホームヘルパーなどを計画的に増加さ

せようとするもので，６兆円の資金を投入

し，特別養護老人ホームを24万床，ホーム

ヘルパーを10万人増加させるなどの目標値

が掲げられた。さらに，94年には「21世紀

福祉ビジョン」が公表され，年金，医療，

福祉の割合（社会保障給付費ベース）をそれ

までの５：４：１から５：３：２となるよ

うに福祉を引き上げる方針が示された。ま

た，95年には全国市町村が作成した老人福

祉計画をもとに「新ゴールドプラン」が策

定され，老人ホームなどの施設やホームヘ

ルパーの数などの整備目標を89年策定の

ゴールドプランよりも引き上げるなど，よ

り充実したものとなった（第６表）。このよ

うに，90年代になって，ゴールドプランに

みられるような高齢者福祉充実のための諸

計画が策定され実施される一方で，制度面

でも老人ホームへの入所措置権など行政上

の諸権限を国から都道府県へ，都道府県か

ら市町村へ委譲する措置がとられてきた。

こうした一連の老人福祉施策の延長で，97

年に介護保険法が成立したが，公的介護保

健制度の運営主体も市町村である。

　以上のように，90年代になって高齢者介

護を中心に福祉充実のための計画的な基盤

整備や市町村への権限委譲などの諸改革が

進められてきたが，こうした動きは，社会

福祉関連の事業所や従業者の増加などを通

じて地域経済にも好影響を与えてきた。90

年代の社会福祉事業関係の事業所や従業者

数の動向をみると，事業所数，従業者数と

もにそれ以前よりも増加率を高めており，

かつ，全国的に万遍なく増加している。医
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第6表　新ゴールドプランの概要

旧　→　新

在
宅
サ
ー
ビ
ス

サ
ー
ビ
ス

施
設
　
　

の
養
成
確
保

マ
ン
パ
ワ
ー

ホームヘルパー
（ホームヘルパーステーション）
ショートステイ
デイサービス
　
在宅介護支援センター
老人訪問看護ステーション

特別養護老人ホーム
老人保健施設
高齢者生活福祉センター
ケアハウス

寮母・介護職員
看護職員等
OT・PT

10万人　　　　17万人
（　－　　　　　１万か所）
５万人分　　　６万人分
１万か所　　　1.7万か所
　　　　　　　（デイケアを含む）
１万か所　　　１万か所
　－　　　　　5,000か所

24万人分　　　29万人分
28万人分　　　28万人分
400か所　　　　400か所
10万人分　　　10万人分

　－　　　　　20万人
　－　　　　　10万人
　－　　　　　1.5万人

整備目標の引上げ等（平成11年度末までの当面の整備目標）

→
→
→
→
　
→
→
→
→
→
→

→
→
→

資料　総理府社会保障制度審議会事務局編『平成９年版社会保障統計
年報』40頁



        

療業も含めるとこうした傾向はさらに顕著

となる。91～96年の５年間で医療業，保健

衛生，社会保険・社会福祉の業種は合計従

業者数が66万人増加したが，これは同時期

の全産業の従業者増加数276万人の24％を

占めるなど，雇用面でも重要な産業となっ

ている（第１図）。これら３業種のなかでは

社会保険・社会福祉（以下「社会福祉業種」

と呼ぶ）の増加率が30.9％と高く，なかでも

老人福祉事業が71％と最も高い。これらの

業種は労働集約的なものが多く，雇用増加

への貢献度が大きいほか，今後，他産業の

雇用の伸び悩みが予想されるなかで，着実

に雇用増加が期待できる業種である。ま

た，製造業や卸・小売業等の従業者増加率

には工場や技術の集積，人口集積などに

よって地域的格差があるが，社会福祉関連

業種の増加率の地域格差は比較的小さい。

これは，需要が人間の生活そのものに派生

するもので安定しているためとみられ，そ

の意味で，福祉事業は製造業や商業の集積

が少ない地方圏でも展開しやすい産業であ

るといえる。

　医療業・保健衛生・社会福祉業種の従業

者増加率が高い県をみると，第７表のよう

になる。これら上位の県は福祉事業等への

取り組みが比較的進んでいる県といえる

が，山形県や広島県，福井県などでは全産業

従業者増加数に占める割合も各々43.8％，

33.7％，54.5％と高いものとなっている。

広島県では，もともと老人福祉の分野で先

駆的業績をあげていた御調郡御調町の存在

などが影響を与えた可能性があるし，山形

県についても，最上町など福祉充実を優先

的な政策目標としている市町村が存在す

る。

　2000年４月からスタートする公的介護保

健制度は，制度面では，老人ホームの設置

認可や介護サービス業者の届出受理等は都

道府県の業務（自治事務）であり，要介護認

定（市町村の法定受託事務）や保険料徴収，

保険にかかる料金支払いなどの事務運営は

療業も含めるとこうした傾向はさらに顕著

となる。91～96年の５年間で医療業，保健

衛生，社会保険・社会福祉の業種は合計従

業者数が66万人増加したが，これは同時期

の全産業の従業者増加数276万人の24％を

占めるなど，雇用面でも重要な産業となっ

ている（第１図）。これら３業種のなかでは

社会保険・社会福祉（以下「社会福祉業種」

と呼ぶ）の増加率が30.9％と高く，なかでも

老人福祉事業が71％と最も高い。これらの

業種は労働集約的なものが多く，雇用増加

への貢献度が大きいほか，今後，他産業の

雇用の伸び悩みが予想されるなかで，着実

に雇用増加が期待できる業種である。ま

た，製造業や卸・小売業等の従業者増加率

には工場や技術の集積，人口集積などに

よって地域的格差があるが，社会福祉関連

業種の増加率の地域格差は比較的小さい。

これは，需要が人間の生活そのものに派生

するもので安定しているためとみられ，そ

の意味で，福祉事業は製造業や商業の集積

が少ない地方圏でも展開しやすい産業であ

るといえる。

　医療業・保健衛生・社会福祉業種の従業

者増加率が高い県をみると，第７表のよう

になる。これら上位の県は福祉事業等への

取り組みが比較的進んでいる県といえる

が，山形県や広島県，福井県などでは全産業

従業者増加数に占める割合も各々43.8％，

33.7％，54.5％と高いものとなっている。

広島県では，もともと老人福祉の分野で先

駆的業績をあげていた御調郡御調町の存在

などが影響を与えた可能性があるし，山形

県についても，最上町など福祉充実を優先

的な政策目標としている市町村が存在す

る。

　2000年４月からスタートする公的介護保

健制度は，制度面では，老人ホームの設置

認可や介護サービス業者の届出受理等は都

道府県の業務（自治事務）であり，要介護認

定（市町村の法定受託事務）や保険料徴収，

保険にかかる料金支払いなどの事務運営は
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第7表　医療・保健衛生・社会福祉従業者増加率
　　　　　の上位15県（1991～96年の５年間）

（単位　％）

資料　総務庁『平成８年事業所・企業統計調査報告』
（注）　全産業シェア＝医療・保健衛生・社会福祉従業者

増加数／全産業従業者増加数

従業者増加率 全産業シェア

千 葉 県
埼 玉 県
山 形 県
茨 城 県
宮 崎 県

佐 賀 県
岐 阜 県
宮 城 県
長 崎 県
栃 木 県

広 島 県
滋 賀 県
福 井 県
沖 縄 県
高 知 県

28.4
27.4
26.7
25.4
25.4

25.1
24.9
24.8
24.7
24.6

24.1
23.9
23.8
23.1
22.9

17.0
16.4
43.8
14.0
29.0

22.0
23.2
19.6
21.5
21.5

33.7
13.7
54.5
20.5
39.1

第1図  従業者増加数の主な産業別内訳�

資料　総務庁『事業所・企業統計調査報告』�
(注)    1.　1981～86年の医療・保健衛生・社会福祉�
　　　　には保健衛生は含まず。�
          2.　5年間の増加数。�
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市町村が行うこととなるなど，地方公共団

体が果たす役割が大きくなっている。ま

た，経済的側面では，以下に述べるような

点で地域経済活性化への可能性の大きい事

業である。

　第一は，介護サービス需要者は要介護認

定を受けた地域住民であり，また，ホーム

ヘルパーなど介護サービスの提供者も大半

が地域住民となる見込みであり，保険財源

も公費で賄われる分を除けば，40歳以上の

地域住民から保険料の形で徴収される予定

である
（注11）

。このように，サービスの需要と供

給や資金の授受の大半が地域内で行われる

こととなり，いわば地域内で循環する形の

事業である。第二は，介護サービスはこれ

まで家庭内で無償で行われていたサービス

が専門の介護業者が有償で行うようになる

など，介護の市場経済化（あるいは介護の社

会化）といった意味を持っており，新たな市

場が出現することである。厚生省の試算で

は初年度でも４兆円を超える市場規模とな

る見込みであり，老人ホームやデイサービ

スセンターなど関連する施設の建設・維持

や福祉器具の製造・流通などのシルバービ

ジネスも含めると，市場規模はさらに拡大

する。特に，ホームヘルパーなどによる雇

用創出効果は大きく，地域の雇用確保の観

点からもこうした市場を有効活用すべきで

ある。第三は，介護サービスは人と人とが

継続的に接する対人サービスとしての性格

を持っており，訪問介護やデイサービスセ

ンターなどでの交流を通じて，地域の諸情

報が行き交う場となることである。こうし

た情報の交流，集積は地域に新しい活力を

もたらす可能性がある。

　このように，介護保険制度は地域活性化

に効果的な事業であり，今後の高齢化の進

展を考えれば市場の将来性も大きい。制度

のスタートにあたって，過疎地などでも全

国均一的なサービス提供が可能かどうかな

ど様々な問題点が指摘されているが，規模

の小さい市町村については，福岡県等でみ

られるような広域連合
（注12）

を活用してサービ

スの量と質の標準化や行政事務の効率化を

図るなどの工夫もなされている。過疎地な

ど採算面で民間業者の参入が難しい地域に

ついては， （民間非営利団体）を活用す

ることによって，介護サービス事業を実施

していくことなども可能であろう。雇用拡

大など地域経済活性化のために，都道府県

と市町村が連携しつつ，長期的視点に立っ

て公的介護保険制度を有効活用していくこ

とが望まれる。

　（注11）　介護保険の財政は，当初は公費で負担し
（国が25％，都道府県と市町村が各々12.5％），残
り半分は地域住民から保険料として徴収する予
定であったが，政府は65歳以上の高齢者の保険料
を半年間徴収せず，その後の1年間も半額に軽減
するなどの負担軽減策を決定した。

　（注12）　広域連合とは，広域的な行政ニーズがある
場合に，都道府県や市町村などが連合体を形成し
て事務処理の受け皿となるもので，95年６月から
開始された制度である。ごみ処理や介護保険の事
務処理などに利用されている。

　

　（2）　住民参加の公共事業

　公共事業は，事業主体あるいは経費の負

担関係からみると，国や公団等の直轄事

業，都道府県や市町村等地方公共団体が国

や都道府県の補助を受けて行う事業（補助

市町村が行うこととなるなど，地方公共団

体が果たす役割が大きくなっている。ま

た，経済的側面では，以下に述べるような

点で地域経済活性化への可能性の大きい事

業である。

　第一は，介護サービス需要者は要介護認

定を受けた地域住民であり，また，ホーム

ヘルパーなど介護サービスの提供者も大半

が地域住民となる見込みであり，保険財源

も公費で賄われる分を除けば，40歳以上の

地域住民から保険料の形で徴収される予定

である
（注11）

。このように，サービスの需要と供

給や資金の授受の大半が地域内で行われる

こととなり，いわば地域内で循環する形の

事業である。第二は，介護サービスはこれ

まで家庭内で無償で行われていたサービス

が専門の介護業者が有償で行うようになる

など，介護の市場経済化（あるいは介護の社

会化）といった意味を持っており，新たな市

場が出現することである。厚生省の試算で

は初年度でも４兆円を超える市場規模とな

る見込みであり，老人ホームやデイサービ

スセンターなど関連する施設の建設・維持

や福祉器具の製造・流通などのシルバービ

ジネスも含めると，市場規模はさらに拡大

する。特に，ホームヘルパーなどによる雇

用創出効果は大きく，地域の雇用確保の観

点からもこうした市場を有効活用すべきで

ある。第三は，介護サービスは人と人とが

継続的に接する対人サービスとしての性格

を持っており，訪問介護やデイサービスセ

ンターなどでの交流を通じて，地域の諸情

報が行き交う場となることである。こうし

た情報の交流，集積は地域に新しい活力を

もたらす可能性がある。

　このように，介護保険制度は地域活性化

に効果的な事業であり，今後の高齢化の進

展を考えれば市場の将来性も大きい。制度

のスタートにあたって，過疎地などでも全

国均一的なサービス提供が可能かどうかな

ど様々な問題点が指摘されているが，規模

の小さい市町村については，福岡県等でみ

られるような広域連合
（注12）

を活用してサービ

スの量と質の標準化や行政事務の効率化を

図るなどの工夫もなされている。過疎地な

ど採算面で民間業者の参入が難しい地域に

ついては， （民間非営利団体）を活用す

ることによって，介護サービス事業を実施

していくことなども可能であろう。雇用拡

大など地域経済活性化のために，都道府県

と市町村が連携しつつ，長期的視点に立っ

て公的介護保険制度を有効活用していくこ

とが望まれる。

　（注11）　介護保険の財政は，当初は公費で負担し
（国が25％，都道府県と市町村が各々12.5％），残
り半分は地域住民から保険料として徴収する予
定であったが，政府は65歳以上の高齢者の保険料
を半年間徴収せず，その後の1年間も半額に軽減
するなどの負担軽減策を決定した。

　（注12）　広域連合とは，広域的な行政ニーズがある
場合に，都道府県や市町村などが連合体を形成し
て事務処理の受け皿となるもので，95年６月から
開始された制度である。ごみ処理や介護保険の事
務処理などに利用されている。

　

　（2）　住民参加の公共事業

　公共事業は，事業主体あるいは経費の負

担関係からみると，国や公団等の直轄事

業，都道府県や市町村等地方公共団体が国

や都道府県の補助を受けて行う事業（補助
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事業），地方公共団体が単独で行う事業

（単独事業）などに分けられる。90年代

には，公共投資基本計画の策定や数次

にわたる大型の景気対策の実施で公共

事業が急拡大したが，この間の特徴的

な動きとして次のような点があげられ

る。

　第一は，国等の直轄事業が横ばい傾

向で推移したのに対し，都道府県や市

町村など地方公共団体の事業が大きく

拡大してきたことであり，地方公共団

体の事業では，補助事業も増加したものの

市町村を中心にした単独事業の増加が大き

かったことである（第２図）。第二は，事業目

的別でみて市町村道や街路，区画整理や公

園等の都市計画関連，ごみ処理等の環境衛

生関連，病院や保育所等の厚生福祉関連，

文教施設，上下水道などといった生活基盤

投資が増加したことである。生活基盤投資

を中心に地方単独事業が拡大したことは，

市町村などの地方公共団体が自らの裁量で

行う事業が増えたという点で地方分権が進

んだという評価ができる。

　公共事業の拡大は，地方圏を中心に建設

業の事業所数や従業者数の増加をもたらす

など地域経済に一定の効果を与えたが（第

８表），一方で，これらの事業の資金調達

は，主として地方債の発行増加で対応され

たため，地方債発行残高が急増するなど地

方財政の悪化を招いた。

　　地方公共団体が行う公共事業でも，都

道府県と市町村とではその事業内容に違

いがある。都道府県の場合は，広域的地

方公共団体として，道路・河川等の産業

基盤や国土保全投資，農林水産投資など

国の施策を受けて行う事業が多い（従っ

て市町村に比べて補助事業のウェイトが高

くなる）のに対し，市町村の場合は，基礎

的地方公共団体として，都市計画や公営

住宅，ごみ処理等の環境衛生，文教施設

関係の投資など住民の生活に関連した分

野が多く，これらの大半が単独事業とし

て行われるため都道府県に比べて単独事

事業），地方公共団体が単独で行う事業

（単独事業）などに分けられる。90年代

には，公共投資基本計画の策定や数次

にわたる大型の景気対策の実施で公共

事業が急拡大したが，この間の特徴的

な動きとして次のような点があげられ

る。

　第一は，国等の直轄事業が横ばい傾

向で推移したのに対し，都道府県や市

町村など地方公共団体の事業が大きく

拡大してきたことであり，地方公共団

体の事業では，補助事業も増加したものの

市町村を中心にした単独事業の増加が大き

かったことである（第２図）。第二は，事業目

的別でみて市町村道や街路，区画整理や公

園等の都市計画関連，ごみ処理等の環境衛

生関連，病院や保育所等の厚生福祉関連，

文教施設，上下水道などといった生活基盤

投資が増加したことである。生活基盤投資

を中心に地方単独事業が拡大したことは，

市町村などの地方公共団体が自らの裁量で

行う事業が増えたという点で地方分権が進

んだという評価ができる。

　公共事業の拡大は，地方圏を中心に建設

業の事業所数や従業者数の増加をもたらす

など地域経済に一定の効果を与えたが（第

８表），一方で，これらの事業の資金調達

は，主として地方債の発行増加で対応され

たため，地方債発行残高が急増するなど地

方財政の悪化を招いた。

　　地方公共団体が行う公共事業でも，都

道府県と市町村とではその事業内容に違

いがある。都道府県の場合は，広域的地

方公共団体として，道路・河川等の産業

基盤や国土保全投資，農林水産投資など

国の施策を受けて行う事業が多い（従っ

て市町村に比べて補助事業のウェイトが高

くなる）のに対し，市町村の場合は，基礎

的地方公共団体として，都市計画や公営

住宅，ごみ処理等の環境衛生，文教施設

関係の投資など住民の生活に関連した分

野が多く，これらの大半が単独事業とし

て行われるため都道府県に比べて単独事
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第8表　建設業の事業所と従業者増加率の地域別内訳
（単位　％）

資料　総務庁『事業所・企業統計調査報告』
（注）　上表は５年間の増加率。

1981～86年

北　海　道
東　北
北関東・甲信越
南　関　東
北　陸
東　海
近　畿
中　国
四　国
九　州

3.6
△1.5
9.6
5.6
1.6
8.6
5.0
3.9
1.4
3.3

△10.2
△10.5
2.2
0.7

△　4.1
0.5
1.4

△　5.6
△　9.4
△　9.5

事業所 従業者

86～91年

8.8
0.4
5.7
7.7
△0.5
7.1
4.2
3.1
1.1
2.3

6.3
5.2
9.8
16.6
1.2
11.5
14.4
4.0
7.2
7.4

事業所 従業者

91～96年

6.7
9.3
7.9
6.2
4.9
7.7
7.8
7.1
6.4
9.8

8.1
14.3
10.1
4.7
11.7
10.1
10.4
8.0
10.3
12.3

事業所 従業者

全　　国 4.7 △　3.5 4.5 10.1 7.4 9.3
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第2図　都道府県，市町村の普通建設事業費�
の補助・単独事業の推移　 

資料　地方財務協会『地方財政統計年報』�
 (注)    他団体への補助金は含まず。�
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業の比率が高い（第９表）。公共事業に対す

る資金の付け方としては，機関委任事務や

法定受託事務など本来国が行うべきものを

地方公共団体が代わって行うとされるもの

は補助事業として行われるものが多く，ま

た，政策的に国が誘導する目的を持って行

う事業も，補助事業として取り扱われる。

こうした補助事業に対しては，補助申請に

関する書類作成等や審査手続等の簡素化や

合理化の必要性が指摘されてきた。

　公共事業の多くを占める道路や河川の管

理権限は，今回の地方分権一括法の成立に

よって，道路については，指定区間外国道
（注13）

がこれまでの都道府県知事や政令指定市長

への機関委任事務から，今回都道府県や政

令指定市の法定受託事務に改正された。ま

た，都道府県道の路線認定等は建設大臣の

認可が必要だったものが，事前に協議し同

意を得るに変更された。市町村道の道路管

理者の監督は，これまでは都道府県知事へ

の機関委任事務だったが，都道府県の自治

事務に改正された。河川については，指定

区間内一級河川
（注14）

や二級河川の管理は，従来

都道府県知事への機関委任事務だったが，

都道府県の法定受託事務に変更された。ま

た，これらについて工事を行うには建設大

臣の認可が必要だったが，事前に協議し同

意を得るに変更された。準用河川の管理に

ついては，市町村長への機関委任事務だっ

たものが，市町村の自治事務に変更され

た。こうした都道府県や市町村への権限委

譲によって，これらにかかる公共事業は，

今後地方公共団体の裁量権が広がっていく

ものとみられる。

　98年11月に公表された地方分権推進委員

会の第５次勧告では，公共事業のあり方の

見直しの基本的考え方として，国と地方の

役割分担を明確化したうえで，事務作業は

極力地方公共団体にゆだねていくものとし

ている。また地方公共団体が地域にとって
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第9表　都道府県，市町村の普通建設事業費の内訳（1997年度）
（単位　10億円，％）

都道府県

総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費

10
24
50
16

2,227
25

3,887

0.2
0.4
0.8
0.2
34.7
0.4
60.5

金額 構成比

338
84
183
25
413
132
3,855

5.6
1.4
3.0
0.4
6.9
2.2
64.0

金額 構成比

補助事業 単独事業

道路・河川等
都市計画
住宅
その他

3,039
392
405
51

47.3
6.1
6.3
0.8

2,743
870
145
97

45.5
14.4
2.4
1.7

警察・消防費
教育費
その他

60
123
0

0.9
1.9
0.0

304
690
3

5.0
11.4
0.1

合　　計 6,422 100.0 6,027 100.0

市町村

36
96
417
1
622
19

1,908

1.0
2.7
11.5
0.0
17.2
0.5
52.5

金額 構成比

658
476
673
11
454
211
4,133

7.8
5.7
8.0
0.1
5.4
2.5
49.2

金額 構成比

補助事業 単独事業

551
798
552
7

15.2
22.0
15.2
0.1

2,064
1,842
196
31

24.6
21.9
2.3
0.4

52
479
0

1.4
13.2
0.0

204
1,524
60

2.5
18.1
0.7

3,630 100.0 8,404 100.0

資料　地方財務協会『平成11年版地方財政統計年報』



        

真に必要な事業を実施していくには，「住民

の意見を踏まえ，自らの判断に基づいて事

業を選択し，決定することができる仕組み

を基本として，いかなければならない」
（注15）

と

している。同じく同第５次勧告では，補助

事業について，「統合補助金」を設けて「箇

所づけ」を廃止し，地方公共団体が自主的

に行えるものとすべきであるとの勧告がな

されている。

　以上のような動向を踏まえ，公共事業分

野での地方分権の推進を地域経済活性化に

活かしていくためには，次のような方策が

必要であろう。

　第一は，公共事業に住民の意見を反映さ

せる仕組みを設けることである。都市計画

など住民の生活に直結する分野について

は，まちづくり条例に基づく「まちづくり

協議会」などか各地で設けられ，活用され

ている（神戸市や東京都世田谷区などの先駆

的な事例のほか，90年代には豊中市や船橋

市，鎌倉市などにもこうした動きがみられ

る）。こうした住民参加の協議機関の活用に

よって，住民の参加意識を高めていく必要

がある。また，今回の都市計画法の改正で

は，市町村都市計画審議会が市町村の都市

計画の最終決定権限を持つことになった

が，会議内容の情報公開などを通じて，こ

の市町村都市計画審議会をより住民に開か

れたものとし，住民の意見が反映される場

として活用していくことが重要となろう。

　第二として，公共事業は，多数の地場建

設業者や建設業従業者を抱え，地域の主要

な産業の一つとなっているが，地方財政の

悪化で今後は公共事業を縮小せざるを得な

いとみられ，これによる地域経済への影響

をどのように食い止めていくかという点が

重要となる。公共事業に替わるものとして

（   公共事業分野

への民間的手法の導入）があり， で代替

させることによって， も含めた公共事

業の量を確保していくことも一つの方法で

ある。たとえば，前記の老人ホームやデイ

サービスセンターの建設等を の事業と

して，民間の資金や民間の介護業者を運営

業者として活用して行うことも考えられ

る。こうした事業を可能とするためには，

地方自治体が中心となって地場建設業者や

介護サービス業者などを組織化するなどの

リーダーシップを発揮していく必要があ

る。

　（注13）　国道の維持，修繕その他の管理について
は，重要度に応じて政令で区間を定めており，政
令で指定する区間（指定区間）の管理は建設大臣
が行い，指定区間外の国道の管理は都道府県知事
が行うこととしている。

　（注14）　一級河川の管理は建設大臣が行うが，道路
と同様に政令で区間を指定することができ（指定
区間），指定区間についてはその管理は都道府県
知事が行うことができる。なお，道路の場合の指
定区間の管理は建設大臣が行う（指定区間外は都
道府県知事）が，一級河川の場合の指定区間の管
理は都道府県知事が行う（指定区間外は建設大
臣）こととなる。

　（注15）　地方分権推進委員会『地方分権推進委員会
第５次勧告―分権型社会の創造―』（98年11月19
日）第１章Ⅰ－１,２頁。

　

　（3）　地域産業振興の重点化戦略

　地域経済の発展には，何といっても地域

の産業の振興が重要である。産業が発展し

ないと雇用の場が確保されないし，住民の

真に必要な事業を実施していくには，「住民

の意見を踏まえ，自らの判断に基づいて事
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所得も増えず生活水準の向上もない。生活

水準が向上しないと若者が流出して，高齢

化が進み過疎化が進行する。

　高度成長期の地方圏では，大都市圏への

人口移動が生じて過疎化が進行し，このた

め工場の地方分散化が図られ，重化学工業

を中心に全国主要拠点に臨海型コンビナー

トが建設された。80年代には，重厚長大産

業に代わって自動車などの高度の加工組立

産業や半導体などのハイテク産業が競争力

を持つようになり，83年のテクノポリス法

や頭脳立地法の成立，地方圏での高速道路

や空港などのインフラ整備の進展もあり，

中小規模の工業団地が造成され，先端技術

産業の工場立地が進められた。第３図のよ

うに，80年代には東北や北関東，九州地域

への工場立地が多く，これら地域の産業振

興に貢献した。

　90年代になると，バブル崩壊後の景気の

長期低迷や経済のグローバル化の進展もあ

り，工場立地件数が大きく落ち込むなど工

場立地をめぐる環境が変化してきた（同

図）。海外への生産移転や製品輸入の拡大に

よって，製造業を中心に地域の地場産業の

空洞化がみられ，郊外型大規模商業施設の

進出で駅前商店街などが衰退する事態も散

見された。こうしたなかで，事業所の開業

率が低下して廃業率との逆転現象が生じ，

事業所数が減少に転じた。また，97年秋か

ら98年にかけて金融システム不安定化によ

る金融機関の貸し渋りが生じ，地域の中小

企業に打撃を与えた。

　こうした状況のなかで，地域産業振興策

も大きく変化してきた。97年には，地場産

業の空洞化を防ぐため地域産業集積活性化

法が制定され，98年には，駅前商店街など

の再生のための中心市街地活性化法が成立

した。また，98年11月には新事業創出促進

法が成立し，ベンチャービジネスなど新事

業創出のための種々の支援措置が設けられ

た。このように，90年代には，既存の産業

集積を活性化することによる地域産業の振

興，新事業の創出や創業

支援などを中心とした

ものに変化してきた

が，こうした分野で主

導的役割を期待される

のは，都道府県や市町村

などの地方公共団体で

ある。地方分権の進展だ

けでなく，産業をめぐる

世界的競争構造の変化

が，地方公共団体の役割

を高めてきたものとい
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り，工場立地件数が大きく落ち込むなど工

場立地をめぐる環境が変化してきた（同

図）。海外への生産移転や製品輸入の拡大に

よって，製造業を中心に地域の地場産業の

空洞化がみられ，郊外型大規模商業施設の

進出で駅前商店街などが衰退する事態も散

見された。こうしたなかで，事業所の開業

率が低下して廃業率との逆転現象が生じ，

事業所数が減少に転じた。また，97年秋か

ら98年にかけて金融システム不安定化によ

る金融機関の貸し渋りが生じ，地域の中小

企業に打撃を与えた。

　こうした状況のなかで，地域産業振興策

も大きく変化してきた。97年には，地場産

業の空洞化を防ぐため地域産業集積活性化

法が制定され，98年には，駅前商店街など

の再生のための中心市街地活性化法が成立

した。また，98年11月には新事業創出促進

法が成立し，ベンチャービジネスなど新事

業創出のための種々の支援措置が設けられ

た。このように，90年代には，既存の産業

集積を活性化することによる地域産業の振

興，新事業の創出や創業

支援などを中心とした

ものに変化してきた

が，こうした分野で主

導的役割を期待される

のは，都道府県や市町村

などの地方公共団体で

ある。地方分権の進展だ

けでなく，産業をめぐる

世界的競争構造の変化

が，地方公共団体の役割

を高めてきたものとい
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えよう。

　地域産業振興策において地方自治体が果

たすべき役割は，これまでに述べてきた地

方分権推進の考え方に即していえば，国が

定めた全国標準的な施策を，地域の実情を

踏まえ，地域の特性に合致した形で具体的

に展開していくことにある。現在，都道府

県が中心となって各地域でさまざまな産業

振興策が進められている。中小企業の資金

支援策として各県の信用保証協会が行う信

用保証，ベンチャー企業に対するベン

チャーキャピタル制度，創業支援のための

インキュベーター施設の提供などである。

　こうした施策を実施するに際して留意す

べき点は，地域の特徴を踏まえた重点化（絞

り込み）戦略であろう。地域の資源，人材，

立地条件等からその地域に比較優位な産業

が必ずあるはずであり，そうした産業，分

野に上記のような諸施策を重点的に実施し

て，産業振興を図っていくのが効果的では

ないかと思われる。その際，対象となる産

業は製造業や商業だけにかぎらない。本章

（1）で述べた広島県御調町や山形県最上町

は，老人介護や福祉に地域の資源を重点化

した例である。農業や漁業を中心にしたも

のや，上記のような福祉事業を中心にした

産業振興もありうる
（注16）

。こうした重点産業と

してどのような産業を選択すべきかについ

ては，外部のシンクタンクへの委託調査の

利用なども一つの方法であろうし，地方公

共団体自体の調査や地域住民との十分な討

論等を通じ実施していくのがふさわしいと

思われる。また，これまでに述べてきたよ

うに，社会福祉分野では行政上の諸権限が

地方公共団体にかなり委譲されてきている

し，都市計画や農業分野でも土地利用規制

などの分権化が実現してきている。地方分

権の推進を地域の産業振興に活用する可能

性も広がってきている。いずれにしても地

方公共団体の手腕が問われるところであ

る。

　（注16）　こうした考えは，大分県の「一村一品運
動」などにも通じるものがあるが，これをさらに
産業レベルに引き直したものである。具体例とし
て，前記の御調町や最上町の事例以外に，たとえ
ば，地元に存在する民間研究機関や技術系大学
などをネットワーク化した神奈川県相模原市で
の「高度研究機能集積地区」構想，千葉県のかず
さアカデミアパークを中心としたバイオ研究な
どもこうした事例として考えてよいと思われ
る。

　

　

　

　

　地方分権を進めるにあたっての課題は，

主役となる地方公共団体や地域住民の意識

改革であるといわれる。地方公共団体，特

に，基礎的自治体である市町村では，長い

間の中央集権体制（国や都道府県の細部に

わたる関与）のもとで，自らの発案による

政策立案能力が乏しくなっているといわれ

ている。地方分権の成果を上げるには，中

核となる市町村が，地域の実情を十分認識

したうえで，住民の意見を集約して政策を

立案し，実行していく力量を持たなくては

ならない。また，自治体だけでなく，これ

を支え監視する地域住民の積極的な参加が

あってこそ地方分権が実のあるものとな
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権の推進を地域の産業振興に活用する可能

性も広がってきている。いずれにしても地

方公共団体の手腕が問われるところであ
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　（注16）　こうした考えは，大分県の「一村一品運
動」などにも通じるものがあるが，これをさらに
産業レベルに引き直したものである。具体例とし
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さアカデミアパークを中心としたバイオ研究な
どもこうした事例として考えてよいと思われ
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　地方分権を進めるにあたっての課題は，

主役となる地方公共団体や地域住民の意識

改革であるといわれる。地方公共団体，特

に，基礎的自治体である市町村では，長い

間の中央集権体制（国や都道府県の細部に

わたる関与）のもとで，自らの発案による

政策立案能力が乏しくなっているといわれ

ている。地方分権の成果を上げるには，中

核となる市町村が，地域の実情を十分認識

したうえで，住民の意見を集約して政策を

立案し，実行していく力量を持たなくては

ならない。また，自治体だけでなく，これ

を支え監視する地域住民の積極的な参加が

あってこそ地方分権が実のあるものとな
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る。

　市町村などの地方自治体の政策立案能力

を向上させ，地域住民の参加意識を高める

には，情報公開を積極的に行っていくこと

が必要である。政策がどういう形で形成さ

れ，どのように実施されて，どのような結

果になったかが公開されて，住民の参加意

識が高まってくる。こうした参加意識を

持った住民と対話し，討論を積み重ねるこ

とで自治体の職員も研鑚され，政策立案能

力が身についてくる。

　地方分権一括法は，2000年４月に施行さ

れるが，真の意味で地方分権の成果が出て

くるには時間がかかろう。行政にたずさわ

る国，都道府県，市町村の職員だけでなく，

地域住民の意識改革も必要であり，それに

は情報公開が最も効果的な手段であると思

われる。

　

　〈主な参考文献〉　
１．地方分権推進委員会『地方分権推進委員会第１次
勧告－分権型社会の創造』96年12月
２．地方分権推進委員会『地方分権推進委員会第２次
勧告－分権型社会の創造』97年7月
３．地方分権推進委員会『地方分権推進委員会第３次
勧告－分権型社会の創造』97年9月

４．地方分権推進委員会『地方分権推進委員会第４次
勧告－分権型社会の創造』97年10月

５．地方分権推進委員会『地方分権推進委員会第５次
勧告－分権型社会の創造』98年11月

６．湯浅利夫編『高齢社会と地方財政』（分権時代の地
方財政運営講座第３巻）ぎょうせい，95年

７．湯浅利夫編『地域振興の戦略的展開』（分権時代の
地方財政運営講座第２巻）ぎょうせい，95年

８．湯浅利夫編『地域経済と地方財政』（分権時代の地
方財政運営講座第４巻）ぎょうせい，95年

９．寺田宏洲編『地方分権と行財政改革』新評論，99
年

10．堀場勇夫『地方分権の経済分析』東洋経済新報
社，99年

11．新藤宗幸『地方分権』岩波書店，98年
12．日本地方財政学会編『地方分権と財政責任』剄草
書房，99年

13．兼子仁『新地方自治法』岩波書店，99年
14．厚生省編『厚生白書（平成８～11年版）』
15．横山和彦，田多英範編『日本社会保障の歴史』光
文社，91年

16．大守隆，田坂治，宇野裕，一瀬智弘『介護の経済
学』東洋経済新報社，98年

17．斉藤友之『分権型のまちづくり－環境・制度・手
法』日本加除出版，98年

18．北東公庫公民連携研究会『公民連携による新たな
地域創造』ぎょうせい，99年

19．井熊均『 ―公共投資の新手法』日刊工業新聞
社，98年

20．経済企画庁調査局編『地域経済レポート‘96～99』
21．島田晴雄編『産業創出の地域構想』東洋経済新報
社，99年

22．長谷川秀雄『地域産業政策』日本経済評論社，98
年
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所，99年
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19．井熊均『 ―公共投資の新手法』日刊工業新聞
社，98年

20．経済企画庁調査局編『地域経済レポート‘96～99』
21．島田晴雄編『産業創出の地域構想』東洋経済新報
社，99年
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１ 98年，国が財政構造改革法を早々と凍結し財政支出拡大を続ける中で，かつての富裕団

体といわれた大阪府，東京都，神奈川県，愛知県が相次いで財政危機宣言を行った。地方

自治体全体をみても，公共事業費削減に代表される歳出抑制の方向にあるのは確かであ

る。これには，実質的な国の指導下に入る「財政再建準用団体」への転落を恐れていると

いう背景がある。

　 

２．市町村財政よりも都道府県財政の方が，財政危機に陥りやすい。これは税収構造におい

て，都道府県の税目が市町村に比して景気変動を受けやすいという特徴があるからであ

る。一方で歳出構造をみると都道府県の方が義務的経費が多く，この矛盾が都道府県財政

をより不安定なものとさせている。このような中で，各都道府県では従来削減が難しいと

いわれていた人件費までも削減を企図している。但し，財政危機を宣言した４都府県の近

年の歳出状況をみると投資的経費の増大の方がより財政悪化に影響しているようである。

　

３．80年代以降，財政再建準用団体を経験した４町（赤池町，香春町，方城町，金田町）につい

て，同団体に指定されるまでの財政状況をみると，投資的経費の大きさとそれに伴う後年

度の公債費の急騰という共通点がみられた。これは，地域振興のために行った公共投資が

当該地域経済の発展には寄与せず，借金を累増させるだけに終わってしまった結果といえ

る。

　

４．以上を踏まえると，本当の地方財政の危機はこれからである。バブル崩壊以後急増した

公共投資の資金調達のため，多額の地方債が発行されたが，その元利償還費用は今後相当

の負担となって財政運営に影響する。さらに，比較的に財政状況が安定していた地方交付

税依存型の自治体にとっても，地方交付税制度自体に限界がみえてきた。目先のやりくり

に翻弄されず，抜本的な地方財政改革が急務であろう。

．

地方財政の抱えるリスク
――　財政再建準用団体等にみる財政悪化の背景
　　　から今後の地方財政運営の問題点を考察　――

〔要　　　旨〕
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おわりに

　

　

　

　わが国において国及び地方の財政悪化が

叫ばれて久しい。先進国中最悪の債務残高

を抱えるわが国においても，約２年前，通

貨統合を目指したマーストリヒトの財政緊

縮の基準と同様に，財政赤字３％（対

比）という制限を設けた財政構造改革法が

成立した（第１表）。

　しかし，一方で同時期わが国の景気悪化

は深刻であった。1997年４月からの消費税

率引上げ，特別減税の終了による国民負担

の増大に始まり，山一・拓銀の破綻でわが

国国民の消費マインドは急激に悪化し，景

気刺激策として財政支出拡大に対するプ

レッシャーは日増しに大きくなっていっ

た。このような中で財政構造改革法は98年

に早々と凍結された。その後，大型の緊急

経済対策が次々と打ち出され，同時に国債

発行も歯止めを失った。昨年のわが国国債

の格下げは規律を失ったわが国財政政策へ

の海外からの警鐘といえるものであったか

もしれない。

　他方で，地方自治体の行動は国の歳出拡

大傾向と対照的な様相をみせている。昨年

秋，国が財政支出を拡大させる中で，かつ
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第1表　財政構造改革法の概要

資料　財政構造改革法より農中総研作成
（注）　※ 在日沖縄米軍基地関係費。

条文 量的抑制目標

全
体
目
標

主
な
歳
出
別
量
的
目
標

４条１号

４条２号

社会保障
８条

公共投資
14条

文教
17条

防衛
20条

ODA
22条

農林
24条

2003年度までに国と地方の財政赤字
を対GDP比３％以下に抑制

2003年度までに赤字国債の発行をゼ
ロに

98年度は前年度比3000億円未満
99，2000年度は前年度比２％に抑制

98年度は前年度比７％減以下
99，2000年度は前年度比同額未満

国立学校特会への繰入金及び私立学
校への補助は前年比同額以下

SACO※関係経費以外は前年度比同
額以下

98年度は前年度比10％減以下
99，2000年度は前年度比同額未満

主要食糧関係費は前年度比同額以下



       

ての富裕団体といわれた，東京都，大阪府，

神奈川県，愛知県が相次いで財政非常事態

宣言を行った（第２表）。

　上記の４都府県は財政再建プランを策定

し，大幅な歳出削減を計画している。聖域

とされていた地方公務員の人件費が対象と

なっていることからもその逼迫状況は相当

厳しいことが理解できる。

　また，地方自治体全体をみても歳出削減

の流れは否定できない。特に普通建設事業
（注1）

の国からの補助が得られない地方単独事業

の落ち込みは大きい。94年度以降その決算

額が地方財政計画の額に達していない年度

が続いており，その差は年々大きくなって

きている（第１図）。足元では今年度の９月

補正までの達成率が16％減（前年同月比）

と，当初計画額の４分の１が未達成になる

という見方（10月27日付日経新聞）もされ，

全国の地方自治体財政の厳しい現状がうか

がえる。

　このように地方自治体が，国とは異なり

財政悪化を恐れるのは昭和30年に制定され

た地方財政再建促進特別措置法（以下「再建

法」という）による財政再建準用団体への転

落を危惧するからである。本稿では財政再

建準用団体とはどのようなものであるの

か，またこれを踏まえ今後の地方財政の抱

えるリスクについて，概観することとしたい。

　（注1）　普通建設事業費は，道路，橋りょう，学校，
庁舎等公共用又は公用施設の新増設等の建設事
業に要する投資的経費。普通建設事業及び災害復
旧事業費，失業対策事業費と合わせて投資的経費
と呼ばれている。

　

　

　

　（1）　財政再建準用団体とは

　一定基準の赤字を出した地方自治体は，

地方債の発行ができなくなる。この基準は

赤字比率（実質収支
（注2）

の赤字額／標準財政規

模）
（注3）

と呼ばれ，都道府県が５％，市町村は

20％で起債が制限される。しかし，地方債

の発行ができないというのは，地方自治体

の財政運営において現実的に難しいことで

あり，財政再建計画を策定し，国の指導下

におかれながら財政再建を行うことにな

る。この自治体を財政再建団体といい，議

会で議決後，自治大臣の承認をうけて同団

体に指定される。この場合，再建計画にか

かわる起債制限は解除され，一時借入金の

ての富裕団体といわれた，東京都，大阪府，

神奈川県，愛知県が相次いで財政非常事態

宣言を行った（第２表）。

　上記の４都府県は財政再建プランを策定

し，大幅な歳出削減を計画している。聖域

とされていた地方公務員の人件費が対象と

なっていることからもその逼迫状況は相当

厳しいことが理解できる。

　また，地方自治体全体をみても歳出削減

の流れは否定できない。特に普通建設事業
（注1）

の国からの補助が得られない地方単独事業

の落ち込みは大きい。94年度以降その決算

額が地方財政計画の額に達していない年度

が続いており，その差は年々大きくなって

きている（第１図）。足元では今年度の９月

補正までの達成率が16％減（前年同月比）

と，当初計画額の４分の１が未達成になる

という見方（10月27日付日経新聞）もされ，

全国の地方自治体財政の厳しい現状がうか

がえる。

　このように地方自治体が，国とは異なり

財政悪化を恐れるのは昭和30年に制定され

た地方財政再建促進特別措置法（以下「再建

法」という）による財政再建準用団体への転

落を危惧するからである。本稿では財政再

建準用団体とはどのようなものであるの

か，またこれを踏まえ今後の地方財政の抱

えるリスクについて，概観することとしたい。

　（注1）　普通建設事業費は，道路，橋りょう，学校，
庁舎等公共用又は公用施設の新増設等の建設事
業に要する投資的経費。普通建設事業及び災害復
旧事業費，失業対策事業費と合わせて投資的経費
と呼ばれている。

　

　

　

　（1）　財政再建準用団体とは

　一定基準の赤字を出した地方自治体は，

地方債の発行ができなくなる。この基準は

赤字比率（実質収支
（注2）

の赤字額／標準財政規

模）
（注3）

と呼ばれ，都道府県が５％，市町村は

20％で起債が制限される。しかし，地方債

の発行ができないというのは，地方自治体

の財政運営において現実的に難しいことで

あり，財政再建計画を策定し，国の指導下

におかれながら財政再建を行うことにな

る。この自治体を財政再建団体といい，議

会で議決後，自治大臣の承認をうけて同団

体に指定される。この場合，再建計画にか

かわる起債制限は解除され，一時借入金の
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１．財政再建準用団体

第2表　4都府県の財政危機宣言

財政危機宣言 自主的再建期間

東 京 都

神奈川県

愛 知 県

大 阪 府

98年10月

98年９月

98年11月

98年９月

平成12年度から４年間

平成12年度から５年間

－

平成11年度から３年間
（緊急対策期間）

資料　新聞報道等から農中総研作成

第1図　地方単独事業費の推移（純計）�

資料　自治省『地方財政白書』各年度版�

979695949392911990年度�

（兆円）�
22

20

18

16

14

12

10

地方財政計画�

決算�



       

政府資金による斡旋等の特典を受けること

ができる。再建法は昭和29年度末に赤字団

体となった自治体を対象とした規定であ

り，これ以降同法を準用して財政再建を行

う自治体は「財政再建準用団体」と呼ばれ

ている。

　財政再建準用団体となると，それまで自

治体独自で行ってきたサービス等は実施で

きなくなるような歳出削減策，各種利用料

の値上げなど住民負担の増大も強いる歳入

増加策などを盛り込んだ再建計画の下，地

方の自主性は制限された中で赤字削減に取

り組むことになる。

　（注2）　実質収支とは，歳入歳出差引額から翌年度
へ繰り越すべき財源を控除した決算額。

　（注3）　標準財政規模とは，以下の式で求められる
財政規模であり，その他の用語との関係は参考図
のようになる。

　　　標準財政規模＝

　　　前年度の標準税収額＋前年度の普通地方交付税額

　

　（2）　過去における財政再建準用団体

　過去，財政再建準用団体に陥ったことの

ある地方自治体の中で，戦後第２次地方財

政危機といわれた1975年度以降の自治体を

取り出すと，第３表のようになる。福岡県

内の自治体が多く，80年以降財政再建準用

団体に陥った４町はすべて田川郡という同

じ地域にある自治体である。

　これらの町は主要産業が炭坑であり，エ

ネルギーが石炭から石油にシフトする過程

で炭坑業がすたれ，過疎化が進んだ。これ

に対して自治体は多くの公共投資を行って

産業誘致等を試みたがうまく行かず，結局

債務のみが累積していった状況であったと

報告されている。

　現在再建法が適用されている地方自治体

は赤池町のみであり，財政悪化が激しい今

日，多数の自治体関係者がその現状視察に

くるとのことである。

　

　（3）　起債制限比率と赤字比率

　地方債が発行できなくなる基準は赤字比

率だけではなく，起債制限比率という基準

（運用上の制限）も存在する。この起債制限

政府資金による斡旋等の特典を受けること

ができる。再建法は昭和29年度末に赤字団

体となった自治体を対象とした規定であ

り，これ以降同法を準用して財政再建を行

う自治体は「財政再建準用団体」と呼ばれ

ている。

　財政再建準用団体となると，それまで自

治体独自で行ってきたサービス等は実施で

きなくなるような歳出削減策，各種利用料

の値上げなど住民負担の増大も強いる歳入

増加策などを盛り込んだ再建計画の下，地

方の自主性は制限された中で赤字削減に取

り組むことになる。

　（注2）　実質収支とは，歳入歳出差引額から翌年度
へ繰り越すべき財源を控除した決算額。

　（注3）　標準財政規模とは，以下の式で求められる
財政規模であり，その他の用語との関係は参考図
のようになる。

　　　標準財政規模＝

　　　前年度の標準税収額＋前年度の普通地方交付税額

　

　（2）　過去における財政再建準用団体

　過去，財政再建準用団体に陥ったことの

ある地方自治体の中で，戦後第２次地方財

政危機といわれた1975年度以降の自治体を

取り出すと，第３表のようになる。福岡県

内の自治体が多く，80年以降財政再建準用

団体に陥った４町はすべて田川郡という同

じ地域にある自治体である。

　これらの町は主要産業が炭坑であり，エ

ネルギーが石炭から石油にシフトする過程

で炭坑業がすたれ，過疎化が進んだ。これ

に対して自治体は多くの公共投資を行って

産業誘致等を試みたがうまく行かず，結局

債務のみが累積していった状況であったと

報告されている。

　現在再建法が適用されている地方自治体

は赤池町のみであり，財政悪化が激しい今

日，多数の自治体関係者がその現状視察に

くるとのことである。

　

　（3）　起債制限比率と赤字比率

　地方債が発行できなくなる基準は赤字比

率だけではなく，起債制限比率という基準

（運用上の制限）も存在する。この起債制限
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第3表　1975年度以降の財政再建準用団体

自治体名 再建期間（年）

大 分 県
山 形 県
新 潟 県
三 重 県
三 重 県
和歌山県
山 口 県
愛 媛 県
和歌山県
福 岡 県
福 岡 県
福 岡 県

福 岡 県
福 岡 県
福 岡 県
福 岡 県

竹田市
米沢市
中条市
上野市
紀伊長島町
高野口町
下松市
小田町
広川町
行橋市
豊前市
犀川町

金田町
方城町
香春町
赤池町

75～78
76～83
76～79
77～82
78～84（82）
77～82
76～83（82）
78～87（80）
79～89
76～79
75～79（78）
76～84（82）

81～90（87）
82～93（91）
85～93（91）
91～2002

出典　日本格付け投資情報センター『地方債格付け』

〈参考図〉　各地方財政用語の関係�
　　　　（市町村ケース）�

資料　『財政分析に強くなる』から抜粋�
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基準財政�
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（25％）�

（75％）�

（普通）�

（特別）�



       

比率が20％を超えると一般単独事業債及び

厚生福祉施設整備事業債にかかわる地方債

の発行が許可されない。さらに30％を超え

ると一般事業債が許可されなくなる。起債

制限比率は以下の式で求められる。

　

　

　

　

　

　

　

　

　起債制限比率が15％（平成11年度より14％

に変更）を超えた時点で，５年以内に13％以

下に引き下げる「公債費負担適正化計画」

を自主的に提出し，財政再建を行うことに

なる。この計画を提出すると，既発債の償

還利子の一部について特別交付税による財

政支援が行われる等の特典が受けられる。

但し，この活用は市町村のみが対象とされ

ている。

　しかし，この起債制限比率の基準により

起債が制限される可能性は，前述の赤字比

率によるよりも小さい。これは，国の誘導

で行った公共投資に関しては，その公債費

負担は起債制限比率に影響を与えないから

である。

　起債制限比率の算出式をみると，事業費

補正という言葉が出てくる。この事業費補

正とは，公共事業が一定時期に集中的に行

われその事業費の地方負担額が多額に上る

場合を考慮し，普通交付税の基準財政需要

額に割増算入されるものである（『地方財政

小辞典』による）。

　ちなみに90年以降の公債費比率（事業費

補正の考慮無し）と起債制限比率をみたもの

が第２図である。都道府県及び市町村とも

両指標の開きが近年大きくなっている。こ

れは，逆にいえば，国誘導の公共投資を多

大に行ってきたということであろう。

　以上のように，起債制限比率は，実際の

自治体の財政状況を的確にあらわしている

とは言い難く，相当抑制されたものになっ

ている。公共投資を多大に行っても，事業

費補正のある公共投資中心に行えば，この

指標が20％あるいは30％という高レベルに

上昇することは避けることができ，この指

標によって起債制限をうける可能性は小さ

いといえる。

　

　

　

　（1）　危機に陥りやすい都道府県の財政

　　　　構造

　昨今の状況下では，都道府県の方が自主

的な財政再建に積極的である。これは起債

比率が20％を超えると一般単独事業債及び

厚生福祉施設整備事業債にかかわる地方債

の発行が許可されない。さらに30％を超え

ると一般事業債が許可されなくなる。起債

制限比率は以下の式で求められる。

　

　

　

　

　

　

　

　

　起債制限比率が15％（平成11年度より14％

に変更）を超えた時点で，５年以内に13％以

下に引き下げる「公債費負担適正化計画」

を自主的に提出し，財政再建を行うことに

なる。この計画を提出すると，既発債の償

還利子の一部について特別交付税による財

政支援が行われる等の特典が受けられる。

但し，この活用は市町村のみが対象とされ

ている。

　しかし，この起債制限比率の基準により

起債が制限される可能性は，前述の赤字比

率によるよりも小さい。これは，国の誘導

で行った公共投資に関しては，その公債費

負担は起債制限比率に影響を与えないから

である。

　起債制限比率の算出式をみると，事業費

補正という言葉が出てくる。この事業費補

正とは，公共事業が一定時期に集中的に行

われその事業費の地方負担額が多額に上る

場合を考慮し，普通交付税の基準財政需要

額に割増算入されるものである（『地方財政

小辞典』による）。

　ちなみに90年以降の公債費比率（事業費

補正の考慮無し）と起債制限比率をみたもの

が第２図である。都道府県及び市町村とも

両指標の開きが近年大きくなっている。こ

れは，逆にいえば，国誘導の公共投資を多

大に行ってきたということであろう。

　以上のように，起債制限比率は，実際の

自治体の財政状況を的確にあらわしている

とは言い難く，相当抑制されたものになっ

ている。公共投資を多大に行っても，事業

費補正のある公共投資中心に行えば，この

指標が20％あるいは30％という高レベルに

上昇することは避けることができ，この指

標によって起債制限をうける可能性は小さ

いといえる。

　

　

　

　（1）　危機に陥りやすい都道府県の財政

　　　　構造

　昨今の状況下では，都道府県の方が自主

的な財政再建に積極的である。これは起債
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２．財政危機の背景

起債制限比率＝

{Ａ－（Ｂ＋Ｃ＋Ｅ）}／{Ｄ－（Ｂ＋Ｃ）}

Ａ：当該年の普通会計債の元利償還費

Ｂ：Ａに充てられた特定財源

Ｃ：災害復旧費等として基準財政需要額に

算入された額

Ｄ：当該年度の標準財政規模

Ｅ：事業費補正

資料  四訂『地方財政小辞典』から抜粋

第2図　公債費比率と起債制限比率の推移�
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資料　第1図に同じ�
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起債制限比率�

起債制限比率�

（市町村）�（都道府県）�



       

が制限される基準である赤字比率が5％と

市町村（20％）よりも厳しいという事情があ

る。

　この基準の違いは，都道府県の歳出に占

める義務的経費が非常に大きいことに起因

している。

　歳出に占める義務的経費の状況をみる

と，確かに過去一貫して都道府県が市町村

に比して高い状況であった。但し，90年代

に入り，一時景気対策に対応して都道府県

においても投資的経費の割合の急激な上昇

が起こった（第３図）。

　97年度決算における義務的経費の構成を

みると第４図のようになる。都道府県にお

いて，人件費の占める割合が市町村を大き

く上回っている。これは都道府県において

義務教育諸学

校教員の人件

費を負担して

いるためであ

り，都道府県

の方が起債制

限の基準にお

いて厳しくさ

れている一因

でもある。

　しかし一方

で，歳入にお

ける税収をみ

ると（第５図）,

市町村税収の

方が都道府県

税収よりも安

定的である。

これは固定資

産税など景気

変動を受け難

い税目から構

成されている

ためである。

　

が制限される基準である赤字比率が5％と

市町村（20％）よりも厳しいという事情があ

る。

　この基準の違いは，都道府県の歳出に占

める義務的経費が非常に大きいことに起因

している。

　歳出に占める義務的経費の状況をみる

と，確かに過去一貫して都道府県が市町村

に比して高い状況であった。但し，90年代

に入り，一時景気対策に対応して都道府県

においても投資的経費の割合の急激な上昇

が起こった（第３図）。

　97年度決算における義務的経費の構成を

みると第４図のようになる。都道府県にお

いて，人件費の占める割合が市町村を大き

く上回っている。これは都道府県において

義務教育諸学

校教員の人件

費を負担して

いるためであ

り，都道府県

の方が起債制

限の基準にお

いて厳しくさ

れている一因

でもある。

　しかし一方

で，歳入にお

ける税収をみ

ると（第５図）,

市町村税収の

方が都道府県

税収よりも安

定的である。

これは固定資

産税など景気

変動を受け難

い税目から構

成されている

ためである。
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第3図　都道府県及び市町村の歳出に�
占める経費の割合　 
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第4図　歳出に占める各経費の割合�
（97年度決算）�
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第5図　都道府県と市町村の地方税（97年度決算）�
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資料　第4図に同じ�



       

　（2）　かつての富裕団体（４都府県）

　　　　にみる財政危機の背景

　前項でみたように都道府県の方が

義務的経費の負担が大きいにもかか

わらず，地方税収において景気変動の

影響を受けやすい。このような中で，

都道府県の中でもその歳入において

地方税収入が大きい上位４自治体が

現在財政危機を迎えている（第６

図）。

　４自治体の歳入をみると，バブル崩

壊以降地方税収入が80年代前半のレ

ベルにまで低下している。景気後退に

よる減収に加え景気対策としての減

税による減収も影響していると考え

られる。一方で，地方債による収入が

かつて無いレベルにまで増大してい

ることが見て取れる（第７図歳入）。

　（2）　かつての富裕団体（４都府県）

　　　　にみる財政危機の背景

　前項でみたように都道府県の方が

義務的経費の負担が大きいにもかか

わらず，地方税収において景気変動の

影響を受けやすい。このような中で，

都道府県の中でもその歳入において

地方税収入が大きい上位４自治体が

現在財政危機を迎えている（第６

図）。

　４自治体の歳入をみると，バブル崩

壊以降地方税収入が80年代前半のレ

ベルにまで低下している。景気後退に

よる減収に加え景気対策としての減

税による減収も影響していると考え

られる。一方で，地方債による収入が

かつて無いレベルにまで増大してい

ることが見て取れる（第７図歳入）。
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第6図　地方税収が歳入に占める割合�
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資料　自治省『都道府県決算状況調』各年度版�

第7図　4都府県の歳入・歳出内訳（対GPP比）�
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　次に歳出面をみてみると，投資的経費が

大きく増えていることがわかる。各自治体

が歳出削減の再建プログラムの中で，こ

ぞって人件費の抑制を打ち出しているが，

人件費が財政悪化の主要因とは言い難い。

歳出に占める人件費が大きいことは間違い

無いが，歳出が近年増大した主原因は投資

的経費の影響といえよう。

　ただし，懸念すべきは物件費が伸びてい

ることである。ここでは委託費（民間企業へ

の出費）が大幅にウェイトを大きくしてい

ることから，サービスを民間に委託するこ

とで人件費が物件費に代わっただけという

指摘もある（第７図歳出）。

　

　（3）　財政再建準用団体にみる財政危機

　　　　の背景

　ここでは80年代以降再建準用団体に陥っ

た四つの町財政から，その共通要因を検討

する。町内総生産にあたるデータは無いた

め，歳出入に占める各項目の割合を70年度

以降市町村計のケースと比較した。

　歳入面では，４町とも同様に，地方税の

シェアが低く，地方債及び地方交付税の

ウェイトが高いという共通点が認められた

が，各項目とも急激な変動等は見て取れな

かった（第４表）。

　一方で歳出には４町の共通する財政悪化

の要因が現れていた。投資的経費のウェイ

トの大きさとそれに伴う後年度の公債費の

急激な伸びである。特に赤池町の場合に顕

著なように，投資的経費と公債費が対照的

な線を描いている。ここでは公共投資のた

めに起債した地方債の償還費用が約10年後

に公債費の増大となって現れたことを示し

ている（第８図）。

　さらに，繰出金
（注4）
及び積立金が市町村計に

比して非常に低いことが読み取れる。繰出

金が少ないというのは他会計とのやりくり

が懸念される。また，積立金の計上を抑制

する等は後年度に負担を先送りするだけで

ある（第９図）。

　現在唯一財政再建準用団体に指定されて

いる赤池町の場合，病院と土地開発公社の

負債が大きな負担となったことが知られて

いる。公営事業及び地方公社（土地開発公社

など）へ拠出しなければならない資金を先

送りするなどをして，普通会計の歳出入を

やりくりしていた可能性も考えられうる。

　（注4）　繰出金とは，一般会計から特別会計等に支
出される経費。例えば，公営事業会計等に対し，
建設費，事務費などの補助として支出される。
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とで人件費が物件費に代わっただけという

指摘もある（第７図歳出）。
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た四つの町財政から，その共通要因を検討

する。町内総生産にあたるデータは無いた

め，歳出入に占める各項目の割合を70年度

以降市町村計のケースと比較した。

　歳入面では，４町とも同様に，地方税の

シェアが低く，地方債及び地方交付税の

ウェイトが高いという共通点が認められた

が，各項目とも急激な変動等は見て取れな

かった（第４表）。

　一方で歳出には４町の共通する財政悪化

の要因が現れていた。投資的経費のウェイ

トの大きさとそれに伴う後年度の公債費の

急激な伸びである。特に赤池町の場合に顕

著なように，投資的経費と公債費が対照的

な線を描いている。ここでは公共投資のた

めに起債した地方債の償還費用が約10年後

に公債費の増大となって現れたことを示し

ている（第８図）。

　さらに，繰出金
（注4）
及び積立金が市町村計に

比して非常に低いことが読み取れる。繰出

金が少ないというのは他会計とのやりくり

が懸念される。また，積立金の計上を抑制

する等は後年度に負担を先送りするだけで

ある（第９図）。

　現在唯一財政再建準用団体に指定されて

いる赤池町の場合，病院と土地開発公社の

負債が大きな負担となったことが知られて

いる。公営事業及び地方公社（土地開発公社

など）へ拠出しなければならない資金を先

送りするなどをして，普通会計の歳出入を

やりくりしていた可能性も考えられうる。

　（注4）　繰出金とは，一般会計から特別会計等に支
出される経費。例えば，公営事業会計等に対し，
建設費，事務費などの補助として支出される。
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第4表　4　町の歳入内訳
（単位　％）

香春町 赤池町

地方税

地方交付税

地方債

（市町村）

16.3

24.1

21.4

10.2

7.0

44.2

11.2

8.0

資料　自治省『市町村決算状況調』及び『地方財政白書』各
年度版

（注）　財政再建準用団体に陥る前の過去５年間の平均。
　　　資料的制約から金田町のみ過去４年間平均。

（市町村） 35.0 40.9

（市町村） 15.0 14.6

方城町 金田町

3.3

24.9

25.0

12.3

4.0

23.1

29.7

12.8

31.2 30.8

15.7 15.7



       

　

　

　

　１章及び２章において，地方自治体が恐

れる財政再建準用団体の概要，再建準用団

体を経験した自治体の財政事情をみてき

た。本章では以上を踏まえ，今後地方自治

体が抱える課題について検討したい。

　

　（1）　2001年以降の公債費増大のリスク

　前章でみてきたとおり，地方財政が破綻

する要因として，投資的経費増大に対応し

た後年度の公債費増大というのが大きなポ

イントと考えられる公債費は同じ義務的経

費でも，人件費（給与抑制や人員削減）など

と違って，将来において全く削減の余地は

ない経費である。地域振興のために行った

公共投資ならば，将来の税収が増大し，後

年度の公債費負担を軽減するはずなのだ

が，当該の地域経済に貢献の少ない公共投

資あるいは無駄な公共投資に終わってし

まった結果だともいえよう。

　バブル崩壊以降，度重なる経済対策を受

け，地方債の発行は増大した。これに伴う

民間引き受け分の地方債の償還ピークが21

世紀に入ると同時にやってくる。大量の借

換債の発行が予想されるもののその公債費

負担は相当の脅威となろう。

　

　

　

　１章及び２章において，地方自治体が恐

れる財政再建準用団体の概要，再建準用団

体を経験した自治体の財政事情をみてき

た。本章では以上を踏まえ，今後地方自治

体が抱える課題について検討したい。

　

　（1）　2001年以降の公債費増大のリスク

　前章でみてきたとおり，地方財政が破綻

する要因として，投資的経費増大に対応し

た後年度の公債費増大というのが大きなポ

イントと考えられる公債費は同じ義務的経

費でも，人件費（給与抑制や人員削減）など

と違って，将来において全く削減の余地は

ない経費である。地域振興のために行った

公共投資ならば，将来の税収が増大し，後

年度の公債費負担を軽減するはずなのだ

が，当該の地域経済に貢献の少ない公共投

資あるいは無駄な公共投資に終わってし

まった結果だともいえよう。

　バブル崩壊以降，度重なる経済対策を受

け，地方債の発行は増大した。これに伴う

民間引き受け分の地方債の償還ピークが21

世紀に入ると同時にやってくる。大量の借

換債の発行が予想されるもののその公債費

負担は相当の脅威となろう。
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　赤池町のケースをみても，歳出削減（投資

的経費の削減）に向かうが，時すでに遅く，

80年以降の公債費の高止まりによって，そ

の財政は急速に硬直化
（注5）
した。リスクを先送

りすることでしのいでいたが，ついには目

先の負担を転嫁していた先である地方公社

等の許容力を超えてしまい，より大きく

なって自治体本体に戻ってきたという姿が

想像できる。

　つまり，地方自治体の財政運営は，削減

しやすい公共投資を中心に歳出をスリム化

しようと努力している現在よりも，実際に

は地方債の元利償還費用の急騰が始まるこ

れからの方が厳しいといえる。

　特に４自治体に代表される財政力のある

自治体ほど地方債の資金調達において民間

からの調達ウェイトが大きい。これは，10

年満期一括方式の占める割合も大きいと考

えられ，積立金の多くを使い果たしてし

まっている自治体にとって，バブル崩壊以

降増大した地方債の償還が本格化する2001

年度以降，その公債費負担及び財政運営は

相当に厳しい状況となろう（第10図）。

　（注5）　経常経費が歳出の多くを占め，財政運営の
自由度がなくなること。

　

　（2）　交付税収入の安定性？

　足元の財政危機は自主財源が大半を占め

る富裕団体に起こっている。それでは，地

方交付税という依存財源の多い自治体に

とっては，財政危機は起こらないのであろ

うか。たしかに，国誘導の公共事業を中心

に行っていれば，交付税措置
（注6）
により後年度

の公債費負担は軽減されるため，交付税依

存型の自治体の方が，来る公債費の増大に

も適用力があるようにみえる。

　しかし，この地方交付税自身，現在制度

的限界を迎えている。地方交付税制度の制

度疲労は前述の公債費負担増大に加え，相

当のインパクトをもって地方財政に影響を

与えかねない。

　地方交付税の総額は，国からみれば国税

の一定割合で決まる額であるが，各地方自

治体からみれば，合理的な水準の行政サー

ビスを行うために自主財源では足りない額

となる。この二つの算出結果が一致する保

　赤池町のケースをみても，歳出削減（投資

的経費の削減）に向かうが，時すでに遅く，

80年以降の公債費の高止まりによって，そ

の財政は急速に硬直化
（注5）
した。リスクを先送

りすることでしのいでいたが，ついには目

先の負担を転嫁していた先である地方公社

等の許容力を超えてしまい，より大きく

なって自治体本体に戻ってきたという姿が

想像できる。

　つまり，地方自治体の財政運営は，削減

しやすい公共投資を中心に歳出をスリム化

しようと努力している現在よりも，実際に

は地方債の元利償還費用の急騰が始まるこ

れからの方が厳しいといえる。

　特に４自治体に代表される財政力のある

自治体ほど地方債の資金調達において民間

からの調達ウェイトが大きい。これは，10

年満期一括方式の占める割合も大きいと考

えられ，積立金の多くを使い果たしてし

まっている自治体にとって，バブル崩壊以

降増大した地方債の償還が本格化する2001

年度以降，その公債費負担及び財政運営は

相当に厳しい状況となろう（第10図）。

　（注5）　経常経費が歳出の多くを占め，財政運営の
自由度がなくなること。

　

　（2）　交付税収入の安定性？

　足元の財政危機は自主財源が大半を占め

る富裕団体に起こっている。それでは，地

方交付税という依存財源の多い自治体に

とっては，財政危機は起こらないのであろ

うか。たしかに，国誘導の公共事業を中心

に行っていれば，交付税措置
（注6）
により後年度

の公債費負担は軽減されるため，交付税依

存型の自治体の方が，来る公債費の増大に

も適用力があるようにみえる。

　しかし，この地方交付税自身，現在制度

的限界を迎えている。地方交付税制度の制

度疲労は前述の公債費負担増大に加え，相

当のインパクトをもって地方財政に影響を

与えかねない。

　地方交付税の総額は，国からみれば国税

の一定割合で決まる額であるが，各地方自

治体からみれば，合理的な水準の行政サー

ビスを行うために自主財源では足りない額

となる。この二つの算出結果が一致する保
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第10図　4都府県の地方債残高と積立金残高（対GPP比）�
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証はなく，今年度でも国の歳出（地方交付税

交付金）12.9兆円に対し，地方財政計画の歳

入（地方交付税）20.9兆円と８兆円以上の

ギャップを生じている。このギャップを埋

めてきたのは「交付税及び譲与税配付金特

別会計」（以下「交付税特会」という）である

が，交付税特会の借入状況は現在惨たんた

るものである。第11図は，交付税特会借入

の地方負担分のみみたものであるが，本年

においてその残高は，地方の１年分の交付

税収入額を超えるレベルになっている。こ

の借入は，将来の地方交付税の先取りであ

り，これをどのように返していくのかは非

常に疑問といわざるをえない。

　さらに，同特会の借入資金であった財投

資金についても，その改革の方向が示され

つつある。この度の財投改革の中で，この

交付税特会への貸し付け分に関しては明確

に触れられていないが，国と地方の負担分

を合わせて約30兆円にも上る同特会の借入

をいつまでも継続できる状況ではないこと

は明らかである。

　このような中で，現行の地方交付税制度

の持続は難しく，地方交付税におんぶして

きた地方自治体にも今後大きなリスクが待

ち受けているといえる。

　（注6）　地方交付税算出のための基準財政需要額に
算入できる。ちなみに地方からみた地方交付税
は，各自治体が等しく妥当な水準の行政サービス
を達成するために必要な額（基準財政需要額）か
ら通常徴収されうる税収の一定割合（基準財政収
入額）を引いた差額。

　

　（3）　資金調達への不安

　最後に，地方自治体にとっての財政危機

とは別に，今後新たな課題が生じてくる可

能性があることに触れておきたい。

　90年代の地方債の増大は民間金融機関の

引き受けによって，その資金調達が行われ

てきた。民間金融機関引き受けの場合，期

間10年の満期一括償還方式が多い。一括償

還の財政負担を考え，減債基金を年６％ず

つ（３年後以降）積み立てておくことになっ

ているが，昨今の財政悪化により，目先の

やりくりの中で積立金が底をついている自

治体が多い。このような中では，一括償還

に対する資金確保は難しいと思われる。地

方債もその公共施設の耐用年数を限度に借

換債の発行は可能ではあるが，地方債の商

品性の問題により，円滑な資金調達が可能

かは疑問である。

　上記の前兆として，昨今，都市銀行が地

方債残高を急激に減らしている（第12図）。

　以上のような状況には，地方債は国債と

比べ極端に流動性が低いことがその背景に

あると考えられる。現在この都市銀行の肩

代わりを指定金融機関となっている地方銀

証はなく，今年度でも国の歳出（地方交付税

交付金）12.9兆円に対し，地方財政計画の歳

入（地方交付税）20.9兆円と８兆円以上の

ギャップを生じている。このギャップを埋

めてきたのは「交付税及び譲与税配付金特

別会計」（以下「交付税特会」という）である

が，交付税特会の借入状況は現在惨たんた

るものである。第11図は，交付税特会借入

の地方負担分のみみたものであるが，本年

においてその残高は，地方の１年分の交付

税収入額を超えるレベルになっている。こ

の借入は，将来の地方交付税の先取りであ
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交付税特会への貸し付け分に関しては明確

に触れられていないが，国と地方の負担分

を合わせて約30兆円にも上る同特会の借入

をいつまでも継続できる状況ではないこと

は明らかである。

　このような中で，現行の地方交付税制度

の持続は難しく，地方交付税におんぶして

きた地方自治体にも今後大きなリスクが待

ち受けているといえる。

　（注6）　地方交付税算出のための基準財政需要額に
算入できる。ちなみに地方からみた地方交付税
は，各自治体が等しく妥当な水準の行政サービス
を達成するために必要な額（基準財政需要額）か
ら通常徴収されうる税収の一定割合（基準財政収
入額）を引いた差額。

　

　（3）　資金調達への不安

　最後に，地方自治体にとっての財政危機

とは別に，今後新たな課題が生じてくる可
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　90年代の地方債の増大は民間金融機関の

引き受けによって，その資金調達が行われ

てきた。民間金融機関引き受けの場合，期

間10年の満期一括償還方式が多い。一括償

還の財政負担を考え，減債基金を年６％ず

つ（３年後以降）積み立てておくことになっ

ているが，昨今の財政悪化により，目先の

やりくりの中で積立金が底をついている自

治体が多い。このような中では，一括償還

に対する資金確保は難しいと思われる。地

方債もその公共施設の耐用年数を限度に借

換債の発行は可能ではあるが，地方債の商

品性の問題により，円滑な資金調達が可能

かは疑問である。

　上記の前兆として，昨今，都市銀行が地

方債残高を急激に減らしている（第12図）。

　以上のような状況には，地方債は国債と

比べ極端に流動性が低いことがその背景に

あると考えられる。現在この都市銀行の肩

代わりを指定金融機関となっている地方銀
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行が行っている状況ではあるが，今後その

大きさによっては，地域金融機関の許容力

を超えるのではないかという不安が残る。

また地方銀行においては地方自治体との取

引の再考も伝えられており，投資家におい

ては地方債の銘柄選別が始まっているな

ど，地方債及び一時借入金のスムーズな調

達ができなければ，再建準用団体となるま

えに資金ショートが多発するリスクも考え

られる。

　

　

　

　以上みてきたとおり，本当の地方財政の

危機は21世紀に入ってから始まるのかもし

れない。バブル崩壊以後，急激な勢いで増

大した公共投資であるが，その地域経済の

発展に寄与していないものも多い。「時のア

セスメント
（注7）
」に代表されるように，公共投

資の再評価が多くの地域で行われているの

も，その反省からである。このような状況

では将来に借金だけを残した結果となる。

　積立金を先送りしたり，他会計とのやり

くりをするなどの目先の対応に翻弄される

ばかりであれば，今後公債費の急騰によ

り，財政再建準用団体転落の自治体が多発

する可能性も捨て切れない。この公債費の

増大に備え，歳出構造の根本的改善，スリ

ム化は急務であろう。

　さらに，地方自治体の歳入構造をみた

時，現行の富裕自治体の財政危機は，都道

府県財政における，硬直化しやすい歳出構

造と景気変動を受けやすい歳入構造との矛

盾も一因といえる。このため都道府県財政

において外形標準課税などの安定的税収を

もとめる声は高い。但し，右肩上がりの時

代に，収入に応じて歳出を拡大し続けた財

政運営のあり方にも反省を必要としよう。

一方で，市町村や財政基盤の弱い自治体の

安定的な財源であった地方交付税も，現状

のような乱発はすでに限界に達し，巨額な

特会の借入を考えた時，地方交付税収入の

不透明さは地方財政の大きな脅威となる。

交付税制度が破綻する前に，適切な税源移

譲等を考えなければならない。

　また，財政再建準用団体というリスクの

まえに，地方自治体は地方債引き受け手の

不在の資金ショートリスクを念頭に置かな

ければならないかもしれない。地方債の新

発が抑制されても，借換債は相当量に上る

と予想される。現在の金融情勢を考えると

そのまま従来の金融機関が引き受けてくれ

るとは考えにくく，資金調達という面から

もリスクが登場してこよう。
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　最近の地方債においても，静岡県債（Ｒ＆Ｉ

格付け プラス）が堅調な水準で取引さ

れ，従来の六大都市債である京都市（同

マイナス）は静岡県債を若干下回る気配で

あったとされている。今春地方債格付けが

行われたことで，投資家が自治体の財務内

容にも敏感になってきている状況であり，

より詳しい事業会計及び地方公社等まで含

めた財務内容の情報開示も強く求められて

いる。このように，今後地方自治体の財政

運営を厳しくチェックしてくるのは，再建

法よりも市場の目かもしれない。

　（注7）　97年に北海道で導入。長期停滞している公
共事業を再評価し，その評価に応じて事業変更や
中止等を判断する仕組み。

　

　〈参考文献〉　
・日本格付け投資情報センター『地方債格付け』， 99年
３月
・遠藤 晃『財政分析に強くなる』自治体研究社， 90
年８月
・ 神野直彦・分権・自治ジャーナリストの会編『自治
体倒産』日本評論社，99年４月
・ 初村尤而『図説 財政危機の読みかた』自治体研究
社 ， 99年８月

（丹羽由夏・たんばゆか）
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１ 都銀等の大型合併・提携によるメガバンクの誕生が大きな話題となっているが，その一
方で，地域の経済や金融の今後についても注目されている。地域金融機関としての農協の
ポジションを考えるにあたり，実態をよりよく把握するため，本稿では通常利用されるこ
との多い県別のデータではなく，市町村のデータと農協のデータの比較を行った。対象と
したのは，市町村区域と農協の区域が一致する747市町村／農協である。
　
２．地域における金融機関の店舗数（郵便局は含まない）のなかで，農協が占めるシェアの分
布状況をみてみると，農協のシェアが51％以上という市町村が335（44.8％）あり，そのう
ち102市町村では，農協店舗のシェアが100％であった。地帯別には，過疎地域で農協の店
舗シェアが高く，民間金融機関は農協しかないという地域が相当数あることが分かる。
　
３．地域の預貯金に占める農協貯金のシェアについては，26～30％の貯金シェアをもつ市町
村が121（16.2％）あるが，店舗シェアの分布状況と比べると，郵貯の残高が入るために農
協貯金のシェアは店舗シェアほどは高くない。地帯別には，特定市で農協貯金のシェアが
6.4％であるのに対し，過疎地域では29.9％であり，店舗シェアと同様，都市部ほど農協の
シェアが低く，農村部ほど農協のシェアが高い。
　
４．地域の預貯金残高に占める農協貯金のシェアと農協の店舗シェアの間にはかなり高い相
関関係がある。つまり，農協が店舗数で高いシェアを持つ地域ほど，貯金のシェアも高い。
また，一次産業に従事する人の割合が高い地域，住民の多くが農協の組合員である地域，
就業者に占める農協職員数の比率が高い地域では，預貯金残高に占める農協貯金のシェア
が高いという関係もみられた。こうした比率が高いのは過疎地域であり，農業が中心で住
民に農協組合員が多い地域では，農協貯金のシェアが高い。
　
５．店舗シェアと貯金シェアについて変動計数を算出すると，個別市町村／農協データの変
動計数は県別のデータの約２倍となり，個別市町村／農協のデータは相当大きくばらつい
ていることが分かる。日常，平均値を用いて議論をすることが多いが，個別農協ごとの差
が大きいという現実を考慮する必要性は高い。特に，過疎地域を中心に民間金融機関は農
協しかない，あるいは農協の店舗が過半を占める地域が相当数ある。こうした地域は，貯
金残高等でみれば全国に占めるシェアは小さいため，平均値の議論ではなかなか実態が分
からない。各地域において，農協が地域金融，ひいては地域経済においてどのような役割
を果たしているかは，このような状況をふまえた上で，貸出等も含めた事例研究を重ねる
とともに，地域の資金循環なども明らかにしていく必要があろう。 

．

地域金融機関としての農協のポジション
――　地域における農協の店舗・貯金シェア　――

〔要　　　旨〕
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おわりに

　

　

　

　都銀等の大型合併・提携によるメガバン

クの誕生が大きな話題となっているが，そ

の一方で，地域の経済や金融は今後どうな

るのかについても注目されている。農協に

関しても，「地域金融機関としての農協」と

いう表現をよく耳にするが，現実に，農協

は地域において，金融機関としてどのよう

な位置を占めているのだろうか。

　具体的に数字を挙げて説明しようとする

際には，都道府県別のデータが用いられる

ことが多い。データが制約されているとい

うことや，合併が進展しているとはいえ，

1999年３月末においても農協数は1,700以

上あり，計数の処理が難しいということ等

がその要因として考えられる。

　しかし，同一県のなかにも大都市もあれ

ば，人口の少ない地域も存在するのが現状

であり，やはり県全体の値ではなく，農協

の存立する地域との比較でデータをみない

限り，実態はつかみにくいものと思われる。

　そこで，本稿では，市町村データと農協

データとの比較を行うことにより，地域に

おける農協の金融機関としてのポジション

について，改めて検討してみたい。

　

　

　

　

　個別市町村データの分析に入る前に，従

来の県別データでは，農協の店舗や貯金残

高のシェアがどのようになっているのかみ

ておきたい。県別データ（1997年度末）で

は，金融機関の店舗数に占める農協のシェア
（注1）

は，最も高いのが富山の33.4％，低いのは

東京の4.4％であった。また，個人預貯金の

残高に対する農漁協のシェア
（注2）
は，最も高い

のが沖縄の19.5％，低いのは東京の2.7％で

あった（第１図）。 
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程度ばらついているのかを，変動計数を計

算することによりみてみた。農協の店舗

シェアの変動計数は25.9％，農漁協の貯金

シェアの変動計数は29.9％であった。変動

計数は値が大きいほど，ばらつきが大きい

ということを示す。他業態をみると，郵便

局の店舗シェアの変動計数は13.7％，信用

金庫は46.6％，個人預貯金残高に占める郵

貯シェアの変動計数は10.1％，信用金庫は

48.9％である。つまり，農協の店舗シェア，

貯金シェアのばらつきは，郵便局よりは大

きいが信用金庫よりは小さいということが

分かる。

　（注1）　国内銀（都銀，地銀，第二地銀，信託銀，長
信銀），信金，信組，農協，漁協，郵便局の店舗の
合計に対する農協店舗の割合。

　（注2）　国内銀，信金，信組，農漁協，労金，郵便局
の個人預貯金に対する農漁協の貯金の割合。

　

　

　

　（1）　市町村と農協管内の比較

　次に，個別市町村データと農協データと

の比較を行ってみたい。個別市町村のデー

タは，朝日新聞社発行の『民力  

1999』から得た。「民力」には，政令指定都

市内の区部のデータも含め，3,385区市町村

のデータが収められている。本稿では政令

指定都市のうち農協の管内が区部で確認で

きた東京23区を含めた3,255区市町村の区

域と，1997年時の農協の区域とを比較して

みた（第２図）。

程度ばらついているのかを，変動計数を計

算することによりみてみた。農協の店舗

シェアの変動計数は25.9％，農漁協の貯金

シェアの変動計数は29.9％であった。変動

計数は値が大きいほど，ばらつきが大きい

ということを示す。他業態をみると，郵便

局の店舗シェアの変動計数は13.7％，信用

金庫は46.6％，個人預貯金残高に占める郵

貯シェアの変動計数は10.1％，信用金庫は

48.9％である。つまり，農協の店舗シェア，

貯金シェアのばらつきは，郵便局よりは大

きいが信用金庫よりは小さいということが

分かる。

　（注1）　国内銀（都銀，地銀，第二地銀，信託銀，長
信銀），信金，信組，農協，漁協，郵便局の店舗の
合計に対する農協店舗の割合。

　（注2）　国内銀，信金，信組，農漁協，労金，郵便局
の個人預貯金に対する農漁協の貯金の割合。

　

　

　

　（1）　市町村と農協管内の比較

　次に，個別市町村データと農協データと

の比較を行ってみたい。個別市町村のデー

タは，朝日新聞社発行の『民力  

1999』から得た。「民力」には，政令指定都

市内の区部のデータも含め，3,385区市町村

のデータが収められている。本稿では政令

指定都市のうち農協の管内が区部で確認で

きた東京23区を含めた3,255区市町村の区

域と，1997年時の農協の区域とを比較して

みた（第２図）。

38　‐　860
農林金融1999・12

２．市町村と農協の比較

第1図　農協の店舗，貯金シェア（県別）�

資料　日銀『金融経済統計月報』, 貯蓄広報中央委員会『生活と貯蓄関連統計』�
(注)　 貯金シェアは漁協を含めた数値。 
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第2図　市町村からみた農協の立地状況�
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　その結果，最も多いのは複数の市町村が

1農協に含まれるというケース（図中の

〈 〉）であり1,803市町村（55.4％）と半数以

上の市町村をカバーする。次いで市町村と

農協区域が一致するケース（同〈 〉）が多

く，756市町村（23.2％）であった。一つの

市町村のなかに複数の農協が存在するケー

ス（同〈 〉）は147市町村（4.5％）あった。

そして，同一の市町村全域と他の市町村の

一部をカバーする複合的なケース（同〈 〉）

が501市町村（15.4％）あった。

　

　（2）　分析の対象

　本稿では，上記のうち市町村データと農

協データの比較が容易な，市町村区域と農

協の区域が一致するケース（第2図中の

〈 〉）について検討してみたい。分析の対

象としたのは，農協の管内が市町村区域と

一致する756地域であるが，一部96年データ

を利用したため農協の合併等でデータの整

合性がとれなくなったところは除いた。こ

れらの農協については，名称等で市町村が

一致していることを確認し，結果として747

市町村／農協を対象とすることとした。

　これらの農協と97年当時の全国の2,027

農協
（注3）
の構成比を地区別，地帯別に比較して

みると，市町村区域と管内が一致している

農協の構成比は，全農協よりも地区別には

やや北海道，北陸に多く偏っている（第１

表）。地帯別
（注4）
には，全農協に比べて，都市的

農村，中核都市の構成比がそれぞれ10.7ポ

イント，6.7ポイント低く，過疎地域が13.

7ポイント高い。管内が市町村区域と一致す

る農協は過疎地域に偏っていることに留意

して分析結果をみていきたい。

　（注3）　専門農協は含まない。
　（注4）　ここでいう地帯区分とは，農中総研が作成
した新地帯区分をさす。具体的な定義は，「特定
市」は特定市街化区域農地を有する市，「中核都
市」は特定市以外で，県庁所在地または人口が20
万人以上の市，「都市的農村」は特定市，中核都
市，過疎地域以外で人口が３万人以上20万人未満
の市町村，「農村」は特定市，中核都市，過疎地域
以外で，人口が３万人未満の市町村，「過疎地域」
は過疎地域活性化特別法の適用をうける市町村
である。詳細については，本誌1997年２月号「地
帯別にみた農協経営の実情」佐藤達夫を参照され
たい。

　

　

　

　

　まず，地域における金融機関の店舗数の

なかで，農協が占めるシェアがどの程度で

あるのかについてみてみよう。利用した市

町村別の金融機関店舗数のデータは，日本

金融名鑑をもとに，民力編集委員会が集計
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３．金融機関の店舗に　

　　占める農協のシェア

第1表　分析の対象となった農協の立地状況
（単位　組合，％）

資料　第２図に同じ

全農協 区域が市町村と
一致する農協

全　　国

地
　
　
区
　
　
別

地
　帯
　別

北海道
東北
北関東
南関東
東山
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州

特定市
中核都市
都市的農村
農村
過疎地域

実数

2,027

235
322
126
161
78
126
190
219
162
169
239

211
162
478
623
553

実数

747

119
109
55
70
22
72
42
87
42
46
83

74
10
96
261
306

割合 割合

100.0 100.0

11.6
15.9
6.2
7.9
3.8
6.2
9.4
10.8
8.0
8.3
11.8

15.9
14.6
7.4
9.4
2.9
9.6
5.6
11.6
5.6
6.2
11.1

10.4
8.0
23.6
30.7
27.3

9.9
1.3
12.9
34.9
41.0



       

したものであり，毎年３月31日現在の全国

銀行（都市銀行，地方銀行，第二地方銀行協会

加盟行，信託銀行，長期信用銀行），信用金

庫，信用組合の本支店及び出張所の数を合

計したものである。これに農協の店舗のう

ち信用事業を行う店舗（本所，支所，出張

所）を加え，民間金融機関店舗数に占める農

協店舗のシェアを計算した。郵便局の店舗

数は公表されていないため，このデータに

は含まれていない。過疎地域等では，郵貯

の存在感が大きいと思われることから，完

全なデータではないが，民間金融機関に占

める農協のシェアということでみておきた

い。

　

　（1）　民間金融機関の店舗の分布

　はじめに，農協も含めた民間金融機関の

店舗数（1997年）の分布をみてみると，３店

舗までという市町村が250と多く，本稿で検

討対象としている747市町村の33.5％を占

める（第３図）。

　地区別，地帯別の状況をみると，金融機

関の店舗数は，特に地帯によって非常に差

があることが分かる（第２表）。例えば，中

核都市に分類される市町村では1市町村平

均133.5店の金融機関店舗が存在するが，過

疎地域に分類される市町村には平均4.0店

しか存在しない。つまり，中核都市には過

疎地域の33.4倍の数の金融機関の店舗が存

在していることになる。農協の信用事業店

舗の場合は，中核都市では平均29.9店，過

疎地域では2.6店と，やはり店舗数に差はあ

るものの，中核都市の店舗数は過疎地域の

11.5倍であり，格差の度合いはやや小さ

い。

　地区別には，金融機関の店舗は近畿，東

海，南関東といった地区で平均20店を超え

ているが，北海道では3.9店と差がある。
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数は公表されていないため，このデータに

は含まれていない。過疎地域等では，郵貯

の存在感が大きいと思われることから，完

全なデータではないが，民間金融機関に占

める農協のシェアということでみておきた

い。

　

　（1）　民間金融機関の店舗の分布

　はじめに，農協も含めた民間金融機関の

店舗数（1997年）の分布をみてみると，３店

舗までという市町村が250と多く，本稿で検

討対象としている747市町村の33.5％を占

める（第３図）。

　地区別，地帯別の状況をみると，金融機

関の店舗数は，特に地帯によって非常に差

があることが分かる（第２表）。例えば，中

核都市に分類される市町村では1市町村平

均133.5店の金融機関店舗が存在するが，過

疎地域に分類される市町村には平均4.0店

しか存在しない。つまり，中核都市には過

疎地域の33.4倍の数の金融機関の店舗が存

在していることになる。農協の信用事業店

舗の場合は，中核都市では平均29.9店，過

疎地域では2.6店と，やはり店舗数に差はあ

るものの，中核都市の店舗数は過疎地域の

11.5倍であり，格差の度合いはやや小さ

い。

　地区別には，金融機関の店舗は近畿，東

海，南関東といった地区で平均20店を超え

ているが，北海道では3.9店と差がある。
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第3図　民間金融機関店舗数の分布�

資料　第2図に同じ�
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第2表　金融機関の店鋪数と農協店鋪のシェア
（単位　店，％）

資料　第２図に同じ
（注）　単純平均とは，各地域のシェアを合計して地域数

で割ったものであり，加重平均とは各地域の金融機
関店鋪数の合計に対する農協店鋪数の合計の割合で
ある。

１市町村平均 農協シェア

全　　国

地
　
　
区
　
　
別

地
　帯
　別

北海道
東北
北関東
南関東
東山
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州

特定市
中核都市
都市的農村
農村
過疎地域

金融機関
店　鋪　数

13.6

3.9
9.9
11.4
23.7
5.8
10.2
27.2
28.8
10.1
8.6
12.4

52.4
133.5
22.5
6.1
4.0

単純
平均

54.8

46.4
62.1
51.4
39.6
73.3
63.5
44.2
50.7
66.7
63.4
59.0

26.1
23.0
38.0
55.9
67.2

農　協
店鋪数

加重
平均

4.5 33.4

1.5
4.3
4.2
5.4
3.0
5.2
8.9
5.9
6.0
4.7
4.2

39.2
44.0
36.8
22.9
50.8
51.6
32.5
20.3
58.8
54.9
34.1

8.4
29.9
8.3
3.4
2.6

15.9
22.4
36.9
55.5
65.8



       

　（2）　農協店舗のシェア

　こうした金融機関の店舗の分布状況のな

かで，農協店舗はどの程度のシェアを占め

ているのであろうか。シェアの分布状況を

みてみると，農協店舗が全体の41～50％を

占める市町村は171あり，検討対象である

747市町村の22.9％を占める（第４図）。次い

で多いのはシェア31～40％で109市町村

（14．6％），次がシェア91～100％で104市町

村（13.9％）であった。

　農協の店舗シェアが91～100％という104

市町村のうち102市町村では，シェアが

100％，つまり民間金融機関店舗は農協のみ

である。また，農協のシェアが51％以上，

つまり民間金融機関の店舗の過半が農協の

店舗であるという市町村は，335市町村あり

対象市町村の44.8％を占める。

　地区別，地帯別の状況を，加重平均値で

みてみると，農協店舗のシェアは特に地帯

別で差が大きい（第２表参照）。特定市に分

類される市町村における農協店舗のシェア

は15.9％であるのに対して，過疎地域にお

いては65.8％を占める。都市部ほど農協の

シェアが低く，農村部ほど農協のシェアが

高いという様子がはっきりと現れている。

よく言われるとおり民間金融機関は農協し

かなく，それ以外には郵便局があるだけと

いう地域が，過疎地域を中心にかなり多い

ことが分かる。

　地区別には，近畿，南関東地区では農協

の店舗のシェアは20％台であるが，中国，

四国，北陸，東山地区では50％を超えてい

る。

　また，先に県別データの検討の際に計算

した変動計数を，個別市町村データについ

ても算出してみると46.8％であり，県別の

25.9％の２倍近い値である。これは，県別

でみるシェアのばらつきよりも，個別農協

でみるシェアのばらつきの方が相当大きい

ということを示している。

　

　

　

　

　次に，地域の預貯金残高に対する農協貯

金のシェアはどの程度であるのかについて

みてみたい。「民力」の市町村別預貯金残高

は，全国銀行預金残高と郵便貯金残高の合

計額
（注5）

である。これに農協の貯金残高を加え

たものに対する農協貯金のシェアを算出し

た。先の金融機関の店舗数と比べると，信

用金庫や信用組合の預貯金残高は含まれな

いが，郵貯の残高は含まれている。また個

人以外の預貯金残高も含まれていることに

留意されたい。

　（2）　農協店舗のシェア
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みてみると，農協店舗のシェアは特に地帯
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類される市町村における農協店舗のシェア

は15.9％であるのに対して，過疎地域にお

いては65.8％を占める。都市部ほど農協の

シェアが低く，農村部ほど農協のシェアが

高いという様子がはっきりと現れている。

よく言われるとおり民間金融機関は農協し

かなく，それ以外には郵便局があるだけと

いう地域が，過疎地域を中心にかなり多い

ことが分かる。

　地区別には，近畿，南関東地区では農協

の店舗のシェアは20％台であるが，中国，

四国，北陸，東山地区では50％を超えてい

る。

　また，先に県別データの検討の際に計算

した変動計数を，個別市町村データについ

ても算出してみると46.8％であり，県別の

25.9％の２倍近い値である。これは，県別

でみるシェアのばらつきよりも，個別農協

でみるシェアのばらつきの方が相当大きい

ということを示している。

　

　

　

　

　次に，地域の預貯金残高に対する農協貯

金のシェアはどの程度であるのかについて

みてみたい。「民力」の市町村別預貯金残高

は，全国銀行預金残高と郵便貯金残高の合

計額
（注5）

である。これに農協の貯金残高を加え

たものに対する農協貯金のシェアを算出し

た。先の金融機関の店舗数と比べると，信

用金庫や信用組合の預貯金残高は含まれな

いが，郵貯の残高は含まれている。また個

人以外の預貯金残高も含まれていることに

留意されたい。
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４．預貯金に占める　

　　農協貯金のシェア

第4図　農協店舗のシェア�
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　（注5）　国内銀行は店舗のある都市ごとに残高が公
表されており，店舗のない都市は残高がないこと
になる。郵便貯金は市郡別の残高が1982年３月31
日現在以降公表されておらず，郵便貯金の都市別
預入額の県内構成比を算出し，該当県の郵便貯金
残高を乗じたものに国内銀行の預金残高を合算
したものとなっている。町村分については公表資
料がないため，人口比をベースに推計されてい
る。 

　

　（1）　市町村平均の預貯金残高

　まず，１市町村平均の預貯金残高と農協

貯金残高をみると，預貯金残高は中核都市

で最も多く平均1兆9,580億円，過疎地域で

は271億円である（第３表）。つまり，中核都

市の預貯金残高は，過疎地域の実に72.3倍

である。農協貯金についても，やはり中核

都市の残高が1,257億円と最も多いのに対

し，過疎地域では81億円であるが，格差は

15.5倍であり，その他の金融機関も含めた

残高よりは格差は小さい。

　

　（2）　農協の貯金シェア

　次に，農協貯金のシェアの度数分布をみ

てみると，26～30％の貯金シェアを

もつ市町村が121あり，検討対象と

なった747市町村の16.2％を占めて

いる（第５図）。店舗数のシェアの分

布状況と比べると，郵便局の貯金残

高が入ったことが主な原因として

想定されるが，農協のシェアは店舗

数のシェアほどは高くない。

　加重平均値を利用して，地帯別の

状況をみてみると，特定市に分類さ

れる市町村では農協貯金のシェア

は4.9％であるのに対し，過疎地域

に分類される市町村では29.9％であり，か

なりの格差がある（第３表参照）。金融機関

の店舗におけるシェアと同様，都市部ほど

農協のシェアが低く，農村部ほど農協の

シェアが高いという様子がはっきりと現れ

ている。

　農協の貯金シェアについても変動計数を

算出すると56.1％となり，県別の29.9％の
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料がないため，人口比をベースに推計されてい
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貯金残高をみると，預貯金残高は中核都市

で最も多く平均1兆9,580億円，過疎地域で

は271億円である（第３表）。つまり，中核都

市の預貯金残高は，過疎地域の実に72.3倍

である。農協貯金についても，やはり中核

都市の残高が1,257億円と最も多いのに対

し，過疎地域では81億円であるが，格差は

15.5倍であり，その他の金融機関も含めた

残高よりは格差は小さい。

　

　（2）　農協の貯金シェア

　次に，農協貯金のシェアの度数分布をみ

てみると，26～30％の貯金シェアを

もつ市町村が121あり，検討対象と

なった747市町村の16.2％を占めて

いる（第５図）。店舗数のシェアの分

布状況と比べると，郵便局の貯金残

高が入ったことが主な原因として

想定されるが，農協のシェアは店舗

数のシェアほどは高くない。

　加重平均値を利用して，地帯別の

状況をみてみると，特定市に分類さ

れる市町村では農協貯金のシェア

は4.9％であるのに対し，過疎地域

に分類される市町村では29.9％であり，か

なりの格差がある（第３表参照）。金融機関

の店舗におけるシェアと同様，都市部ほど

農協のシェアが低く，農村部ほど農協の

シェアが高いという様子がはっきりと現れ

ている。

　農協の貯金シェアについても変動計数を

算出すると56.1％となり，県別の29.9％の
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第3表　預貯金残高と農協預金のシェア
（単位　億円，％）

資料　第２図に同じ

１市町村平均 農協シェア

全　　国

地
　
　
区
　
　
別

地
　帯
　別

北海道
東北
北関東
南関東
東山
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州

特定市
中核都市
都市的農村
農村
過疎地域

預貯金
残　高

2,301

325
933
1,748
4,748
627
929
3,707
8,185
904
922
1,455

13,814
19,580
2,758
586
271

単純
平均

24.8

32.9
23.3
18.7
14.8
31.8
27.4
26.7
22.5
28.3
23.2
24.2

11.5
7.4
15.8
25.1
31.1

農協預金
残 高

加重
平均

219 9.5

85
119
204
372
156
185
613
383
205
171
131

26.0
12.7
11.7
7.8
24.9
19.9
16.5
4.7
22.7
18.6
9.0

677
1,257
391
147
81

4.9
6.4
14.2
25.2
29.9

第5図　農協貯金のシェア�

資料　第2図に同じ�

140�

120�

100�

80�

60�

40�

20�

0

（77）�

（40）�

（83）�
（93）�（97）�

（121）�

（81）�

（59）�

（34）�

���
���
���
���
���
���
���
���
��� （27）�

���
���
���
���
���
���
���（14）�

���
���
���
���

（21）�

���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

���
���
���
���
���
���
���
���
���
���

～5％� 6～10 11～15 16～20 21～25 26～30 41～4536～4031～35 51～6046～50 61～100

〈シェア〉�

〈
　
組
　
合
　
数
　
〉�

（組合）�



       

２倍近い値である。貯金のシェアについて

も，店舗シェアと同様，県別でみるよりも

個別の農協のシェアは相当大きくばらつい

ている。

　

　

　

　

　ここで，金融機関店舗数に占める農協の

シェアと，預貯金残高に占める農協のシェ

アがどのような関係にあるのかをみてみた

い。

　先にも述べたように，金融機関店舗数は

郵便局を含まない民間金融機関店舗数であ

り，その一方で，預貯金残高には郵貯は入

るが，信金，信組は入らないため，厳密に

ベースをそろえて両数値の比較を行うこと

はできない。しかし，検討の対象となった

747市町村に関して，店舗シェアと貯金シェ

アの相関係数をとると0.513とな

り，正の相関関係がかなりあると

いう結果となった（後掲第４表参

照）。つまり，農協が店舗数で高い

シェアを持つ地域ほど，預貯金の

シェアも高いという関係がある

と考えられる。

　そこで，店舗数のシェアの高さ

ごとに，預貯金に占める農協貯金

のシェアがどのように異なるか

をみてみると，やはり店舗シェア

が高い地域における貯金シェア

の平均値の方が，店舗シェアが低

い地域よりも大きい（第６図）。農

協の店舗シェアが10％以下の市町村におけ

る農協の貯金シェアの平均値は3.9％であ

るのに対して，店舗シェアが91～100％とい

う市町村では貯金のシェアは35.0％と高

い。

　農協以外の金融機関の店舗が少なけれ

ば，貯金が農協に集まるという状況は，こ

のような例を出すまでもなく，当たり前と

いえば当たり前であり，ここではそうした

状況を数字で検証したに過ぎない。しか

し，ここで注目したいのは，先にも述べた

ように民間金融機関の店舗は農協が過半を

占める，あるいは農協しかないという地域

が非常に多いことである。検討の対象と

なった市町村が過疎地域に偏っていること

が影響しているとみられるが，非常に多く

の地域で農協が数少ない金融機関として大

きな存在感をもっている様子がうかがわれ

る。
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占める，あるいは農協しかないという地域

が非常に多いことである。検討の対象と
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５．店舗シェアと預貯金

　　シェアの関係　　　

第6図　店舗シェア別にみた預貯金シェア（単純平均値）�

資料　第2図に同じ�
(注)    店舗には郵便局の店舗を含まないが，預貯金残高には郵貯�
　　の残高を含む。�
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　農協の店舗シェアが高い地域で，農協貯

金のシェアが高いという傾向は，数値の上

でも確認されたが，それ以外にどのような

要因が貯金シェアと相関関係をもつのだろ

うか。限られたデータではあるが，いくつ

かの要因について検討を行ってみた。

　利用したデータは，地域の人口に占める

65歳以上人口の割合，就業者のうち一次産

業就業者の割合，地域住民に占める農協組

合員の比率，地域の就業者数に占める農協

職員数の割合である。これらのデータと農

協貯金のシェアとの相関係数を計算したも

のが第４表である。これによれば，農協貯

金のシェアと一次産業就業者比率，地域住

民に占める農協組合員比率の間にはかなり

の相関関係があり，地域の就業者数に占め

る農協職員数の割合との間には強い相関関

係があるという結果になった。つまり，一

次産業に従事する人の割合が高い地域，住

民の多くが農協の組合員である地域，就業

者に占める農協職員数の比率が高い地域で

　

　

　

　

　農協の店舗シェアが高い地域で，農協貯

金のシェアが高いという傾向は，数値の上

でも確認されたが，それ以外にどのような

要因が貯金シェアと相関関係をもつのだろ
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次産業に従事する人の割合が高い地域，住

民の多くが農協の組合員である地域，就業

者に占める農協職員数の比率が高い地域で
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６．農協貯金シェアと

　　他データとの関係

第5表　地区別・地帯別にみた人口等の動向
(単純平均値)

（単位　％）

資料　第２図に同じ

人口に占
める65歳
以上の比
率

地域住民
に占める
農協組合
員比率

全　　国

地
　
　
区
　
　
別

地
　帯
　別

北海道
東北
北関東
南関東
東山
北陸
東海
近畿
中国
四国
九州

特定市
中核都市
都市的農村
農村
過疎地域

21.3

22.5
22.4
19.3
14.5
24.7
23.4
15.6
20.0
26.0
26.1
21.9

12.4
15.3
16.2
19.9
26.5

16.7

13.5
16.7
13.5
11.9
22.0
19.7
11.2
15.7
26.8
24.7
17.6

6.8
5.3
9.8
16.6
21.7

18.1 1.4

27.9
23.8
14.6
7.8
25.5
13.4
9.4
10.8
17.0
18.7
22.3

2.2
1.4
0.9
0.7
1.7
1.4
0.9
0.9
1.5
1.2
1.6

2.5
4.3
7.5
17.1
26.6

0.4
0.3
0.6
1.2
2.0

一次産業
就業者比
率

地域の就
業者数に
占める農
協職員数
の割合

第4表　各データの相関関係

人口に占め
る65歳以上
の比率

一次産業就
業者比率

地域住民に
占める農協
組合員比率

地域の就業
者数に占め
る農協職員
数の割合

預貯金残高
に占める農
協 貯 金 の
シェア

人口に占める65歳以上
の比率（97年度末）

一次産業就業者比率（95年）

地域住民に占める農協
組合員比率（97年）

地域の就業者数に占め
る農協職員数の割合（注）

預貯金残高に占める農
協貯金のシェア（97年）

金融機関店鋪に占める
農協のシェア（97年）

1

0.525

0.521

0.406

0.372

0.556

1

0.316

0.568

0.547

0.434

1

0.666

0.538

0.515

1

0.732

0.442

1

0.513

資料　第２図に同じ
（注）　1.色網掛けはかなり正の相関関係があるもの，濃い色網掛けは強い正の相関関係があるもの

を示す。
　　　2.農協職員数は96年，就業者数は95年のデータである。



       

は，預貯金残高に占める農協貯金のシェア

が高いという関係がみられるということで

ある。

　第５表にみるように，これらの比率が高

いのは過疎地域であり，農業が中心で住民

に農協組合員が多い地域ではやはり農協貯

金のシェアが高いという様子が分かる。

　

　

　

　以上のことから，店舗や貯金のシェア

は，県別でみるよりも個別の農協ごとにみ

る方が相当ばらつきが大きいことが分かっ

た。日常，平均値を用いて議論をすること

が多いが，個別農協ごとの差が大きいとい

う現実を考慮する必要性は高い。

　特に，今回の検討の対象となった農協の

立地が過疎地域に偏っていることが影響し

たと考えられるが，過疎地域を中心に民間

金融機関は農協しかない，あるいは農協が

中心である地域が相当数ある。そのような

地域ではやはり農協貯金のシェアが相対的

に高いが，こうした地域は，貯金残高等で

みれば全国に占めるシェアは小さいため，

平均値の議論では，実態が分かりにくい。

　各地域において，農協が地域金融，ひい

ては地域経済においてどのような役割を果

たしているかは，このような状況をふまえ

た上で，貸出等も含めた事例研究を重ねる

とともに，地域の資金循環なども明らかに

していく必要があろう。

　あわせて今回の分析では，データの制約

から市町村と農協管内との突き合わせをす

べて手作業で行ったため，１市町村を管内

とする農協しか扱うことができなかった。

しかし，広域合併が進展している状況をふ

まえれば，複数の市町村にまたがる農協の

分析も行う必要がある。これらについて

は，今後の課題としたい。

（重頭ユカリ・しげとうゆかり）
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　平成９年秋に始まった，アジア経済・通

貨危機や大手銀行・証券会社の経営破綻の

影響等から，既に後退局面にあった景気は

10年度に一段と悪化した。

　今回の景気後退をより深刻にしたのは，

金融システムに対する不安に，家計の不安

が加わったことによるといわれている。つ

まり，大手金融機関の相次ぐ破綻によっ

て，金融機関の財務内容に対する預金者等

の評価が厳しくなるとともに，金融機関に

対する利用者の信頼感が大きく揺らいだ。

このため，今まで一般には注目されていな

かった格付機関による「格付け」が広く知

られることとなった。利用者による預貯金

の預け替えも，相当の規模で発生したとい

われている。

　また，10年度から実施された早期是正措

置もあり，金融機関自身の貸出態度も慎重

になった。資金調達を銀行借入に頼らざる

を得ない中小企業などに対する貸し渋りと

いう状況が生じた。

　一方，家計部門はこれまでの景気後退局

面にみられたような，景気下支えの役割を

果たし得なかった。大手金融機関の相次ぐ

破綻が，国民に対してさらに大幅なリスト

ラを想起させる等，雇用や賃金への先行き

について，不安感を増幅させたことなどに

よるところが大きかったものと思われる。

　本稿では，こうした環境のなかで農協金

融がどのような状況であったのかを振り

返ってみたい。

　

　

　

　農協は地域金融機関として，組合員はじ

め，地域住民，地元企業および地方公共団

体（以下「地公体」という）等に対し金融

サービスを提供している。しかしながら正

組合員である農家の所得動向が農協資金動

向の重要な背景となっているので，はじめ

に農家経営の動向を振り返ってみる（第１

表）。

　まず，農業所得をみると，４年ぶりに前

年比増加となっている。農業粗収益が前年

比増加となったことがその主因である。な

お，月を追ってみてみると，自流米の仮渡

金支払い単価が見直されたこと等から，出

来秋の農家受取額が前年に比べ減ってい

る。また，野菜は台風被害や天候不順の影

響による値上がり，果樹の価格が裏作で持

ち直したこと等により，その粗収益は年の

勢�
情
�

　

　

　

　平成９年秋に始まった，アジア経済・通

貨危機や大手銀行・証券会社の経営破綻の

影響等から，既に後退局面にあった景気は

10年度に一段と悪化した。

　今回の景気後退をより深刻にしたのは，

金融システムに対する不安に，家計の不安

が加わったことによるといわれている。つ

まり，大手金融機関の相次ぐ破綻によっ

て，金融機関の財務内容に対する預金者等

の評価が厳しくなるとともに，金融機関に

対する利用者の信頼感が大きく揺らいだ。

このため，今まで一般には注目されていな

かった格付機関による「格付け」が広く知

られることとなった。利用者による預貯金

の預け替えも，相当の規模で発生したとい

われている。

　また，10年度から実施された早期是正措

置もあり，金融機関自身の貸出態度も慎重

になった。資金調達を銀行借入に頼らざる

を得ない中小企業などに対する貸し渋りと

いう状況が生じた。

　一方，家計部門はこれまでの景気後退局

面にみられたような，景気下支えの役割を

果たし得なかった。大手金融機関の相次ぐ

破綻が，国民に対してさらに大幅なリスト

ラを想起させる等，雇用や賃金への先行き

について，不安感を増幅させたことなどに

よるところが大きかったものと思われる。

　本稿では，こうした環境のなかで農協金

融がどのような状況であったのかを振り

返ってみたい。

　

　

　

　農協は地域金融機関として，組合員はじ

め，地域住民，地元企業および地方公共団

体（以下「地公体」という）等に対し金融

サービスを提供している。しかしながら正

組合員である農家の所得動向が農協資金動

向の重要な背景となっているので，はじめ

に農家経営の動向を振り返ってみる（第１

表）。

　まず，農業所得をみると，４年ぶりに前

年比増加となっている。農業粗収益が前年

比増加となったことがその主因である。な

お，月を追ってみてみると，自流米の仮渡

金支払い単価が見直されたこと等から，出

来秋の農家受取額が前年に比べ減ってい

る。また，野菜は台風被害や天候不順の影

響による値上がり，果樹の価格が裏作で持

ち直したこと等により，その粗収益は年の

はじめに

平成10年度の農協貯貸金動向

１．農家経済の動向
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後半に上昇している。

　一方，農業経営費の内訳をみると消費税

率引上げの影響が一巡したことや，飼料，

光熱動力費等，減少しているものも多く，

微増にとどまっている。

　つぎに農家総所得の６割余りを占めてい

る農外所得は，３年ぶりに減少に転じた。

主たる収入源となっている俸給手当等によ

る収入が，雇用環境が厳しいなか減少して

いることや，農外事業収入，地代・利子等

の収入が減少したこと等によるものであっ

た。

　農家総所得は，農外所得の減少を主な要

因として，２年連続の減少となった。農家

総所得から租税公課負担（所得税・住民税，

社会保険料等）を差し引いた農家の可処分

所得も723万円と前年比0.8％の減少となっ

ている。

　このような状況のなかで，家計費につい

てみてみると，41年ぶりの前年比減少と

なった。その内訳をみると，臨時支出，被

服及び履き物費，教育費，家具・家事用品

費等，過半の項目で前年を下回って

いる。

　しかし，貯蓄と借入金について

は，従来と異なる動きがでている。

まず貯蓄をみると，2,991万２千円と

前年比0.1％増加のほぼ横ばいであ

るが，貯蓄額の６割強を占める預貯

金については，1,879万２千円と前年

比0.8％減少となっている。なお，増

加しているのは残りの３割を占める

共済等の積立金である。また，借入金

についても334万７千円と前年比0.5％の減

少となっている。さらに，土地や耐久消費

財の購入額，土地の売却代金ともに前年比

減少している。

　農家は，農業を取り巻く厳しい情勢や，

景気や雇用の先行き不透明感などから，家

計費の切り詰め，新たな投資の抑制，手元

余裕金等からの借入返済などの行動をとっ

ている様子がうかがえる。

　

　

　

　（1）　個人金融資産と負債

　日銀が作成している『資金循環勘定』の

金融資産・負債残高表から，個人の金融資

産と負債の状況をみてみる（第２表）。

　11年３月末の個人金融資産の残高は

1,316兆２千億円となっているが，同表か

ら，幾つかの特徴をあげることができる。

　一つは，10年度第４四半期に現金が急激

に増加していることである。10年９月に次

いで年明けの２月にも金融緩和措置が講じ

後半に上昇している。

　一方，農業経営費の内訳をみると消費税

率引上げの影響が一巡したことや，飼料，

光熱動力費等，減少しているものも多く，

微増にとどまっている。

　つぎに農家総所得の６割余りを占めてい

る農外所得は，３年ぶりに減少に転じた。

主たる収入源となっている俸給手当等によ

る収入が，雇用環境が厳しいなか減少して

いることや，農外事業収入，地代・利子等

の収入が減少したこと等によるものであっ

た。

　農家総所得は，農外所得の減少を主な要

因として，２年連続の減少となった。農家

総所得から租税公課負担（所得税・住民税，

社会保険料等）を差し引いた農家の可処分

所得も723万円と前年比0.8％の減少となっ

ている。

　このような状況のなかで，家計費につい

てみてみると，41年ぶりの前年比減少と

なった。その内訳をみると，臨時支出，被

服及び履き物費，教育費，家具・家事用品

費等，過半の項目で前年を下回って

いる。

　しかし，貯蓄と借入金について

は，従来と異なる動きがでている。

まず貯蓄をみると，2,991万２千円と

前年比0.1％増加のほぼ横ばいであ

るが，貯蓄額の６割強を占める預貯

金については，1,879万２千円と前年

比0.8％減少となっている。なお，増

加しているのは残りの３割を占める

共済等の積立金である。また，借入金

についても334万７千円と前年比0.5％の減

少となっている。さらに，土地や耐久消費

財の購入額，土地の売却代金ともに前年比

減少している。

　農家は，農業を取り巻く厳しい情勢や，

景気や雇用の先行き不透明感などから，家

計費の切り詰め，新たな投資の抑制，手元

余裕金等からの借入返済などの行動をとっ

ている様子がうかがえる。

　

　

　

　（1）　個人金融資産と負債

　日銀が作成している『資金循環勘定』の

金融資産・負債残高表から，個人の金融資

産と負債の状況をみてみる（第２表）。

　11年３月末の個人金融資産の残高は

1,316兆２千億円となっているが，同表か

ら，幾つかの特徴をあげることができる。

　一つは，10年度第４四半期に現金が急激

に増加していることである。10年９月に次

いで年明けの２月にも金融緩和措置が講じ
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第1表　農家経済の動向（販売農家１戸当たり平均）
（単位　千円，％）

資料　農林水産省「農家経済調査」（６年度まで），「農業経営統計調査」（７
年以降）

（注）　６年は年度，７年以降は歴年，７年は６年度との比較。

10年
実額

前年比伸び率

農 業 所 得

農 外 所 得

年金被贈等

農家総所得

家 計 費

1,246
3,705

1,131

2,459

5,311

2,123

8,680

5,626

６年
23.4
9.6

38.3

2.2

△0.2

△3.9

2.3

1.0

７ ８ ９ 10
△9.5 △3.8 △13.5 3.6
△5.8

△15.9

△3.4

0.2

△1.5

2.7

△4.2

△11.3

1.1

1.7

0.3

0.8

△0.9 0.2 0.2 △3.0

1.2 3.1 1.7 0.1

△1.9 0.2 △1.6 △1.3

0.8 0.4 0.1 △1.9

農業粗収益

　うち稲作

農業経営費



     

られ，預貯金金利が低下したことから待機

性資金として大量に積み上がったものとみ

られる。流動性預金についても同様であ

る。

　二つ目は預貯金が，個人（家計）の金融資

産全体の５割近くを占めていることであ

る。

　しかし，ここで注意が必要なのは，預貯

金のうちの37％に当たる252兆６千億円を

民業の補完といわれる郵便貯金が占めてい

ることである。また，預金全体の前年比増

加額25兆６千億円のうち，３分の１にあた

る９兆２千億円が，郵便貯金の元加利息と

なっている。

　三つ目は，絶対額はまだ小さいものの，

10年度当初の外為法改正により取引自由化

が図られた外貨預金が，前年比45.6％と著

増していることである。

　ところで，この第２表からは読みとれな

いが株式以外の証券のうち約３割にあたる

27兆９千億円（11年３月末）は投資信託残高

となっている。これが11年６月には速報

ベースだが２兆７千億円増加し，３か月で

10％近い伸び率となっている。投資信託

は，外為法改正同様，日本版ビッグバンの

一環として９年12月から銀行の間貸し方

式，10年12月からは銀行本体での窓販が開

始されている。今後さらに残高が増加して

いくものと思われる。

　個人金融負債についても簡単に触れてお

きたい。11年３月の個人の金融負債は399兆

円となっている。このうち住宅借入（民間・

公的資金合算）が173兆８千億円と５割近く

を占めている。消費者信用は37兆円となっ

ている。なお，資産から負債を引いた差額

917兆２千億円が家計部門の資金余剰であ

る。

　以上資金循環表をみた結果，制度の見直

しや環境変化を契機に，個人の貯蓄行動に

大きな変化が生じる素地があるようにみえ

る。

　

　（2）　個人預貯金の動向

　ところで，他金融機関における個人預貯

金の動きはどうであったろうか。他金融機

関の個人預貯金の前年比伸び率をみると，

10年度の都銀，地銀，第二地銀，郵貯は，

ほぼ年度を通じて低下傾向にある。一方，

農協貯金と信金の伸び率は，年度半ばには

反転し，緩やかながら上昇している。しか

られ，預貯金金利が低下したことから待機

性資金として大量に積み上がったものとみ

られる。流動性預金についても同様であ

る。

　二つ目は預貯金が，個人（家計）の金融資

産全体の５割近くを占めていることであ

る。

　しかし，ここで注意が必要なのは，預貯

金のうちの37％に当たる252兆６千億円を

民業の補完といわれる郵便貯金が占めてい

ることである。また，預金全体の前年比増

加額25兆６千億円のうち，３分の１にあた

る９兆２千億円が，郵便貯金の元加利息と

なっている。

　三つ目は，絶対額はまだ小さいものの，

10年度当初の外為法改正により取引自由化

が図られた外貨預金が，前年比45.6％と著

増していることである。

　ところで，この第２表からは読みとれな

いが株式以外の証券のうち約３割にあたる

27兆９千億円（11年３月末）は投資信託残高

となっている。これが11年６月には速報

ベースだが２兆７千億円増加し，３か月で

10％近い伸び率となっている。投資信託

は，外為法改正同様，日本版ビッグバンの

一環として９年12月から銀行の間貸し方

式，10年12月からは銀行本体での窓販が開

始されている。今後さらに残高が増加して

いくものと思われる。

　個人金融負債についても簡単に触れてお

きたい。11年３月の個人の金融負債は399兆

円となっている。このうち住宅借入（民間・

公的資金合算）が173兆８千億円と５割近く

を占めている。消費者信用は37兆円となっ

ている。なお，資産から負債を引いた差額

917兆２千億円が家計部門の資金余剰であ

る。

　以上資金循環表をみた結果，制度の見直

しや環境変化を契機に，個人の貯蓄行動に

大きな変化が生じる素地があるようにみえ

る。

　

　（2）　個人預貯金の動向

　ところで，他金融機関における個人預貯

金の動きはどうであったろうか。他金融機

関の個人預貯金の前年比伸び率をみると，

10年度の都銀，地銀，第二地銀，郵貯は，

ほぼ年度を通じて低下傾向にある。一方，

農協貯金と信金の伸び率は，年度半ばには

反転し，緩やかながら上昇している。しか
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第2表　個人（家計）の金融資産・負債残高
（単位　10億円，％）

資料　日銀『金融経済統計月報』『資金循環勘定』

11年３月末
残高

金 融 資 産 計 1,316,191

723,014

100.0

54.9

構成比

39,950 3.1

28,984 4.2現金・預金

前年比
増加額

前年比
伸び率

29,312
693,703

2.2
52.7

3,137
25,847

12.0
3.9

現 金
預 金

107,455
584,249
1,884

8.2
44.4
0.1

6,080
19,198
590

6.0
3.4
45.6

うち当座性
　　定期性
　　外貨預金

株式以外の証券
株 式 ・ 出 資 金
保険年金準備金
対 外 証 券 投 資

82,329
108,277
363,860
4,007

6.3
8.2
27.6
0.3

△6,548
8,690
10,919
373

△7.4
8.7
3.1
10.3

金 融 負 債 計 398,986 100.0 12,915 3.3

民間金融機関貸出 236,799 59.4 6,975 3.0

99,254
37,011

24.9
9.3

3,997
665

4.2
△1.8

住宅貸付
消費者信用

74,510 18.7 638 △0.8住宅貸付

金融資産・負債差額 917,205 　 27,034 3.0

公的金融機関貸出 88,512 22.2 40 0.0



     

しながら，農協貯金については，他金融機

関に比べ依然低い水準である。これは先に

みた農家経済の動向等を反映していると考

えることができる（第１図）。

　なお，都銀と第二地銀が大きくクロスし

ているが，これは「拓銀」が「北洋銀行」

等へ営業譲渡を行ったことによるものであ

る。

　ここで，地域金融機関である地銀と信金

の預金についてみてみる。まず地銀は，９

年度まで５％近い前年比伸び率を維持して

きたが，10年度3.2％（９年度4.7％）に低下

した。預金の種類別に伸び率をみると，当

座性6.2％（同12.8％），定期性2.1％（同2.0

％）となっている。なお，預金全体に占める

当座性比率は11年３月で27.4％である。

　つぎに，信金についてみると，全体の伸

び率2.4％（同3.0％），当座性5.9％（同9.4

％），定期性1.6％（同1.6％）。また，当座性

比率は11年３月で17.7％となっており，地

銀より9.7ポイント低い。

　ところで各金融機関が，過去

に積極的な取扱いを行った実績

のある貯蓄預金（当座性）につい

てみると，地銀の10年度前年比

伸び率は3.5％（９年度13.1％）

にとどまっている。また信金も

6.8％（同24 .4％）となってい

る。

　ここで，地銀，信金に共通す

る点をまとめてみると，①当座

性が預金全体の伸びを支えてお

り，当座性の伸び率低下が，全

体の伸び率の低下につながっている，②定

期性の伸び率は低く，前年とほぼ同水準，

③貯蓄預金が伸び率を低下させていること

などがあげられる。

　当座性の伸び率が低下基調にあるとはい

え，依然高い水準にあることは，待機性資

金の積み上がりによるものである。しかし

ながら，伸び率が低下していることの原因

は，販売農家がそうであったように，利用

者が借入金の圧縮や生活資金として取り崩

したことも原因の一つとみることができ

る。

　また，貯蓄預金の伸び率低下は，金利が

低下するなか商品としての魅力が低下した

ことによると考えられる。また，地銀と信

金では伸び率に大きな差がでているが，こ

れは貯蓄預金を使ったセット商品等，金融

機関側の取り組みや働きかけの差によるも

のとみられる。

　なお，各業態内個別行の動きには格差が

あるとみられるので，その点は留意してい

しながら，農協貯金については，他金融機

関に比べ依然低い水準である。これは先に

みた農家経済の動向等を反映していると考

えることができる（第１図）。

　なお，都銀と第二地銀が大きくクロスし

ているが，これは「拓銀」が「北洋銀行」

等へ営業譲渡を行ったことによるものであ

る。

　ここで，地域金融機関である地銀と信金

の預金についてみてみる。まず地銀は，９

年度まで５％近い前年比伸び率を維持して

きたが，10年度3.2％（９年度4.7％）に低下

した。預金の種類別に伸び率をみると，当

座性6.2％（同12.8％），定期性2.1％（同2.0

％）となっている。なお，預金全体に占める

当座性比率は11年３月で27.4％である。

　つぎに，信金についてみると，全体の伸

び率2.4％（同3.0％），当座性5.9％（同9.4

％），定期性1.6％（同1.6％）。また，当座性

比率は11年３月で17.7％となっており，地

銀より9.7ポイント低い。

　ところで各金融機関が，過去

に積極的な取扱いを行った実績

のある貯蓄預金（当座性）につい

てみると，地銀の10年度前年比

伸び率は3.5％（９年度13.1％）

にとどまっている。また信金も

6.8％（同24 .4％）となってい

る。

　ここで，地銀，信金に共通す

る点をまとめてみると，①当座

性が預金全体の伸びを支えてお

り，当座性の伸び率低下が，全

体の伸び率の低下につながっている，②定

期性の伸び率は低く，前年とほぼ同水準，

③貯蓄預金が伸び率を低下させていること

などがあげられる。

　当座性の伸び率が低下基調にあるとはい

え，依然高い水準にあることは，待機性資

金の積み上がりによるものである。しかし

ながら，伸び率が低下していることの原因

は，販売農家がそうであったように，利用

者が借入金の圧縮や生活資金として取り崩

したことも原因の一つとみることができ

る。

　また，貯蓄預金の伸び率低下は，金利が

低下するなか商品としての魅力が低下した

ことによると考えられる。また，地銀と信

金では伸び率に大きな差がでているが，こ

れは貯蓄預金を使ったセット商品等，金融

機関側の取り組みや働きかけの差によるも

のとみられる。

　なお，各業態内個別行の動きには格差が

あるとみられるので，その点は留意してい
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ただきたい。

　

　（3）　個人貸出金の動向

　続いて，他金融機関の個人向け貸出金残

高の動きについてみることとする（第２

図）。

　10年度に入り地銀が横ばいとなっている

ほかは，伸び率は低下基調となっている。

これまで個人貸出の伸長を支えてきた住宅

資金の伸び悩みが，その主な要因と考えら

れる。10年度の新設住宅着工戸数は118万戸

と前年比12.1％減少（９年度17.7％減少）

し，昭和58年以来15年ぶりの110万戸台と

なった。

　ここで，10年度の住宅着工動向をみるこ

ととする。深刻な不況という環境下，まず

自己住宅（持家＋分譲住宅）着工戸数は72万

戸（前年比10.2％減少）となった。また，貸

家（賃貸住宅）についてみると44万４千戸

（同13.9％減少）となっている。ともに三大

都市圏，その他地域も減少している。

　さらに，これら住宅着工にかかる資金調

達先をみると自己住宅，貸家ともに民間資

金利用戸数の減少率が，公的資金利用戸数

の減少率を上回っている。

　以上のとおり住宅着工戸数減少，公的資

金の金利低下等による公的資金への回帰の

ほか，公的資金の高金利ローン借り換え一

巡等により，住宅資金については，伸びが

鈍化したと考えられる。さらに，貸家（賃貸

住宅）については需給の緩和等もあり，伸び

はピークを超えたようにもみえる。

　しかしながら，各金融機関とも，企業融

資が伸び悩むなかで，個人分野が貸出伸

長，安定的収益確保のための有力市場とみ

ており，家計メイン化の核となる住宅資金

の取扱いを積極的に増やす取り組みを行っ

ている。９年に取扱いが開始された，所得

補償保険を組み合わせ

た住宅ローンは，10年

度には取扱先が増加す

るとともに，勤務先倒

産の際の所得補償を付

けたものも登場した。

また，担保評価額以上

の融資を行う新型借り

換えローンを取り扱う

先も増加した。給与振

込等をセットし，かな

り低利なローンを提供

する先もでてきてい

る。利用者のニーズに

ただきたい。

　

　（3）　個人貸出金の動向

　続いて，他金融機関の個人向け貸出金残

高の動きについてみることとする（第２

図）。

　10年度に入り地銀が横ばいとなっている

ほかは，伸び率は低下基調となっている。

これまで個人貸出の伸長を支えてきた住宅

資金の伸び悩みが，その主な要因と考えら

れる。10年度の新設住宅着工戸数は118万戸

と前年比12.1％減少（９年度17.7％減少）

し，昭和58年以来15年ぶりの110万戸台と

なった。

　ここで，10年度の住宅着工動向をみるこ

ととする。深刻な不況という環境下，まず

自己住宅（持家＋分譲住宅）着工戸数は72万

戸（前年比10.2％減少）となった。また，貸

家（賃貸住宅）についてみると44万４千戸

（同13.9％減少）となっている。ともに三大

都市圏，その他地域も減少している。

　さらに，これら住宅着工にかかる資金調

達先をみると自己住宅，貸家ともに民間資

金利用戸数の減少率が，公的資金利用戸数

の減少率を上回っている。

　以上のとおり住宅着工戸数減少，公的資

金の金利低下等による公的資金への回帰の

ほか，公的資金の高金利ローン借り換え一

巡等により，住宅資金については，伸びが

鈍化したと考えられる。さらに，貸家（賃貸

住宅）については需給の緩和等もあり，伸び

はピークを超えたようにもみえる。

　しかしながら，各金融機関とも，企業融

資が伸び悩むなかで，個人分野が貸出伸

長，安定的収益確保のための有力市場とみ

ており，家計メイン化の核となる住宅資金

の取扱いを積極的に増やす取り組みを行っ

ている。９年に取扱いが開始された，所得

補償保険を組み合わせ

た住宅ローンは，10年

度には取扱先が増加す

るとともに，勤務先倒

産の際の所得補償を付

けたものも登場した。

また，担保評価額以上

の融資を行う新型借り

換えローンを取り扱う

先も増加した。給与振

込等をセットし，かな

り低利なローンを提供

する先もでてきてい

る。利用者のニーズに
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着目し，多様な品ぞろえを行い，貸

出伸長に向けた金融機関側の積極

的な取り組みは，地銀を中心に積

極的に行われている。

　

　

　

　まずはじめに，農協資金の動き

を概観し，その特徴を指摘しておきたい。

７年３月末まで３％台の伸びを示していた

貯金は，８年３月に前年比減少となった。

その後９年３月に上昇に転じたものの，そ

の後の伸び率は他業態に比べ低水準で推移

している。

　つぎに貸出金をみると，７年３月を底に

伸び率は上昇し，10年３月までは４～５％

台で推移していた。しかし，その後11年３

月には3.0％にまで低下している。

　10年度の動きは，貯金が伸び悩むなか

で，貸出金の伸びが堅調に推移するとい

う，９年度まで相当期間続いていた動きに

変化が生じた年だともいえる。それらの動

きをもたらした要因や背景を検討しなが

ら，振り返ることとする。

　

　（1）　農協貯金の動きとその要因   

　ａ．当座性・定期性別の動向

　農協貯金は，10年３月末の前年比伸び率

が1.1％であった。これが６月の同1.3％を

ピークに減少に転じ，11月から12月は0.5％

にまで低下した。しかし，これを底に緩や

かに反転上昇している。貯金の伸び率の低

下から上昇への動きは，水準の差はあるも

ののほぼ全国的な動きとなっている（第３

表）。

　当座性・定期性別にみると，当座性は堅

調に推移しているものの，定期性は，ここ

４年間伸び率は減少・停滞という状況にあ

る。これにより11年３月の当座性比率は21.6

％（６年３月17.1％から4.5ポイント上昇）と

なっている。また，貯蓄貯金については前

年比伸び率16.6％（９年度実績43.2％）と，

依然として高い伸び率を維持しているもの

の，伸び率の水準は大幅に低下している。

　

　ｂ．貯金者別の動向

　貯金者別にみると，11年３月の公金貯金

の増加が目にとまる。公金貯金の前年比増

加寄与率は20％近くなっている。農協貯金

全体の伸び率が底となった10年11月を起点

に，それまでの前年比伸び率低下から上昇

に転じ，年度末に向かい前年比伸び率がさ

らに上昇している。

　農協は地域の主要金融機関として地公体

の指定金融機関となっているところも多

い。また，増加している公金貯金は，１件

当たり金額が一般貯金に比べ大きいこと，

地公体の資金繰りに合わせ，１年未満の短

着目し，多様な品ぞろえを行い，貸

出伸長に向けた金融機関側の積極

的な取り組みは，地銀を中心に積

極的に行われている。

　

　

　

　まずはじめに，農協資金の動き

を概観し，その特徴を指摘しておきたい。

７年３月末まで３％台の伸びを示していた

貯金は，８年３月に前年比減少となった。

その後９年３月に上昇に転じたものの，そ

の後の伸び率は他業態に比べ低水準で推移

している。

　つぎに貸出金をみると，７年３月を底に

伸び率は上昇し，10年３月までは４～５％

台で推移していた。しかし，その後11年３

月には3.0％にまで低下している。

　10年度の動きは，貯金が伸び悩むなか

で，貸出金の伸びが堅調に推移するとい

う，９年度まで相当期間続いていた動きに

変化が生じた年だともいえる。それらの動

きをもたらした要因や背景を検討しなが

ら，振り返ることとする。

　

　（1）　農協貯金の動きとその要因   

　ａ．当座性・定期性別の動向

　農協貯金は，10年３月末の前年比伸び率

が1.1％であった。これが６月の同1.3％を

ピークに減少に転じ，11月から12月は0.5％

にまで低下した。しかし，これを底に緩や

かに反転上昇している。貯金の伸び率の低

下から上昇への動きは，水準の差はあるも

ののほぼ全国的な動きとなっている（第３

表）。

　当座性・定期性別にみると，当座性は堅

調に推移しているものの，定期性は，ここ

４年間伸び率は減少・停滞という状況にあ

る。これにより11年３月の当座性比率は21.6

％（６年３月17.1％から4.5ポイント上昇）と

なっている。また，貯蓄貯金については前

年比伸び率16.6％（９年度実績43.2％）と，

依然として高い伸び率を維持しているもの

の，伸び率の水準は大幅に低下している。

　

　ｂ．貯金者別の動向

　貯金者別にみると，11年３月の公金貯金

の増加が目にとまる。公金貯金の前年比増

加寄与率は20％近くなっている。農協貯金

全体の伸び率が底となった10年11月を起点

に，それまでの前年比伸び率低下から上昇

に転じ，年度末に向かい前年比伸び率がさ

らに上昇している。

　農協は地域の主要金融機関として地公体

の指定金融機関となっているところも多

い。また，増加している公金貯金は，１件

当たり金額が一般貯金に比べ大きいこと，

地公体の資金繰りに合わせ，１年未満の短

農林金融1999・12
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３．農協の貯貸金動向

第3表　農協貯金の種類別残高伸び率推移
（単位　10億円，％）

資料　第1表に同じ
（注）　一般貯金＝貯金－（公金貯金＋金融機関貯金）

11年３月末
残高

前年同月比伸び率
7.3 8.3 9.3 10.3 11.3

貯 金 計 68,996 3.4 △0.1 0.2 1.1 0.8

当 座 性
定 期 性

14,935
54,061

3.5
3.4

8.2
△1.8

6.6
△　1.3

5.6
△0.0

6.1
△0.5

一般貯金
公金貯金
金融貯金

66,839
2,111
46

3.5
0.2
46.1

△0.2
1.0
6.7

0.1
4.6

△10.7

1.1
△0.4
△6.5

0.7
5.5
30.5



     

い預かり期間となっているケースが大半で

あることなどから今後の動向に注目され

る。

　

　ｃ．金融機関側の要因による貯金増減

　貯金の増減として，金融機関側の要因と

して考えられるのは，金融機関の信頼度，

金融機関相互の競争，金融機関側から利用

者への働きかけ等がある。

　当農中総研が実施している農協信用事業

動向調査（以下「動向調査」，11年６月実施）

によれば，農協が考えている他金融機関へ

の資金流出理由（第１位，２位に挙げられた

回答の回答比率計）は，「信用面での差」

（50％）がもっとも多くなっている。９年秋

に大手金融機関等が破綻した後も，中小金

融機関の破綻等が続いており，その点を農

協の利用者が意識してみているものと考え

ている。つぎが「金利水準の差」（46％），

「ペイオフを意識した預け替え」（32％），「金

融機関の積極勧誘」（20％），「商品性の差」

（18％）となっている。

　このような環境下，他金融機関との間で

の資金の流出入については，流出があると

する割合が全体で60％，流入があるとする

割合が17％となっている。これを９年５月

実施の同調査と比較すると，流出があると

する割合が10ポイント低下し，流入がある

とする割合が８ポイント上昇している。農

協の信頼性が上昇したとみることができ

る。なお，流出先として郵便貯金に次いで，

農協共済となっていることが特徴である。

　また，動向調査（11年６月実施）では，最

近１年間での貯金の増減要因を聞いてい

る。増加要因と減少要因の差でみると，「貯

金推進体制・姿勢の変更」が最も大きく，

貯金の増加要因となっていることが分か

る。

　一方，もっとも農協貯金に影響のあった

増減要因をたずねたところ，増加要因では

「農外収入が農協に流入する割合の増加」で

あった。一方，減少要因は「利用者の収入

減少」となっている。

　農協貯金の伸びが10年11月で底を打った

後，年明け以降反転上昇したことは，米等

の農産物代金の入金の遅れだけでなく，農

協役職員が改めて貯金に注目し，利用者や

地公体等へ積極的な働きかけを行ったこと

などによるものと考えられる。

　

　（2）　農協貸出金の動きとその要因

　ａ．資金種類別の動き

　農協貸出金の前年比伸び率は，11年３月

末に3.0％となった。９年３月以降増勢は鈍

化している。長期・短期別でみると，短期

貸出金は６年続けて伸び率がマイナスと

なっている一方，長期貸出金も新規の貸出

額が減少し残高伸び率は低下傾向にある

（第４表）。

　既に６年にわたり減少を続けている短期

貸出金について，その要因を動向調査（11年

６月実施）でたずねている。

　それによれば，短期貸出金の減少要因と

しては，「余裕金による返済傾向の強まり」

（58％），「農業運転資金の資金需要の減少」

（40％），「負債整理のための短期貸出の長期

い預かり期間となっているケースが大半で

あることなどから今後の動向に注目され

る。

　

　ｃ．金融機関側の要因による貯金増減

　貯金の増減として，金融機関側の要因と

して考えられるのは，金融機関の信頼度，

金融機関相互の競争，金融機関側から利用

者への働きかけ等がある。

　当農中総研が実施している農協信用事業

動向調査（以下「動向調査」，11年６月実施）

によれば，農協が考えている他金融機関へ

の資金流出理由（第１位，２位に挙げられた

回答の回答比率計）は，「信用面での差」

（50％）がもっとも多くなっている。９年秋

に大手金融機関等が破綻した後も，中小金

融機関の破綻等が続いており，その点を農

協の利用者が意識してみているものと考え

ている。つぎが「金利水準の差」（46％），

「ペイオフを意識した預け替え」（32％），「金

融機関の積極勧誘」（20％），「商品性の差」

（18％）となっている。

　このような環境下，他金融機関との間で

の資金の流出入については，流出があると

する割合が全体で60％，流入があるとする

割合が17％となっている。これを９年５月

実施の同調査と比較すると，流出があると

する割合が10ポイント低下し，流入がある

とする割合が８ポイント上昇している。農

協の信頼性が上昇したとみることができ

る。なお，流出先として郵便貯金に次いで，

農協共済となっていることが特徴である。

　また，動向調査（11年６月実施）では，最

近１年間での貯金の増減要因を聞いてい

る。増加要因と減少要因の差でみると，「貯

金推進体制・姿勢の変更」が最も大きく，

貯金の増加要因となっていることが分か

る。

　一方，もっとも農協貯金に影響のあった

増減要因をたずねたところ，増加要因では

「農外収入が農協に流入する割合の増加」で

あった。一方，減少要因は「利用者の収入

減少」となっている。

　農協貯金の伸びが10年11月で底を打った

後，年明け以降反転上昇したことは，米等

の農産物代金の入金の遅れだけでなく，農

協役職員が改めて貯金に注目し，利用者や

地公体等へ積極的な働きかけを行ったこと

などによるものと考えられる。

　

　（2）　農協貸出金の動きとその要因

　ａ．資金種類別の動き

　農協貸出金の前年比伸び率は，11年３月

末に3.0％となった。９年３月以降増勢は鈍

化している。長期・短期別でみると，短期

貸出金は６年続けて伸び率がマイナスと

なっている一方，長期貸出金も新規の貸出

額が減少し残高伸び率は低下傾向にある

（第４表）。

　既に６年にわたり減少を続けている短期

貸出金について，その要因を動向調査（11年

６月実施）でたずねている。

　それによれば，短期貸出金の減少要因と

しては，「余裕金による返済傾向の強まり」

（58％），「農業運転資金の資金需要の減少」

（40％），「負債整理のための短期貸出の長期
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貸出への振り替え」（26％），「長期金利低下

による短期資金借入の必要性低下」

（20％），「経済事業の利用率低下」（19％），

「手形貸付から長期ローンへの振り替え」

（16％），「市町村が一時的借入から長期借入

に移行」（12％）などが多くなっている。

　利用者が，農業情勢や景気の先行き不透

明ななかで余裕金により借入金の圧縮をは

かっている動きが最も多くなっており，先

の農家経済の動向と符合する。また，資金

需要自体が減少していること，低金利を利

用しての長期貸出金への振り替え等，様々

な要因により短期資金が減少している様子

が分かる。また，調査の結果から農協も短

期資金から長期資金への振り替えに，比較

的柔軟に対応しているように見受けられ

る。

　

　ｂ．貸出用途別の動き

　貸出用途別にみると，残高構成比の高い

住宅資金，賃貸住宅資金の伸び率低下が貸

出金全体の伸び率低下の主な要因となって

いることが分かる。既に，他金融機関の動

向でみたとおり，自己住宅着工が減少して

いることに加え，これまで組合員の相続税

対策等により堅調であった賃貸住宅資金に

ついても，伸び率はピークアウトしたとみ

られる。これは景気低迷による将来への不

安や賃貸住宅の需給緩和等を反映したもの

とみられる。 

　大都市圏等都市化地区から全国に広がっ

た住宅資金，賃貸住宅資金の取扱いは，依

然として中間地区，農村地区で伸びてい

る。しかし，10年度１年間の残高伸び率の

推移をみると，中間地区，農村地区は都市

化地区に比べ伸び率低下の傾向が強くなっ

ている。住宅市場規模の大きさを反映した

ものと考えられる。

　また，消費低迷のなかでクローバーロー

ンは前年比減少幅が拡大している。農業関

係資金についても，11年３月は残高減少と

なった。情勢が厳しいなか新たな投資を控

えていることや，制度資金の借り換え需要

が一巡したものとみられる。

貸出への振り替え」（26％），「長期金利低下
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ついても，伸び率はピークアウトしたとみ

られる。これは景気低迷による将来への不

安や賃貸住宅の需給緩和等を反映したもの
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　大都市圏等都市化地区から全国に広がっ

た住宅資金，賃貸住宅資金の取扱いは，依

然として中間地区，農村地区で伸びてい

る。しかし，10年度１年間の残高伸び率の

推移をみると，中間地区，農村地区は都市

化地区に比べ伸び率低下の傾向が強くなっ

ている。住宅市場規模の大きさを反映した

ものと考えられる。

　また，消費低迷のなかでクローバーロー

ンは前年比減少幅が拡大している。農業関

係資金についても，11年３月は残高減少と

なった。情勢が厳しいなか新たな投資を控

えていることや，制度資金の借り換え需要

が一巡したものとみられる。
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第4表　農協貸出金の種類別残高伸び率推移
（単位　10億円，％）

貸 出 金 計

資料　第１表に同じ
（注）　1.貸出金は公庫貸付金，共済貸付金，金融機関貸付金を除く。
　　　2.短期貸出金。長期貸出金からは（注1）のうちの公庫貸付金のみが除かれていることから

合計額が貸出金と一致しない。
　　　3.住宅資金以下の内訳には（注1）で除いている資金をすべて含んでいる。また，賃貸住宅

資金は住宅資金と一部重複している。

11年３月末
残高

前年同月比伸び率

21,460 2.8 4.9 5.1 4.4 3.0

短 期 貸 出 金
長 期 貸 出 金

3,395
18,110

△0.1
3.4

△1.8
6.5

△0.6
6.4

△2.2
5.8

△3.7
4.3

うち住宅資金
　　賃貸住宅資金
　　クローバーローン
　　農業関係資金
　　地公体貸付

6,183
3,487
713
1,364
1,896

4.1
－

△3.3
－
11.9

12.7
－
2.1
3.0
5.4

36.3
14.6
△0.9
4.2
9.8

10.3
17.2
△5.2
1.8
10.4

7.7
11.1
△7.1
△3.1
9.5

7.3 8.3 9.3 10.3 11.3



     

　なお，地公体貸出は，増勢を維持してい

る。税収不足等の地方財政事情を反映した

ものとみられる。農協においては，地公体

貸出をリスクウェイトの低い貸出資産とと

らえ，積極対応しているとみられるが，金

利上昇リスク，流動性リスク等にも留意す

る必要がある。

　

　ｃ．早期是正措置実施の影響

　金融機関は，10年度実施の早期是正措置

等により，貸出姿勢が慎重となって，いわ

ゆる貸し渋りと呼ばれる状況が生じた。

　動向調査の結果からも，他金融機関から

貸し渋りを受けた企業や個人から，貸出依

頼が持ち込まれている様子がうかがえる。

動向調査では，９年以降継続して貸し渋り

への対応を聞いている。

　対象期間でみると９年10月までと，同年

11月以降では明らかに回答に差がでてい

る。９年11月以降「農協への貸出依頼あり」

は，それ以前の40％から，毎回60％前後の

回答率となっている。  

　依頼を受けた農協数は増える傾向にあ

る。依然として他金融機関の貸し渋りが続

いているものとみられる。一方，依頼を受

けて，貸出を行ったケースがある農協は９

年11月以降，毎回40％前後で推移してい

る。

　なお，貸出対応については，直近の動向

調査（11年６月実施）では，「審査を厳しくし

ている」（69％），「機関保証を付けるように

している」（53％），「担保の設定条件を厳し

くして」（44％）等となっており，慎重な対

応を行っている様子がうかがえる。

　昭和47年の金融逼迫期に，他金融機関が

農協の貸出余力を利用した状況があった

が，農協にも早期是正措置が導入されてお

り，かつてのような短期的な観点からの判

断で対応しているという姿はみえない。

　農協には地域で中心的な役割を果たして

いる金融機関として，地域内経済の発展に

役立つという役割発揮という視点での対応

が，今改めて求められているように思う。

　

　

　

　10年度は，９年秋に戦後初めて起こった

大手金融機関の破綻により，利用者による

金融機関に対する信頼感は大きく揺らい

だ。

　一方，金融機関にとっても早期是正措置

が実施される等慎重な貸出姿勢となった。

利用者，金融機関共にリスクに対する認識

が，一気に高まった１年であった。この間，

金融システム安定化のための諸対策が採ら

れてはいるものの，いまだ金融システムに

対する不安は完全に払拭されるまでには

至っていない。

　このような状況のなかで，平成12年度か

ら向こう２年の間に約100兆円の郵貯の定

額貯金が満期を迎えるといわれている。郵

政省による試算でも，この半分程度が流出

するとみている。農協貯金全体の７割強に

相当するボリュームである。これが一体ど

こへ移っていくのだろうか。

　また，平成13年４月からペイオフ（預貯金

　なお，地公体貸出は，増勢を維持してい

る。税収不足等の地方財政事情を反映した

ものとみられる。農協においては，地公体

貸出をリスクウェイトの低い貸出資産とと

らえ，積極対応しているとみられるが，金

利上昇リスク，流動性リスク等にも留意す

る必要がある。

　

　ｃ．早期是正措置実施の影響

　金融機関は，10年度実施の早期是正措置

等により，貸出姿勢が慎重となって，いわ

ゆる貸し渋りと呼ばれる状況が生じた。

　動向調査の結果からも，他金融機関から

貸し渋りを受けた企業や個人から，貸出依

頼が持ち込まれている様子がうかがえる。

動向調査では，９年以降継続して貸し渋り

への対応を聞いている。

　対象期間でみると９年10月までと，同年

11月以降では明らかに回答に差がでてい

る。９年11月以降「農協への貸出依頼あり」

は，それ以前の40％から，毎回60％前後の

回答率となっている。  

　依頼を受けた農協数は増える傾向にあ

る。依然として他金融機関の貸し渋りが続

いているものとみられる。一方，依頼を受

けて，貸出を行ったケースがある農協は９

年11月以降，毎回40％前後で推移してい

る。

　なお，貸出対応については，直近の動向

調査（11年６月実施）では，「審査を厳しくし

ている」（69％），「機関保証を付けるように

している」（53％），「担保の設定条件を厳し

くして」（44％）等となっており，慎重な対

応を行っている様子がうかがえる。

　昭和47年の金融逼迫期に，他金融機関が

農協の貸出余力を利用した状況があった

が，農協にも早期是正措置が導入されてお

り，かつてのような短期的な観点からの判

断で対応しているという姿はみえない。

　農協には地域で中心的な役割を果たして

いる金融機関として，地域内経済の発展に

役立つという役割発揮という視点での対応

が，今改めて求められているように思う。

　

　

　

　10年度は，９年秋に戦後初めて起こった

大手金融機関の破綻により，利用者による

金融機関に対する信頼感は大きく揺らい

だ。

　一方，金融機関にとっても早期是正措置

が実施される等慎重な貸出姿勢となった。

利用者，金融機関共にリスクに対する認識

が，一気に高まった１年であった。この間，

金融システム安定化のための諸対策が採ら

れてはいるものの，いまだ金融システムに

対する不安は完全に払拭されるまでには

至っていない。

　このような状況のなかで，平成12年度か

ら向こう２年の間に約100兆円の郵貯の定

額貯金が満期を迎えるといわれている。郵

政省による試算でも，この半分程度が流出

するとみている。農協貯金全体の７割強に

相当するボリュームである。これが一体ど

こへ移っていくのだろうか。

　また，平成13年４月からペイオフ（預貯金
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保険制度による１千万円以上の元本保証の特

例措置解除）の実施が予定されている。日本

経済新聞社が首都圏１都４県で行った「金

融行動調査」（10年11月実施）によれば，農

協利用者のうち既に約１割が預け替えを

行ったと答えており，今後預け替えをした

いとの回答が４割を超えている。

　過去においては，このような局面で，利

用者は金融機関の利便性や商品の有利性の

みを考慮し選択すれば良かったが，金融機

関の信頼性を重視する者が増えており，商

品の多様化もすすんでいる。

　我々，系統金融機関は利用者ニーズを的

確に把握し，競合する先に遅れることなく

速やかに行動することが，従来以上に求め

られている。

（飯島健司・いいじまけんじ）

保険制度による１千万円以上の元本保証の特

例措置解除）の実施が予定されている。日本
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融行動調査」（10年11月実施）によれば，農

協利用者のうち既に約１割が預け替えを
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（注）　単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。

団　　　体　　　別

3.　農林中央金庫・団体別・科目別・貸出金残高
1999　年　９　月　末　現　在　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

団　　　体　　　別 証 書 貸 付 手 形 貸 付 当 座 貸 越 割 引 手 形 計

系

統

団

体

等

　関 連 産 業　

　そ の 他　

合 計

　農 業 団 体

　開 拓 団 体

　水 産 団 体

　森 林 団 体

　そ の 他 出 資 団 体

出 資 団 体 小 計

その他系統団体等小計

計

93,674

2,790

93,489

23,547

171

213,672

340,977

554,649

3,216,373

2,945,564

6,716,586

709,242

1,029

66,204

22,149

10,117

808,741

50,442

859,183

488,729

6,666,097

8,014,009

12,988

‐

48,573

1,137

170

62,868

188,427

251,295

3,595,968

104,811

3,952,074

12

‐

32

275

‐

319

1,319

1,638

120,382

-

122,021

815,916

3,819

208,299

47,108

10,458

1,085,599

581,165

1,666,764

7,421,453

9,716,473

18,804,690

2.　農林中央金庫・団体別・科目別・預金残高
1999　年　９　月　末　現　在　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

1.　農　林　中　央　金　庫　資　金　概　況
（単位　百万円）

預 金 発行債券 そ の 他 現 金
預 け 金 有価証券 貸 出 金 そ の 他 貸借共通

合 計

1994. 9
1995. 9
1996. 9
1997. 9
1998. 9

26,351,039
32,147,782
28,948,808
29,714,454
26,631,212

8,808,029
9,233,777
9,411,012
8,533,715
7,558,726

5,763,644
3,955,476
4,980,114
6,919,576
14,137,566

5,587,896
6,882,193
6,082,290
5,828,672
3,584,532

16,188,584
16,489,167
13,605,375
11,321,080
9,740,393

16,182,372
14,622,996
15,691,533
15,867,729
14,444,389

4,963,860
7,342,679
7,960,736
12,150,264
20,558,190

42,922,712
45,337,035
43,339,934
45,167,745
48,327,504

定期預金 通知預金 普通預金 当座預金 別段預金 公金預金 計

　農 業 団 体

　水 産 団 体

　森 林 団 体

　そ の 他 出 資 団 体

出 資 団 体 計

非 出 資 団 体 計

　合　　　　　計　

27,610,939

1,120,634

3,023

1,925

28,736,520

611,123

29,347,643

63,790

85

13

2,000

65,888

208,143

274,030

312,409

65,027

2,442

1,984

381,863

234,885

616,748

32

52

48

‐

132

111,983

112,116

227,131

12,522

545

975

241,173

810,812

1,051,985

-

-

-

-

-

12,641

12,641

28,214,301

1,198,319

6,072

6,884

29,425,576

1,989,588

31,415,164

1999. 4
5
6
7
8
9

14,835,705
13,810,565
12,575,038
11,092,588
10,981,987
11,092,884

16,912,755
17,033,861
18,089,252
18,435,161
18,308,550
18,804,689

13,258,147
13,703,461
14,572,095
14,558,056
15,165,601
15,777,227

2,140,851
3,001,519
3,735,513
4,346,016
4,689,330
4,124,762

11,121,449
10,534,371
11,462,961
10,436,357
10,496,222
11,229,552

7,267,159
7,167,832
7,169,212
7,190,729
7,155,943
7,154,846

28,758,850
29,847,203
30,339,725
30,804,735
31,493,303
31,415,164

47,147,458
47,549,406
48,971,898
48,431,821
49,145,468
49,799,562
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農林金融1999・12



   

4．　農 林 中 央 金

年 月 末

（注）　１．単位未満切り捨てのため他表と一致しない場合がある。　　２．預金のうち当座性は当座・普通・通知・別段預金。
　　　３．預金のうち定期性は定期預金。　４．62年11月以降は科目変更のため預金のうち公金の表示は廃止。
　　　５．借用金は借入金・再割引手形。　６．1985年５月からコールマネーは借用金から，コールローンは貸出金から分離，商品有価証券を新設。

5．　信 用 農 業 協 同 組

6．　農 業 協 同 組

（注）　１．貯金のうち「定期性」は定期貯金・定期積金の計。　　　　２．出資金には回転出資金を含む。
　　　３．1994年４月以降,コールローンを金融機関貸付金から分離。

（注）　１．貯金のうち当座性は当座・普通・購買・貯蓄・通知・出資予約・別段。　２．貯金のうち定期性は定期貯金・譲渡性貯金・定期積金。　３．借入金計
は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

預 金
譲 渡 性 預 金 発 行 債 券

1998.　　　　　9

年 月 末

1998.　　　　　9

1,242,184

現 金

76,403

25,389,028 26,631,212 12,060 7,558,726

定 期 性 計当 座 性

預 け 金
有　　価　　証　　券

商品有価証券 買 入 手 形 手 形 貸 付計 う ち 国 債

年 月 末

貸 方

借 入 金 出 資 金

1999.　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　8
　　　　　　　　　　9

1998.　　　　　9

47,474,708
48,034,577
48,997,934
48,775,532
48,871,594
48,653,843

46,852,364

45,463,343
45,846,866
46,694,972
46,822,983
46,811,736
46,731,947

45,304,297

204,690
211,770
190,050
195,920
197,450
156,390

154,120

20,282
20,281
20,272
20,268
20,275
7,062

59,091

912,694
912,988
914,924
942,488
947,454
938,399

909,060

う ち 定 期 性 譲 渡 性 貯 金計

貯　　　　　　金

年 月 末

貸 方

計 うち信用借入金

1999.　　　　　3
　　　　　　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　8

1998.　　　　　8

14,934,799
15,104,003
14,845,236
15,267,901
14,852,799
14,913,726

9,451,030

54,061,545
54,031,218
54,269,807
54,857,216
55,011,961
54,972,967

54,736,675

68,996,344
69,135,221
69,115,043
70,125,117
69,864,760
69,886,693

68,723,249

1,003,802
993,631
1,017,512
954,500
1,010,362
1,001,371

1,060,077

778,654
768,483
793,587
735,414
790,558
780,054

828,612

定 期 性 計当 座 性

貯 金 借 入 金

3,508,128 9,740,393 3,033,501 210,549 ‐ 2,325,203

（貸 方）

（借 方）

1999.　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　8
　　　　　　　　　　9

1999.　　　　　4
　　　　　　　　　　5
　　　　　　　　　　6
　　　　　　　　　　7
　　　　　　　　　　8
　　　　　　　　　　9

2,056,754
2,170,230
1,980,525
2,061,572
2,337,528
2,063,840

121,531
141,937
80,741
207,526
101,409
55,471

26,702,096
27,676,973
28,359,200
28,743,163
29,155,775
29,351,324

28,758,850
29,847,203
30,339,725
30,804,735
31,493,303
31,415,164

13,400
63,460
111,000
110,000
110,000
120,000

7,267,159
7,167,832
7,169,212
7,190,729
7,155,943
7,154,846

2,019,319
2,859,581
3,654,771
4,138,488
4,587,921
4,069,290

13,258,147
13,703,461
14,572,095
14,558,056
15,165,601
15,777,227

5,332,187
5,683,253
5,536,963
5,927,291
6,482,424
6,539,777

196,033
103,944
60,724
28,267
32,869
36,373

1,050,500
92,400
133,300

‐
‐
‐

5,647,532
5,785,564
6,901,806
7,341,637
7,408,219
8,014,009
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59　‐　881
農林金融1999・12

庫 主 要 勘 定

コ ー ル マ ネ ー

合 連 合 会 主 要 勘 定

合 主 要 勘 定

1,174,006

証 書 貸 付

7,371,351

貸 出 金

現 金

借 方

49,324
50,803
55,977
50,441
56,802
53,179

58,812

預　け　金

4,599,588 148,245 14,444,389 7,406,690 10,553 12,930,399 48,327,504

当 座 貸 越 割 引 手 形 計
コ ー ル
ロ ー ン

食 糧 代 金
概 算 払 金 そ の 他 借 方 合 計

食糧代金受託金・
受 託 金 資 本 金 そ の 他 貸 方 合 計

3,810,020 1,124,999 8,016,481 48,327,504

30,091,358
30,728,397
31,790,181
31,401,169
31,438,871
31,310,925

29,099,719
29,830,548
30,968,757
30,623,120
30,682,757
30,588,575

19,000
105,000
14,000
18,000
12,000
17,000

516,906
525,314
519,511
523,903
533,424
525,776

11,290,028
11,244,641
11,358,473
11,509,185
11,598,585
11,490,662

6,397,660
6,386,235
6,312,472
6,361,384
6,399,985
6,408,944

652,871
643,071
643,071
643,070
643,070
632,039

28,565,407 27,585,857 142,500 528,023 11,490,173 6,871,253 702,723

計 う ち 系 統 コールローン 金銭の信託 有 価 証 券 計 うち金融機
関 貸 付 金

貸　出　金

現 金

借 方

312,157
321,706
327,983
327,650
307,902
317,853

309,603

預 け 金

44,407,429
44,520,256
44,617,433
45,515,555
45,485,052
45,495,508

43,563,436
43,803,067
43,909,998
44,878,444
44,880,824
44,904,584

4,475,562
4,339,586
4,270,273
4,395,820
4,421,800
4,561,489

1,337,049
1,211,919
1,185,607
1,335,072
1,353,728
1,469,934

22,026,040
21,961,956
21,842,173
21,822,263
21,905,133
21,975,056

520,616
522,240
529,616
529,503
527,640
524,824

1,724
1,601
1,595
1,588
1,579
1,578

44,690,276 43,940,055 4,478,204 1,188,962 21,668,038 559,966 1,817

計 う ち 系 統 計 う ち 国 債 計 うち農林公
庫 貸 付 金

報 告
組 合 数

貸 出 金有価証券・金銭の信託

（単位　百万円）

（単位　百万円）

（単位　百万円）

482,910
517,262
1,175,203
358,278
519,780
1,493,402

6,944,414
6,931,569
6,908,433
6,898,899
6,821,434
6,716,585

4,182,371
4,182,539
4,145,829
4,058,216
3,957,448
3,952,073

138,436
134,188
133,183
136,408
121,447
122,020

16,912,755
17,033,861
18,089,252
18,435,161
18,308,550
18,804,689

4,059,354
3,677,671
3,422,115
3,167,958
3,074,606
3,692,812

‐
‐
192
228
6,686
7,561

9,529,819
9,936,551
8,958,708
7,896,137
7,867,826
7,356,139

47,147,458
47,549,406
48,971,898
48,431,821
49,145,468
49,799,562

3,859,173
3,527,170
3,953,323
3,425,425
3,074,723
2,851,151

1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999
1,124,999

5,640,967
5,301,480
5,098,436
5,417,655
5,666,720
5,640,000

47,147,458
47,549,406
48,971,898
48,431,821
49,145,468
49,799,562



   

7．信用漁業協同組合連合会主要勘定
（単位　百万円）

年　月　末

1999.　　　6
　　　　　　　　7
　　　　　　　　8
　　　　　　　　9

1998.　　　9

（注）　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。

8．漁　業　協　同　組　合　主　要　勘　定
（単位　百万円）

年　月　末

1999.　　　4
　　　　　　　　5
　　　　　　　　6
　　　　　　　　7

1998.　　　7

（注）　1.　水加工協を含む。　2.　貯金のうち定期性は定期貯金・定期積金。　
　　　3.　借入金計は信用借入金・共済借入金・経済借入金。

貸 方

貯　金

2,303,379
2,300,815
2,286,326
2,309,203

2,216,049

貸 方

貯 金

1,467,681
1,457,117
1,463,441
1,452,406

1,602,096

1,899,917
1,893,494
1,876,492
1,896,214

1,857,059

借　用　金

53,820
53,917
53,838
53,889

51,844

出　資　金

49,060
49,355
49,446
49,465

41,999

借 方

現　　金

7,385
6,868
6,979
6,983

5,695

借 方

現　金

7,108
7,972
7,621
7,424

8,152

預　け　金

1,318,056
1,311,850
1,291,202
1,294,544

1,224,934

1,278,255
1,271,582
1,255,514
1,253,266

1,190,599

有　　価
証　　券

217,185
219,105
225,039
223,772

215,658

貸　出　金

854,381
857,918
855,855
878,126

847,159

計 うち系統計 うち定期性

1,063,832
1,060,486
1,064,078
1,052,803

借　入　金

494,038
499,054
506,654
504,784

1,181,944 549,396

払込済
出資金

377,842
378,511
388,480
388,356

166,877
166,560
166,079
165,791

424,130 176,719

うち信用
借 入 金計うち定期性計

954
950
941
933

1,083

報　告

組合数
預　け　金

1,286,017
1,275,569
1,283,070
1,273,196

1,388,739 1,295,235

1,200,922
1,198,484
1,207,230
1,197,873

計 うち系統

有　価
証　券

25,459
25,381
24,811
24,925

24,723

603,499
602,265
603,553
604,492

計

貸　出　金

663,528 34,550

29,659
30,270
29,978
29,694

うち農林
公庫資金

農林金融1999・12
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9．金　融　機　関　別　預　貯　金　残　高
（単位　億円，％）

農 協

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

発　表　機　関

（注）　１．農協，信農連以外は日銀「経済統計月報」による。
　　　２．全銀および信金には，オフショア勘定を含む。
　　　３．都銀及び地銀残高の速報値（Ｐ）は，オフショア勘定を含まない。そのため、前年比増減率（Ｐ）は、オフショア勘定を含むもの（前年）と

含まないもの（速報値）の比較となっている。
　　　４．都市銀行及び第２地方銀行の1998年11月分計数以降は，北海道拓殖銀行が中央信託銀行と北洋銀行に営業譲渡したことから数字は不連続と

なる。

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

675,725

676,963

684,388

683,450

687,068

686,103

699,501

689,110

691,779

689,963

691,352

691,150

701,251

698,648

698,867

P 695,760

△0.1

0.2

1.1

0.9

0.8

0.5

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.1

1.5

1.6

1.7

P 1.8

農 林 中 金 推 進 部

468,524

469,290

467,496

474,496

466,547

468,904

469,363

474,747

480,346

489,979

487,755

488,716

486,538

2,135,596　

2,144,138　

2,119,207　

2,122,732　

2,093,843　

2,106,972　

2,082,600　

2,145,762　

2,194,880　

2,191,561　

2,188,988　

（P2,093,031）

（P2,088,874）

1,692,369　

1,678,048　

1,696,329　

1,719,473　

1,687,865　

1,699,982　

1,715,548　

1,727,364　

1,737,395　

1,759,431　

1,740,067　

（P1,723,657）

（P1,719,746）

603,556

596,156

625,700

639,854

627,639

633,155

631,398

632,297

628,105

623,790

618,402

P 609,759

P 608,851

992,637

997,417

1,000,410

1,023,629

1,008,752

1,011,601

1,005,730

1,014,540

1,016,291

1,025,625

1,026,731

P 1,023,866

P 1,021,552

207,762

206,463

205,259

207,387

204,889

204,311

202,043

202,413

200,539

P 200,431

P 199,522

P 198,005

P 197,486

2,477,328

2,487,631

2,485,860

2,519,312

2,522,254

2,531,105

2,525,867

P 2,538,710

P 2,540,023

P 2,559,879

P 2,563,308

P 2,568,745

P 2,566,426

483,934

472,553

468,215

2,198,667　

2,144,063　

2,140,824　

1,677,646　

1,687,316　

1,690,728　

613,725

612,651

606,607

962,234

977,319

984,364

227,309

221,668

213,530

2,134,375

2,248,872

2,405,460

信 農 連 都 市 銀 行 地 方 銀 行 第二地方銀行 信 用 金 庫 信 用 組 合 郵 便 局

△2.6

△2.4

△0.9

1.0　

△2.5　

△0.2　

△0.5　

0.6　

0.2　

△0.2

△0.2

△1.0

2.2

1.6

0.7

△6.6

△2.5

△3.7

8.0

5.4

7.0

△0.8

△1.0

△1.2

△1.2

△1.0

△0.4

0.2

1.5

2.9

3.6

3.9

3.7

3.8

△0.3　

2.6　

△1.1　

△2.8　

△4.4　

△3.4　

△2.7　

0.5　

3.8　

2.1　

2.9　

（P △2.5）

（P △2.2）

△0.2　

0.8　

0.4　

0.4　

1.1　

1.5　

1.5　

2.4　

2.2　

2.2　

2.8　

（P 1.9）

（P 1.6）

△1.6

△0.6

3.8

4.7

5.6

6.3

4.1

5.7

4.4

3.3

3.1

P 2.1

P 0.9

0.5

1.5

1.1

1.7

2.3

2.3

2.2

2.7

2.5

2.9

3.5

P 3.1

P 2.9

△4.8

△4.5

△5.1

△4.9

△4.7

△4.9

△5.4

△4.8

△5.5

P △5.2

P △4.7

P △5.1

P △4.9

6.9

6.9

6.5

6.0

5.6

5.4

P 5.0

P 4.7

P 4.5

P 4.3

P 4.0

P 3.7

P 3.6

全 銀 協
調 査 部

地 銀 協
企画調査部

第二地銀協
統 計 課

全 信 連
総合研究所

全 信 組
中 央 協 会

郵 政 省
貯 金 局

61　‐　883
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10．金　融　機　関　別　貸　出　金　残　高
（単位　億円，％）

発　表　機　関

（注）　１．表９（注）１，２，３に同じ。郵便局は、「郵政行政統計年報」による。
　　　２．貸出金には金融機関貸付金，コールローンを含まない。ただし，信農連の貸出は住専会社貸付金を含む。また，都市銀行の速報値は金融機

関貸付金を含む。
　　　３．都市銀行及び第２地方銀行の1998年11月分計数以降は，北海道拓殖銀行が中央信託銀行と北洋銀行に営業譲渡したことから数字は不連続と

なる。

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

1996.　　3

1997.　　3

1998.　　3

1998.　　9

　　　　　　10

　　　　　　11

　　　　　　12

1999.　　1

　　　　　　　2

　　　　　　　3

　　　　　　　4

　　　　　　　5

　　　　　　　6

　　　　　　　7

　　　　　　　8

　　　　　　　9

189,829

199,493

208,280

211,219

210,831

211,467

211,742

210,690

211,895

214,613

213,961

212,687

212,491

213,340

214,068

P 214,232

4.9

5.1

4.4

3.8

3.8

3.5

3.4

3.3

3.2

3.0

2.7

2.2

2.0

1.8

1.7

P 1.4

農 林 中 金 推 進 部

63,503

61,426

60,893

60,887

60,512

60,501

60,420

59,016

58,908

58,164

58,653

59,039

59,179

2,157,378

2,202,532

2,164,631

2,201,454

2,203,116

2,198,877

2,093,507

2,108,783

2,103,890

2,108,829

2,120,300

P 2,125,544

P 2,127,429

1,363,186

1,368,802

1,365,494

1,401,909

1,390,576

1,390,490

1,382,200

1,364,612

1,338,351

1,334,175

1,342,878

P 1,334,002

P 1,340,563

518,240

514,041

530,354

542,588

537,647

536,854

527,146

520,399

514,968

513,790

516,499

P 512,724

P 513,022

700,069

706,006

710,431

728,456

722,203

721,003

712,060

706,635

701,470

700,718

705,852

P 700,766

P 703,393

160,461

160,277

160,431

161,465

159,283

157,998

154,204

152,979

149,630

P 148,302

P 148,423

P 145,829

P 146,110

P 9,993

P 10,120

P 10,425

P 9,232

P 9,248

P 9,280

P 9,786

P 9,770

P 10,050

P 9,606

P 9,383

P 9,497

P 9,901

92,114

59,545

61,897

2,166,716

2,140,890

2,123,038

1,353,825

1,359,955

1,380,268

531,461

532,803

525,217

698,982

702,014

704,080

186,643

172,721

168,221

11,213

10,756

10,010

△2.9

△35.4

3.9

△0.8

△1.2

△0.8

3.4

0.5

1.5

0.9

0.3

△1.4

2.9

0.4

0.3

△2.1

△7.5

△2.6

3.6

△4.1

△6.9

6.2

5.6

6.2

6.1

3.1

0.3

△2.4

△3.0

△3.5

△4.0

△3.7

△4.1

△6.8

2.0

4.2

0.3

△0.1

△0.1

△0.2

△1.4

△2.3

△3.1

△3.6

△3.6

P △3.8

P △1.4

0.5

1.0

0.0

0.3

0.3

0.2

0.1

△0.1

△0.9

△0.8

△0.5

P △1.2

P △1.7

△2.4

△2.4

0.0

1.1

1.9

2.0

0.4

0.6

△0.3

△0.0

0.3

P △0.3

P △1.0

△0.2

0.9

0.9

2.0

2.1

2.1

1.1

1.3

0.5

0.9

1.3

P 0.7

P 0.5

△6.0

△5.7

△5.6

△5.4

△6.0

△6.6

△8.3

△7.3

△7.3

P △7.7

P △7.5

P △8.9

P △8.9

P △6.3

P △5.9

P △5.6

P △3.5

P △3.4

P △4.0

P △2.2

P △2.4

P △2.1

P △2.2

P △1.9

P △1.8

P △0.9

全 銀 協
調 査 部

地 銀 協
企画調査部

第二地銀協
統 計 課

全 信 連
総合研究所

全 信 組
中 央 協 会

郵 政 省
貯 金 局

農 協

残

高

前

年

同

月

比

増

減

率

信 農 連 都 市 銀 行 地 方 銀 行 第二地方銀行 信 用 金 庫 信 用 組 合 郵 便 局

農林金融1999・12
62　‐　884
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